


発刊にあたって 

　川崎市は、「誰もがいきいきと心豊かに暮らせる持続可

能な市民都市かわさき」をまちづくりの基本目標として 

掲げ、魅力あふれる地域社会の構築を進めています。

そこで、正確な統計情報は、政策の立案など様々な 

面において、行政上の基準、諸計画の基礎データと 

して活用されています。 

　この「統計データブック」は、「川崎市統計書（平成 

19年版）」及び「大都市比較統計年表（平成18年）」

の中から、市民生活に関係する統計情報を中心に、 

分野別、体系的に整理し、グラフや解説を加えて分かり

やすく編集しています。 

　統計を通して、川崎市の推移と現況の正しい理解と

認識を深めていただくとともに、本書がより一層、利用者

の皆様に幅広くご活用いただければ幸いです。 

 

　　平成２０年（２００８年）１０月 

　　　 

 

　　　　　　　　川崎市長　　阿　部　　孝　夫 
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町丁別人口密度

国勢調査（平成17年10月1日現在）



33

＊人口接近度とは、川崎市域に人口が均等に分布しているとした場合に、隣り合った者同士の距離をいう。人口密度が高くなると人口接近度は 
　短くなる。 
 
 

データ  
チェック 

町丁名 総人口 
（人） 

幸 区 新 塚 越  

幸 区 河 原 町  

幸区戸手本町２丁目 

中原区丸子通１丁目 

川 崎 区 追 分 町  

幸 区 南 幸 町２丁 目  

中原区新丸子東１丁目 

中原区丸子通２丁目 

川 崎 区 藤 崎４丁 目  

川 崎 区 京 町２丁 目  

幸 区 古 市 場  

中原区新丸子東２丁目 

高 津 区 新 作６丁 目  

中 原 区 新 丸 子 町  

中原区木月伊勢町  

高 津 区 二 子２丁 目  

川 崎 区 貝 塚１丁 目  

川 崎 区 本 町１丁 目  

幸 区 幸 町 ３ 丁 目  

川 崎 区 中 瀬２丁 目  

３，１８６　 

７，９２０　 

５，２７８　 

３，１５３　 

２，６４７　 

２，８４５　 

１，６６９　 

２，２３０　 

４，０９３　 

４，１２４　 

２，５１３　 

２，１７２　 

３，５９２　 

２，７２３　 

１，７４８　 

２，３４５　 

１，８１５　 

１，３４０　 

１，２２３　 

２，３６２　 

０．０４８　 

０．１６４　 

０．１３９　 

０．０８５　 

０．０７１　 

０．０８３　 

０．０５３　 

０．０７２　 

０．１３３　 

０．１３７　 

０．０８５　 

０．０７７　 

０．１３０　 

０．０９９　 

０．０６４　 

０．０８６　 

０．０６８　 

０．０５０　 

０．０４７　 

０．０９０　 

６６，４２０　 

４８，３６８　 

３７，８９５　 

３７，１６３　 

３７，０８７　 

３４，３３４　 

３１，４５７　 

３０，９２７　 

３０，８０７　 

３０，１０９　 

２９，６０２　 

２８，２８２　 

２７，５６５　 

２７，４３５　 

２７，３９６　 

２７，２８０　 

２６，６９７　 

２６，６３６　 

２６，２２４　 

２６，１７５　 

４．１７　 

４．８９　 

５．５２　 

５．５７　 

５．５８　 

５．８０　 

６．０６　 

６．１１　 

６．１２　 

６．１９　 

６．２５　 

６．３９　 

６．４７　 

６．４９　 

６．４９　 

６．５１　 

６．５８　 

６．５８　 

６．６４　 

６．６４　 

人口密度上位２０町丁 

面　積 
（ｋ㎡） 

人口密度 
（人／ｋ㎡） 

人口接近度 
（ｍ） 

　１ｋ㎡当たりの人口密度が最も高いのは幸区新塚越で６万６，４２０人、次いで幸区河

原町が４万８，３６８人、幸区戸手本町２丁目が３万７，８９５人と上位３町丁が全て幸区と 

なっています。また、人口接近度はそれぞれ４．１７ｍ、４．８９ｍ、５．５２ｍと短くなっています。この３町

丁にはいずれも共同住宅が立地しています。 

　１ｋ㎡当たりの人口密度が２万人以上の町丁は、川崎区４５町丁、幸区１７町丁、中原区２４町丁 

と市域南部・中部では多く、逆に麻生区２町丁、多摩区４町丁と市域北部では少なくなっています。

地図からも、市域南部で人口密度が高い町丁が多いことが分かります。 

　なお、川崎市全体の人口密度は９，１９３人／ｋ㎡、人口接近度は１１．２ｍとなっています。 

 



4

※地図で白色になっている町丁は、昼間人口・夜間人口ともに200人未満の町丁、または数値の取れない町丁。 

町丁別昼夜間人口比率（昼間人口・夜間人口ともに200人以上の町丁）

国勢調査（平成17年10月1日現在）
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　昼夜間人口比率とは、夜間人口１００人当たりの昼間人口割合のことです。１００を

超えているときは通勤・通学人口の流入超過、１００を下回っているときは流出 

超過を表しています。 

　昼間人口・夜間人口ともに２００人以上の町丁の昼夜間人口比率では、川崎区駅前本町が 

３，０４０．２と最も高く、次いで麻生区上麻生１丁目が１，６２０．２、川崎区砂子１丁目が１，４７７．１の順と 

なっています。 

　川崎市全体では夜間人口が１３２万６，１５２人で、昼間人口の１１５万４，４３６人を１７万１，７１６人 

上回っており、昼夜間人口比率は８７．１となっています。 

 データ  
チェック 

町丁名 昼間人口 
（人） 

川 崎 区 駅 前 本 町  

麻生区上麻生１丁目 

川 崎 区 砂 子１丁 目  

多摩区東三田２丁目 

多摩区東三田１丁目 

高 津 区 溝 口１丁 目  

川 崎 区 砂 子２丁 目  

麻生区万福寺１丁目 

川 崎 区 東 田 町  

川 崎 区 宮 本 町  

多摩区西生田１丁目 

 

１３，３７７　 

７，３０７　 

５，７４６　 

１２，４１５　 

６，４１７　 

７，５０９　 

４，６１８　 

６，２７８　 

５，８３２　 

３，２２２　 

４，３１６　 

４４０　 

４５１　 

３８９　 

９１３　 

５２２　 

９１０　 

６１２　 

８４１　 

１，０４８　 

６００　 

８１２　 

　３，０４０．２ 

　１，６２０．２ 

　１，４７７．１ 

　１，３５９．８ 

　１，２２９．３ 

　　８２５．２ 

　　７５４．６ 

　　７４６．５ 

　　５５６．５ 

　　５３７．０ 

　　５３１．５ 

ＪＲ川崎駅 

小田急新百合ヶ丘駅 

京急川崎駅 

専修大学 

明治大学 

ＪＲ武蔵溝ノ口駅、東急溝の口駅 

　 

小田急新百合ヶ丘駅 

川崎市役所 

川崎市役所 

日本女子大学 

昼夜間人口比率５００以上の町丁（昼間人口・夜間人口ともに２００人以上の町丁） 
 夜間人口 

（人） 
昼夜間人口 
比率 

主要施設 
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※地図で白色になっている町丁は、総人口100人未満の町丁、または数値の取れない町丁 ※地図で白色になっている町丁は、総人口100人未満の町丁、または数値の取れない町丁。 

町丁別15歳未満人口割合（総人口100人以上の町丁）

国勢調査（平成17年10月1日現在）
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町丁名 

麻 生 区 細 山６丁 目  

麻生区千代ケ丘５丁目 

宮 前 区 宮 崎４丁 目  

麻生区栗木台３丁目 

宮 前 区 土 橋４丁 目  

宮 前 区 菅 生１丁 目  

麻生区上麻生４丁目 

宮 前 区 水 沢２丁 目  

麻 生 区 白 鳥４丁 目  

麻生区栗木台２丁目 

１５歳未満人口割合上位１０町丁（総人口１００人以上の町丁） 
 15歳未満人口 

（人） 
総人口 
（人） 

15歳未満人口 
  割合（％） 

１４１　 

２００　 

９３　 

１６８　 

７９８　 

３５０　 

６５９　 

５１　 

３６４　 

１５３　 

５４３　 

８２７　 

３９０　 

７２２　 

３，６１８　 

１，６２２　 

３，０６６　 

２３９　 

１，７３８　 

７３２　 

２６．０　 

２４．２　 

２３．８　 

２３．３　 

２２．１　 

２１．６　 

２１．５　 

２１．３　 

２０．９　 

２０．９　 

　総人口１００人以上の町丁での１５歳未満の人口割合をみると、麻生区細山６丁目が

２６．０％と最も高く、次いで麻生区千代ケ丘５丁目が２４．２％、宮前区宮崎４丁目が 

２３．８％の順となっています。なお、川崎市全体の１５歳未満人口割合は１３．１％となっています。 

　また、１５歳未満人口をみると、宮前区野川が４，５３７人（１５歳未満人口割合１６．８％）と最も多く、

次いで幸区小倉が２，９９１人（同１４．３％）、高津区末長が２，３３８人（同１３．９％）の順となっています。 

 データ  
チェック 
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　平成１９年の年間人口増加数は、区別では中原区が５，３８８人と最も多く、次いで 

高津区４，９３３人、川崎区４，９２５人の順となっています。川崎市全体でみると平成１９年

は２万７，０５０人と平成１５年以降で増加数が最も多くなっています。 

　また、平成１５年から１９年の５年間で最も人口が増加したのは高津区１万８，０８０人で、次いで 

中原区１万５，９５０人、麻生区１万４，５８４人の順となっています。 

 データ  
チェック 

区　名 15年～19年 
合計 

平成19年 平成18年 平成17年 平成16年 平成15年 

川 崎 市  

川 崎 区  

幸 区  

中 原 区  

高 津 区  

宮 前 区  

多 摩 区  

麻 生 区  

１１，７１０　 

２，４６３　 

１，３４４　 

８４４　 

２，６２９　 

１，７６５　 

１，０４１　 

１，６２４　 

１１，８７１　 

１，４７４　 

１，２８２　 

１，３８２　 

４，５２８　 

１，５７０　 

８７　 

１，５４８　 

１４，１８５　 

８８４　 

２，１８５　 

４，３２３　 

１，６８９　 

６６４　 

７３１　 

３，７０９　 

１６，８１１　 

２，４１１　 

３８７　 

４，０１３　 

４，３０１　 

１，４１４　 

５７０　 

３，７１５　 

２７，０５０　 

４，９２５　 

２，８５０　 

５，３８８　 

４，９３３　 

２，９１５　 

２，０５１　 

３，９８８　 

８１，６２７　 

１２，１５７　 

８，０４８　 

１５，９５０　 

１８，０８０　 

８，３２８　 

４，４８０　 

１４，５８４　 

（単位：人） 

区別年間人口増加数の推移
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　区別の従業者数は、川崎区が１５万８５８人と最も多く、次いで中原区が９万１，７２４人、

高津区が６万４，７９１人の順となっています。 

　産業別従業者の構成比をみると、第２次産業では川崎区が最も高く２７．９％で、次いで高津区、

中原区の順となっており、比較的市域南部で高くなっています。また、第３次産業では麻生区が 

８６．８％で最も高く、次いで多摩区、宮前区の順となっており、比較的市域北部で高くなっています。 

 データ  
チェック 

区　名 
従業者数 
　合計（人） 

 
川 崎 市  

川 崎 区  

幸 　 区  

中 原 区  

高 津 区  

宮 前 区  

多 摩 区  

麻 生 区  

第1次産業 

従業者数（人） 構成比 

２５８　 

３０　 

２６　 

２９　 

４９　 

７１　 

３３　 

２０　 

０．１％ 

０．０％ 

０．０％ 

０．０％ 

０．１％ 

０．２％ 

０．１％ 

０．１％ 

第２次産業 

従業者数（人） 構成比 

１１４，５５２　 

４２，０２６　 

１４，０７５　 

２４，１１９　 

１７，１９６　 

６，４０１　 

６，１１０　 

４，６２５　 

２３．４％ 

２７．９％ 

２３．４％ 

２６．３％ 

２６．５％ 

１４．６％ 

１４．５％ 

１３．１％ 

第３次産業 

従業者数（人） 構成比 

３７３，８０３　 

１０８，８０２　 

４６，０８７　 

６７，５７６　 

４７，５４６　 

３７，３５０　 

３５，８９６　 

３０，５４６　 

４８８，６１３　 

１５０，８５８　 

６０，１８８　 

９１，７２４　 

６４，７９１　 

４３，８２２　 

４２，０３９　 

３５，１９１　 

７６．５％ 

７２．１％ 

７６．６％ 

７３．７％ 

７３．４％ 

８５．２％ 

８５．４％ 

８６．８％ 

＊第１次産業は農林漁業（個人経営は除く）、第２次産業は建設業、製造業等、第３次産業は卸売・小売業、飲食店、宿泊業、サービス業等をいう。 

区別産業3部門別従業者数

事業所・企業統計調査（平成18年10月1日現在）



10

＊ 平成１９年の数値は速報値。 

　川崎市全体の年間商品販売額（卸売業及び小売業）の推移をみると、平成１１年 

以降は各年とも前回調査と比較し増加しています。 

　区別にみると、平成１９年の年間商品販売額は、平成１６年と比べ川崎区、幸区、宮前区、多摩区

で増加しています。増加額が最も多いのは幸区で、５，２７２億円（うち卸売業は４，９５３億５，４００万円、

小売業は３１８億４，６００万円）の増となっています。神奈川県内の市区町村のなかでも幸区の 

増加額は第１位となっています。 

 データ  
チェック 

区　名 平成19年 平成16年 平成14年 平成11年 平成9年 

川 崎 市  

川 崎 区  

幸 　 区  

中 原 区  

高 津 区  

宮 前 区  

多 摩 区  

麻 生 区  

２，４８７，０５９　 

７０７，３４８　 

３０１，２３０　 

４６１，８４２　 

２５８，３６３　 

４７５，６２６　 

１６５，５１６　 

１１７，１３３　 

２，７８４，１４５　 

８１０，９６２　 

４０３，４２８　 

４７２，４５６　 

２７９，３２８　 

５１９，７５６　 

１６８，３８４　 

１２９，８３１　 

２，８２７，６７８　 

７６５，６４４　 

６１４，２４４　 

４１８，３４１　 

２６６，３８２　 

４７１，７５９　 

１５４，８６８　 

１３６，４４２　 

３，０３９，５６７　 

７５５，７５５　 

７６４，８０４　 

４８１，１４２　 

２７３，９８９　 

４６５，０４１　 

１５８，０００　 

１４０，８３７　 

３，６３９，２５８　 

８４１，５６３　 

１，２９２，００４　 

４７４，２１３　 

２６９，６９８　 

４７２，６３９　 

１６０，０６０　 

１２９，０８１　 

（単位：百万円） 

区別年間商品販売額（卸売業及び小売業）

商業統計調査
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　市制施行した大正１３年末の川崎市の人口は５万人でしたが、昭和５年には１０万人、

昭和１０年には１５万人となりました。そして１５年には２倍の３０万人となりました。 

　その後、昭和２０年１２月の戦後の人口調査では２０万人に激減しましたが、急速に回復し、昭和

２５年には３３万人、３２年には５０万人を超え、４０年には８５万人となり、大幅な増加が続きました。そ

して、４８年には１００万人となりました。 

　しかし、不況や環境悪化などから、５０年には１０１万人、５５年には１０４万人と、増加幅は小さくな

りました。その後、市北西部の住宅開発などにより６０年には１０８万人、平成２年には１１７万人、７年

には１２０万人となりました。 

　その後、住宅や土地価格の安定による都心回帰などにより、増加幅が大きくなり、平成１２年に

は１２４万人となりました。１６年４月に１３０万人を超え、平成２０年４月１日では、１３７万９,６３４人とな

っています。 

データ  
チェック 

人口の推移 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000
（人） 

昭和30年 昭和40年 昭和50年 昭和60年 平成7年 平成17年 平成20年 

年　次 備　　考 

昭和３０年 

３５年 

４０年 

４５年 

５０年 

５５年 

６０年 

平成 ２年 

７年 

１２年 

１７年 

１９年 

２０年 

総　数 

人　　　　　口 

４４５,５２０ 

６３２,９７５ 

８５４,８６６ 

９７３,４８６ 

１,０１４,９５１ 

１,０４０,８０２ 

１,０８８,６２４ 

１,１７３,６０３ 

１,２０２,８２０ 

１,２４９,９０５ 

１,３２７,０１１ 

１,３６９,４４３ 

１,３７９,６３４ 

面　積 
（㎞２） 

１３１.２６ 

１３２.９３ 

１３６.１７ 

１３６.１７ 

１４１.２４ 

１４２.１６ 

１４２.６３ 

１４３.４７ 

１４３.８７ 

１４４.３５ 

１４４.３５ 

１４４.３５ 

１４４.３５ 

性　比 
（女性＝１００） 

１０８.６ 

１１２.１ 

１１２.０ 

１１０.５ 

１１０.５ 

１０９.２ 

１０９.５ 

１１１.０ 

１０９.９ 

１０８.３ 

１０７.４ 

１０７.０ 

１０６.９ 

国勢調査人口（１０月１日） 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

推計人口（１０月１日） 

　推計人口（４月１日）　 

男 

２３１,８９４ 

３３４,４９０ 

４５１,５３７ 

５１１,０７３ 

５３２,８９０ 

５４３,２６９ 

５６９,０６１ 

６１７,４２５ 

６２９,８０４ 

６４９,９９７ 

６８７,０８０ 

７０７,７３６ 

７１２,７３５ 

女 

２１３,６２６ 

２９８,４８５ 

４０３,３２９ 

４６２,４１３ 

４８２,０６１ 

４９７,５３３ 

５１９,５６３ 

５５６,１７８ 

５７３,０１６ 

５９９,９０８ 

６３９,９３１ 

６６１,７０７ 

６６６,８９９ 

（単位：人） 

1 ● 続く人口増加 
人口の推移 



人
口

13

　川崎市の人口を行政区別にみると、中原区が２２万１,７５０人（総数の１６.１％）と最も

多く、次いで宮前区が２１万３,５５７人（同１５.５％）、川崎区が２１万２,１５０人（同１５.４％）、

高津区が２１万1,３４８人（同１５.３％）、多摩区が２０万９,１０４人（同１５.２％）の順となっており、この５

区が２０万人を超えています。 

　前年と比べいずれの区も人口が増加していますが、増加数は中原区が４,６１５人と最も多く、次

いで幸区３,７９６人、宮前区３,７６８人の順となっています。 

（人） 

川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 

区別年間人口増加数 

0

1,000

500

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

区　別 

総 　 数  

川崎区 

幸　区 

中原区 

高津区 

宮前区 

多摩区 

麻生区 

総　数 

人　　　　　口 

１,３７９,６３４ 

２１２,１５０ 

１４８,８７８ 

２２１,７５０ 

２１１,３４８ 

２１３,５５７ 

２０９,１０４ 

１６２,８４７ 

６３３,９２４ 

１０１,４８０ 

６６,８１２ 

１１０,７５３ 

９７,５９５ 

８８,８８９ 

１００,７８３ 

６７,６１２ 

１４４.３５  

４０.２５  

１０.０９  

１４.８１  

１７.１０  

１８.６０  

２０.３９  

２３.１１ 

人　口 
（１９年４月１日） 

１,３５４,９１３ 

２０８,９３２ 

１４５,０８２ 

２１７,１３５ 

２０８,４６７ 

２０９,７８９ 

２０５,９２９ 

１５９,５７９ 

男 

７１２,７３５ 

１１３,８３７ 

７６,７７７ 

１１６,０９１ 

１０７,９６０ 

１０７,６９６ 

１０９,８８３ 

８０,４９１ 

女 

６６６,８９９ 

９８,３１３ 

７２,１０１ 

１０５,６５９ 

１０３,３８８ 

１０５,８６１ 

９９,２２１ 

８２,３５６ 

対前年同月 
増減人口 

２４,７２１ 

３,２１８ 

３,７９６ 

４,６１５ 

２,８８１ 

３,７６８ 

３,１７５ 

３,２６８ 

人口密度 
（人／㎞２） 

９,５５８ 

５,２７１ 

１４,７５５ 

１４,９７３ 

１２,３６０ 

１１,４８２ 

１０,２５５ 

７,０４７ 

面　積 
（㎞２） 

世帯数 
（世帯） 

（単位：人）（平成２０年４月1日）  

2 ● 最も人口が増えたのは中原区 
区別人口 

データ  
チェック 
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データ  
チェック 

　平成１９年の１年間の人口増加数は２万７，０５０人で、平成１５年以降の５年間で最も増

加しています。 

　平成１９年の自然増減は５，８４２人の増加で、区別内訳をみると中原区が１，２８８人で最も増加し

ています。また、社会増減は２万１，２０８人の増加で、区別内訳をみると川崎区が４，８６１人で最も増

加しています。 

　平成１５年及び１６年は自然増加数が社会増加数を上回っていましたが、平成１７年以降は社会

増加数が自然増加数を上回っています。      

平成15年 16年 17年 18年 19年 

(人)

自然増減 

社会増減 

人口動態の推移 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

年次・区別 

平成１５年 

１６年 

１７年 

１８年 

１９年 

１９年区別内訳 

川 崎 区  

幸 区  

中 原 区  

高 津 区  

宮 前 区  

多 摩 区  

麻 生 区  

計 

自　然　増　減 

５，９４９ 

６，０５９ 

４，９１１ 

５，７６２ 

５，８４２ 

 

６４ 

３０５ 

１，２８８ 

１，２４６ 

１，２６５ 

１，０６７ 

６０７ 

１１，７１０ 

１１，８７１ 

１４，１８５ 

１６，８１１ 

２７，０５０ 

 

４，９２５ 

２，８５０ 

５，３８８ 

４，９３３ 

２，９１５ 

２，０５１ 

３，９８８ 

出　生 

１３，３７９ 

１３，５４２ 

１３，０４５ 

１３，８４９ 

１４，２５２ 

 

１，９５４ 

１，４８９ 

２，５３３ 

２，３６８ 

２，２９０ 

２，１４０ 

１，４７８ 

死　亡 

７，４３０ 

７，４８３ 

８，１３４ 

８，０８７ 

８，４１０ 

 

１，８９０ 

１，１８４ 

１，２４５ 

１，１２２ 

１，０２５ 

１，０７３ 

８７１ 

計 

社　会　増　減 

５，７６１ 

５，８１２ 

９，２７４ 

１１，０４９ 

２１，２０８ 

 

４，８６１ 

２，５４５ 

４，１００ 

３，６８７ 

１，６５０ 

９８４ 

３，３８１ 

転　入 

１０８，８５０ 

１０７，１７４ 

１０７，１８８ 

１０９，０４６ 

１１９，０９７ 

 

１７，６３２ 

１１，８８２ 

２２，０７６ 

１９，９４５ 

１７，０６４ 

１７，１３５ 

１３，３６３ 

転　出 

１０３，０８９ 

１０１，３６２ 

９７，９１４ 

９７，９９７ 

９７，８８９ 

 

１２，７７１ 

９，３３７ 

１７，９７６ 

１６，２５８ 

１５，４１４ 

１６，１５１ 

９，９８２ 

人口増減 

● 自然増減、社会増減ともに増加 3 人口の自然増減と社会増減 

（単位：人） 
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データ  
チェック 

　平成１９年の川崎市の年
齢（３区分）別人口は、１５歳

未満の年少人口が１７万９，６２５人（総人口
の１３．１％）、１５～６４歳の生産年齢人口が
９７万５，７３９人（同７１．３％）、６５歳以上の老
年人口は２１万３，２２０人（同１５．６％）となっ
ており、老年人口が年少人口を上回って
います。 
　平成１７年と比較すると、人口総数は４
万２，４３２人（３．２％）増加しており、年齢３
区分では、年少人口が５，３６１人（３．１％）、
生産年齢人口が１万８，０２７人（１．９％）、老
年人口が１万９，０４４人（９．８％）増加してい
ます。なかでも、老年人口が最も増加し
ており、高齢化の傾向がみられます。        
　５歳階級別の増加率では、１５～１９歳、 
２５～３４歳、５０～５４歳、６０～６４歳で減少
していますが、他の年齢階級では増加し
ています。特に後期老年人口（７５歳以上）
では１３．２％増加しています。 

（歳） 

（％） 

85歳以上 

80～84 

75～79 

70～74 

65～69 

60～64 

55～59 

50～54 

45～49 

40～44 

35～39 

30～34 

25～29 

20～24 

15～19 

10～14 

5～9 

0～4

5歳階級別人口増加率 

0 5 10 15 20-10 -5

年齢階級別 

総　数 
（歳） 
０～４ 
５～９ 

１０～１４ 
１５～１９ 
２０～２４ 
２５～２９ 
３０～３４ 
３５～３９ 
４０～４４ 
４５～４９ 
５０～５４ 
５５～５９ 
６０～６４ 
６５～６９ 
７０～７４ 
７５～７９ 
８０～８４ 
８５以上 
（再掲） 
１５歳未満 
１５～６４歳 
６５歳以上 

総　数 

平成１９年 

１，３６９，４４３ 
 

６３，６９４ 
６０，１０１ 
５５，８３０ 
５７，７５２ 
９７，２１９ 
１１４，８５１ 
１３４，７４５ 
１３２，３３２ 
１０８，２４７ 
８４，５１７ 
７４，９５２ 
９４，０４１ 
７７，０８３ 
６８，２６８ 
５６，１６４ 
４０，７０６ 
２６，０１０ 
２２，０７２ 

 
１７９，６２５ 
９７５，７３９ 
２１３，２２０ 

１，３２７，０１１ 
 

６２，１３９ 
５８，２５６ 
５３，８６９ 
５９，７７６ 
９４，１０７ 
１１７，３０６ 
１３６，７８８ 
１２２，５０５ 
９９，０４５ 
７８，１６２ 
７９，９３１ 
９２，６３５ 
７７，４５７ 
６３，６２１ 
５２，１４３ 
３６，９８１ 
２２，５７１ 
１８，８６０ 

 
１７４，２６４ 
９５７，７１２ 
１９４，１７６ 

男 
７０７，７３６ 

 
３２，６６８ 
３０，５０１ 
２８，７６９ 
２９，８８６ 
５３，０８２ 
６２，０６５ 
７２，２８１ 
７０，４８９ 
５８，８７８ 
４５，４５６ 
３９，４００ 
４９，０４３ 
３９，１１１ 
３３，５９８ 
２６，４４２ 
１８，０６９ 
１０，５８７ 
６，５６１ 

 
９１，９３８ 
５１９，６９１ 
９５，２５７ 

女 
６６１，７０７ 

 
３１，０２６ 
２９，６００ 
２７，０６１ 
２７，８６６ 
４４，１３７ 
５２，７８６ 
６２，４６４ 
６１，８４３ 
４９，３６９ 
３９，０６１ 
３５，５５２ 
４４，９９８ 
３７，９７２ 
３４，６７０ 
２９，７２２ 
２２，６３７ 
１５，４２３ 
１５，５１１ 

 
８７，６８７ 
４５６，０４８ 
１１７，９６３ 

平成１９年 

構成比（％） 

１００．０　 
 

４．７　 
４．４　 
４．１　 
４．２　 
７．１　 
８．４　 
９．８　 
９．７　 
７．９　 
６．２　 
５．５　 
６．９　 
５．６　 
５．０　 
４．１　 
３．０　 
１．９　 
１．６　 

 
１３．１　 
７１．３　 
１５．６　 

平成１７年 
１００．０　 

 
４．７　 
４．４　 
４．１　 
４．５　 
７．１　 
８．８　 
１０．３　 
９．２　 
７．５　 
５．９　 
６．０　 
７．０　 
５．８　 
４．８　 
３．９　 
２．８　 
１．７　 
１．４　 

 
１３．１　 
７２．２　 
１４．６　 

平成１７年総数 

３．２ 
 

２．５ 
３．２ 
３．６ 

▲　３．４ 
３．３ 

▲　２．１ 
▲　１．５ 
８．０ 
９．３ 
８．１ 

▲　６．２ 
１．５ 

▲　０．５ 
７．３ 
７．７ 
１０．１ 
１５．２ 
１７．０ 

 
３．１ 
１．９ 
９．８ 

増加率（％） 

（単位：人）（各年10月1日） 

＊総数には年齢不詳を含む。平成１９年は推計人口、平成１７年は国勢調査結果。 

4 ● 老年人口の増加率が最も高い 
年齢別人口 
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データ  
チェック 

　平成１７年の国勢調査結果をみると、川崎市の昼間人口は１１５万４，４３６人で夜間 
（常住）人口１３２万６，１５２人を１７万１，７１６人下回っており、通勤や通学で市外へ流出

する人が多いことがうかがえます。 
　区別の流入、流出人口では、流入超過区は川崎区のみで、他の６区は流出超過区となっています。
流出超過区６区のうち、最も流出超過人口が多いのは宮前区で６万２，２２５人、次いで多摩区で５万 
４０４人の順となっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　夜間（常住）人口１００人当たりの昼間人口の割合をいう昼夜間人口比率は、川崎市全体では 
８７．１となっており、区別をみると川崎区が１２６．７で市内７区で唯一１００を超えています。また、平成
１２年の国勢調査と比べると川崎区、幸区、高津区で昼夜間人口比率が低下し、中原区、宮前区、 
多摩区、麻生区で上昇しています。 

区別昼夜間人口比率 

川崎市 

100

120

140

川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 

80

60

平成12年 

平成17年 

区　　別 

川　崎　市 

 

市内流動人口全区 

 

川　崎　区 

幸　　　区 

中　原　区 

高　津　区 

宮　前　区 

多　摩　区 

麻　生　区 

１,３２６,１５２ 

 

 

 

２０３,２５６ 

１４４,３６２ 

２１０,５０６ 

２０１,７５４ 

２０７,８７２ 

２０５,３０５ 

１５３,０９７ 

夜間人口 
（常住人口） 

２２９,４３２  

 

１０１,１８７ 

 

１０４,３７１ 

４０,１５０ 

６４,４４３ 

４４,１９４ 

２３,２３５ 

３１,２１５ 

２３,０１１ 

流入人口 

４０１,１４８ 

 

１０１,１８７ 

 

５０,１０６ 

５６,２５７ 

８４,５７７ 

８２,４０７ 

８５,４６０ 

８１,６１９ 

６１,９０９ 

流出人口 

▲ １７１,７１６ 

 

 

 

５４,２６５ 

▲ １６,１０７ 

▲ ２０,１３４ 

▲ ３８,２１３ 

▲ ６２,２２５ 

▲ ５０,４０４ 

▲ ３８,８９８ 

流入 
超過人口 

１,１５４,４３６ 

 

 

 

２５７,５２１ 

１２８,２５５ 

１９０,３７２ 

１６３,５４１ 

１４５,６４７ 

１５４,９０１ 

１１４,１９９ 

昼間人口 

８７.１  

 

 

 

１２６.７  

８８.８  

９０.４  

８１.１  

７０.１  

７５.４  

７４.６ 

平成１７年 
昼夜間人口比率 

８７.８  

 

 

 

１３４.７  

９０.３  

９０.１  

８２.２  

６８.０  

７４.０  

７２.５ 

平成１２年 
昼夜間人口比率 

（単位：人）（平成17年10月1日）  

（国勢調査） ＊年齢不詳を除く。 

● 昼夜間人口比率で１００を超えているのは川崎区 
区別昼間流動人口 5



人
口

17

データ  
チェック 

　平成１７年国勢調査での労働力人口は７３万７，２１０人で、平成１２年国勢調査と比べ 
て５万３，５５３人（７．８％）増加しています。また、労働力率（労働力人口と非労働力人口

を併せた人口に占める労働力人口の割合）は、１７年は６６．１％で、１２年と比べて０．９ポイント上昇しま
した。       
　男女別にみると、男性では労働力人口が４５万８，８１０人（労働力人口総数の６２．２％）で１２年と比
べて２万４，８５８人（５．７％）増加しています。また、女性の労働力人口は２７万８，４００人（同３７．８％）で
１２年と比べて２万８，６９５人（１１．５％）増加しています。なお、１２年と比べて労働力率は、男性は変
わらず、女性が２．０ポイント上昇しました。 
　非労働力人口（家事従事者、通学者、高齢者など）は３７万７，８３３人で、前回と比べ１万３，０７６人 
（３．６％）の増加となりました。 

総数 

平成12年 

平成17年 

（％） 

男 女 

労働力率の推移 

30

40

50

60

70

80

90

労働力状態 

１５歳以上人口 

労働力人口 

就業者数 

完全失業者 

非労働力人口 

労働力率（%） 

就業率（%） 

総　数 

平成１７年 

１,１５１,８８８ 

７３７,２１０ 

６９７,００９ 

４０,２０１ 

３７７,８３３ 

６６.１  

６２.５ 

男 

５９６,９４１ 

４５８,８１０ 

４３１,９２１ 

２６,８８９ 

１１１,７８６ 

８０.４  

７５.７ 

女 

５５４,９４７ 

２７８,４００ 

２６５,０８８ 

１３,３１２ 

２６６,０４７ 

５１.１  

４８.７ 

総　数 

平成１２年 

１,０７８,３５９ 

６８３,６５７ 

６４９,４０３ 

３４,２５４ 

３６４,７５７ 

６５.２  

６１.９ 

男 

５６１,７９８ 

４３３,９５２ 

４１１,６３２ 

２２,３２０ 

１０５,９６８ 

８０.４  

７６.２ 

女 

５１６,５６１ 

２４９,７０５ 

２３７,７７１ 

１１,９３４ 

２５８,７８９ 

４９.１  

４６.８ 

（国勢調査） ＊15歳以上人口の総数に労働力状態「不詳」を含む。 

（単位：人）（各年10月1日） 

6 ● 女性の労働力率が上昇 
労働力状態 
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　平成２０年３月末日の外国人登録人口は、３万１，０１４人で前年の２万９，３００人に比べ

て１，７１４人（前年比５．８％）の増加となりました。中国は１，０１０人（同比１２．３％）の増

加で最も増加しています。        

　国別では、韓国・朝鮮が９，４５０人（総数の３０．５％）で最も多く、次いで中国９，２０２人（同２９．７％）、

フィリピン３，８６３人（同１２．５％）、ブラジル１，３６５人（同４．４％）、インド９８２人（同３．２％）となってい

ます。        

　外国人登録人口を区別にみると、最も多いのは川崎区の１万１，４７３人（総数の３７．０％）で、次い

で中原区３，８６８人（同１２．５％）、多摩区３，７１１人（同１２．０％）の順となっています。        

韓国・朝鮮 

平成19年 

平成16年 

平成17年 

平成18年 

中国 フィリピン ブラジル インド 
0

1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000
10,000
（人） 

外国人登録人口の推移 

平成20年 

年次･区別 

平成１６年 

１７年 

１８年 

１９年 

２０年 

 

２０年区別内訳 

川 崎 区  

幸 区  

中 原 区  

高 津 区  

宮 前 区  

多 摩 区  

麻 生 区  

総　数 

２６，６３６　 

２６，８２４　 

２７，９９３　 

２９，３００　 

３１，０１４　 

 

 

１１，４７３　 

３，５１３　 

３，８６８　 

３，６９８　 

２，９２６　 

３，７１１　 

１，８２５　 

韓国・朝鮮 

９，２６６　 

９，１５２　 

９，１１８　 

９，２３９　 

９，４５０　 

 

 

４，６９５　 

１，０２９　 

９３６　 

９６９　 

６６２　 

７８４　 

３７５　 

中　国 

６，６５８　 

６，７７４　 

７，３９１　 

８，１９２　 

９，２０２　 

 

 

２，８１５　 

１，０８３　 

１，２５５　 

１，０７５　 

８７１　 

１，３６７　 

７３６　 

フィリピン 

３，２８０　 

３，３１９　 

３，４９４　 

３，７２２　 

３，８６３　 

 

 

１，２９４　 

５０５　 

４８０　 

５８３　 

３９１　 

４７７　 

１３３　 

ブラジル 

１，４１４　 

１，３７７　 

１，３９３　 

１，３８４　 

１，３６５　 

 

 

８４７　 

７９　 

８８　 

１４４　 

８１　 

６５　 

６１　 

インド 

６６４　 

６７４　 

７９７　 

８７０　 

９８２　 

 

 

４２７　 

２０５　 

１８６　 

６８　 

２８　 

５２　 

１６　 

その他 

５，３５４　 

５，５２８　 

５，８００　 

５，８９３　 

６，１５２　 

 

 

１，３９５　 

６１２　 

９２３　 

８５９　 

８９３　 

９６６　 

５０４　 

（単位：人）（各年3月末日） 

7 ● 外国人登録人口は昨年に引き続き増加 
外国人登録人口 

データ  
チェック 
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データ  
チェック 

　平成１８年の人口動態調査では、婚姻件数が１万８７６件と前年に比べて１９１件 

（１．８％）増加しており、婚姻率は８．３‰で前年と同率でした。　      

　また、離婚件数は２，９４４件で、前年に比べて９件（０．３％）増加していますが、離婚率は２．２６‰で

前年に比べて０．０２ポイント低下しました。      

平成14年 

婚姻率 

（‰） 

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 

離婚率 

婚姻率・離婚率の推移 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

年　　　次 

平成１４年 

１５年 

１６年 

１７年 

１８年 

婚　　　姻 

１０，６４４ 

１０，３８３ 

１０，３５６ 

１０，６８５ 

１０，８７６ 

婚　姻　率 

８．５ 

８．２ 

８．１ 

８．３ 

８．３ 

離　　　婚 

３，１３０ 

３，１００ 

３，０７２ 

２，９３５ 

２，９４４ 

離　婚　率 

２．４９ 

２．４５ 

２．４０ 

２．２８ 

２．２６ 

（人口動態調査） ＊婚姻率及び離婚率は各年１０月１日現在の日本人人口１，０００人に対する割合。 

（単位：件、‰） 

8
● 離婚率は昨年に引き続き低下 

婚姻と離婚 
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データ  
チェック 

　平成１８年の事業所・企業統計調査をみると、市内の事業所数は３万９，２６０事業所、
従業者は４５万９，７６８人となりました。平成１６年の簡易調査と比べ、事業所数は 

１，９８９事業所（４．８％）減少しましたが、従業者数は１万１，７８５人（２．６％）増加しました。         
　また、平成１８年の１事業所当たりの従業者数は１１．７人で、平成１３年の１１．１人や１６年の１０．９人
と比べ多くなりました。         
　産業別の事業所数をみると、「卸売・小売業」が９，６３３事業所（総数の２４．５％）で最も多く、 
次いで「サービス業（他に分類されないもの）」が６，５９１事業所（同１６．８％）、「飲食店、宿泊業」が 
６，２４０事業所（同１５．９％）となっており、この３産業で全体の５７．２％を占めています。 
　また、従業者数は、「卸売・小売業」が８万７，２５１人（総数の１９．０％）と最も多く、次いで「製造業」
が８万４，６５８人（同１８．４％）、「サービス業（他に分類されないもの）」が７万９，３３６人（同１７．３％）と
なっており、この３産業で全体の５４．６％を占めています。 

卸売・小売業 

製造業 

サービス業 

 

平成13年 平成16年 平成18年 
60,000

65,000

70,000

75,000

80,000

85,000

90,000

95,000

100,000
（人） 

従業者数（上位３産業）の推移 

（他に分類されないもの） 

（事業所・企業統計調査） 

（平成16年は6月1日、平成13年・18年は10月1日） 

産業（大分類）別 

全 産 業  
農 林 漁 業  
鉱 業  
建 設 業  
製 造 業  
電気・ガス・熱供給・水道業 
情 報 通 信 業  
運 輸 業  
卸 売 ・ 小 売 業  
金 融 ・ 保 険 業  
不 動 産 業  
飲 食 店 、宿 泊 業  
医 療 、 福 祉  
教 育 、学 習 支 援 業  
複 合 サ ー ビ ス 事 業  
サービス業（他に分類されないもの） 

事業所数 

平成１３年 

　　４２,０２３ 
２９ 
－ 

３,９４５ 
４,５１５ 
１５ 
４１７ 
１,４４０ 
１０,９３９ 
４９９ 
３,２０６ 
６,９８７ 
１,９９３ 
１,０３１ 
１００ 
６,９０７ 

従業者数 

４６４,６５５ 
２１１ 
－ 

３３,４２１ 
９０,５２３ 
１,５９０ 
２８,９４９ 
３０,４５７ 
８９,３９８ 
９,２１０ 
９,３６０ 
４４,７０８ 
２７,８７４ 
１４,３４９ 
１,０７８ 
８３,５２７ 

事業所数 

平成１６年 平成１８年 

４１,２４９ 
２７ 
－ 

３,８１０ 
４,１２８ 
１３ 
３８８ 
１,４６６ 
１０,４１９ 
４４８ 
３,３１６ 
６,７８８ 
２,２５２ 
１,１３２ 
１０２ 
６,９６０ 

従業者数 事業所数 従業者数 

４４７,９８３ 
１９０ 
－ 

３３,２２９ 
８１,０６５ 
１,０４５ 
２９,８７６ 
３０,１４７ 
９０,１５５ 
７,７４８ 
９,５６２ 
４４,８５２ 
３２,３６２ 
１５,１７３ 
１,１３６ 
７１,４４３ 

３９，２６０ 
３０ 
１ 

３，５６０ 
３，７９１ 
１３ 
３７９ 
１，３９２ 
９，６３３ 
４０８ 
３，２３５ 
６，２４０ 
２，６０１ 
１，１９９ 
１８７ 
６，５９１ 

４５９，７６８ 
２５８ 
４２ 

２９，８５２ 
８４，６５８ 
８１６ 

２８，９２８ 
２７，９１４ 
８７，２５１ 
８，３３８ 
１０，２１６ 
４３，１１３ 
３８，３０７ 
１７，１０６ 
３，６３３ 
７９，３３６ 

9 ● 卸売・小売業の事業所数及び従業者数が第１位 
産業の構造（民営事業所） 
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データ  
チェック 

　平成１８年の事業所・企業統計調査で区別の民営事業所をみると、事業所が最も
多いのは川崎区の１万９９８事業所、次いで中原区の６，７３２事業所、高津区の５，４２９ 

事業所の順となっており、川崎区、幸区及び中原区の市域南部３区で事業所総数の５７．４％を占 
めています。       
　従業者数でも、川崎区が１４万１，１５６人で最も多く、次いで中原区の８万７，４４７人、高津区の 
６万１，０７６人の順となっており、川崎区、幸区及び中原区の市域南部３区で従業者総数の６２．３％を
占めています。 
　平成１６年の簡易調査と比べ、川崎区と高津区は従業者数が減少していますが、残りすべての
区で従業者数は増加しています。最も増加したのは中原区で９，５４８人、次いで幸区２，４７４人、麻生
区１，３４９人の順となっています。 

区別事業所数の構成比（平成１８年） 区別従業者数の構成比（平成１８年） 

川崎区 
28.0% 川崎区 

30.7%

幸区 
12.3% 幸区 

12.6%中原区 
17.1%

中原区 
19.0%

高津区 
13.8%

高津区 
13.3%

宮前区 
10.2%

宮前区 
8.8%

多摩区 
11.6%

多摩区 
8.5%

麻生区 6.9% 麻生区 7.1%

（平成16年は6月1日、平成13年・18年は10月1日） 

区　別 

総　　　　　　数 

川 崎 区  

幸 　 区  

中 原 区  

高 津 区  

宮 前 区  

多 摩 区  

麻 生 区  

平成１３年 

事業所数 

４２，０２３ 

１２，２５０ 

５，１３６ 

６，９８２ 

６，０２０ 

４，０９２ 

４，７９６ 

２，７４７ 

平成１６年 

４１，２４９ 

１１，９２７ 

４，９４１ 

６，９５６ 

５，８９１ 

４，０５８ 

４，７４８ 

２，７２８ 

平成１８年 

３９，２６０ 

１０，９９８ 

４，８１８ 

６，７３２ 

５，４２９ 

４，０１８ 

４，５４５ 

２，７２０ 

平成１３年 

従業者数 

４６４，６５５ 

１５０，４４０ 

５７，６１１ 

８６，５２６ 

６２，７８０ 

３９，６４１ 

３８，１００ 

２９，５５７ 

平成１６年 

４４７，９８３ 

１４２，３４９ 

５５，３２３ 

７７，８９９ 

６２，４３８ 

４０，３８９ 

３８，１７９ 

３１，４０６ 

平成１８年 

４５９，７６８ 

１４１，１５６ 

５７，７９７ 

８７，４４７ 

６１，０７６ 

４０，６３３ 

３８，９０４ 

３２，７５５ 

（事業所・企業統計調査） 

10 ● 事業所数は市域南部３区で約６割 
区別の民営事業所 
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データ  
チェック 

　平成１８年事業所・企業統計調査の企業数をみると、市内の企業数は１万２，６４８ 

企業で、平成１６年の簡易調査と比べ１，０３３企業（７．６％）減少しています。 

　資本金階級別では、「３００万～５００万円未満」が５，４０８企業（企業総数の４２．８％）で最も多く、 

「１，０００万～３，０００万円未満」が４，６７２企業（同３６．９％）の順となっており、この２階級で企業 

総数の約８割を占めます。また、資本金が５，０００万円以上は５５２企業で、平成１６年の調査と比べ１

８企業（３．４％）増加しています。 

11 ● 「５，０００万円以上」の企業が引き続き増加 
資本金階級別企業数 

平成13年 

平成16年 

平成18年 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

資本金階級別企業数の推移 

300 
万円未満 

300万～500 
万円未満 

500万～1,000 
万円未満 

1,000万～3,000 
万円未満 

3,000万～5,000 
万円未満 

5,000 
万円以上 

資本金階級別 平成１８年 

　　　総数 

３００万円未満 

３００万～５００万円未満 

５００万～１,０００万円未満 

１,０００万～３,０００万円未満 

３,０００万～５,０００万円未満 

５,０００万～１億円未満 

１億～１０億円未満 

１０億～５０億円未満 

５０億円以上 

１２，６４８ 

１４２ 

５，４０８ 

１，４１５ 

４，６７２ 

４５９ 

３０６ 

１９３ 

３７ 

１６ 

（事業所・企業統計調査） 

平成１６年 

１３,６８１ 

９１ 

５,９１５ 

１,６１６ 

５,０５１ 

４７４ 

２８５ 

２０１ 

２９ 

１９ 

平成１３年 

１４，０５５ 

８８ 

５，９９４ 

１，７０８ 

５，２５５ 

５１１ 

２５１ 

１９３ 

３９ 

１６ 

＊会社企業とは、経営組織が株式会社（有限会社を含む）、合名会社、合資会社、合同会社及び相互会社で、川崎市に本所・本
社・本店があり、それらの傘下の支所・支社・支店を含めた全体をいう。支所・支社・支店を持たない単独事業所の場合は、
その事業所だけで会社企業となる。 

（平成16年は6月1日、平成13年・18年は10月1日） 
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データ  
チェック 　平成１７年農林業センサスをみると、農家数は１,３２６戸となっています。販売・自給

的別の農家数は、販売農家が７６８戸（農家総数の５７.９％）、自給的農家は５５８戸 

（同４２.１％）となり、平成１２年調査と比べると販売農家で１５０戸（１６.３％）の減少、自給的農家で

１９戸（３.３％）の減少となっています。 

　また、販売農家１戸当たりの経営耕地面積は５４.０aとなり、平成１２年と比べると１.９aの増加と

なりました。 

● 販売農家1戸当たりの経営耕地面積は増加 
農業の推移 12

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

（戸） 

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 

総農家数の推移 

年　　次 
総　数 販売農家 自給的農家 総面積 田 畑 樹園地 

農家戸数 販売農家経営耕地（ａ） 

平成２年 

７年 

１２年 

１７年 

２,１０６ 

１,７０３ 

１,４９５ 

１,３２６ 

１,３００ 

１,０４８ 

９１８ 

７６８ 

８０６ 

６５５ 

５７７ 

５５８ 

７１,９５９ 

５５,４０６ 

４７,８５２ 

４１,４６４ 

５,７７５ 

４,２０３ 

２,８０１ 

２,０８９ 

４１,１４９ 

３２,７５６ 

３０,５０４ 

２７,９７６ 

２５,０３５ 

１８,４４７ 

１４,５４７ 

１１,３９９ 

販売農家１戸 
当たりの経営 
耕地面積（a） 

５５.４  

５２.９  

５２.１  

５４.０ 

（2005年農林業センサス） 

（各年2月１日） 

＊「農家」とは農業を営む経営耕地面積が10a以上、または、過去1年間の農産物販売額が15万円以上の世帯 
＊「販売農家」とは経営耕地面積が30a以上、または、農産物販売額が50万円以上の農家 
＊「自給的農家」とは経営耕地面積が30a未満、かつ、農産物販売額が50万円未満の農家 
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（ha） 

麻生区 多摩区 宮前区 高津区 中原区 幸区 川崎区 
0

20

40

60

80

100

120

140

区別の販売農家経営耕地面積（平成１７年） 

区　別 
総　数 

販売農家 

専　業 兼　業 

農家戸数 販売農家経営耕地面積（ha） 

総 　 数  

川 崎 区  

幸 　 区  

中 原 区  

高 津 区  

宮 前 区  

多 摩 区  

麻 生 区  

１,３２６ 

２ 

９ 

１０４ 

２３８ 

３４５ 

２９５ 

３３３ 

２２３ 

－ 

１ 

１１ 

３９ 

６８ 

５３ 

５１ 

５４５ 

－ 

２ 

４６ 

８６ 

１３９ 

１３１ 

１４１ 

総面積 

４１５ 

－ 

１ 

２２ 

５６ 

１３３ 

７５ 

１２８ 

田 

２１ 

－ 

０ 

１ 

０ 

３ 

５ 

１２ 

畑 

２８０ 

－ 

１ 

２０ 

４５ 

１０６ 

２８ 

８１ 

樹園地 

１１４ 

－ 

０ 

２ 

１１ 

２４ 

４２ 

３５ 

自給的農家 

５５８ 

２ 

６ 

４７ 

１１３ 

１３８ 

１１１ 

１４１ 

（2005年農林業センサス） ＊「専業農家」とは、世帯員の中に兼業従業者がいない農家 
＊「兼業農家」とは、世帯員の中に兼業従業者が1人以上いる農家 

（平成17年2月１日） 

● 経営耕地は宮前・麻生・多摩の北部3区で約8割 
区別の農業概況 13

データ  
チェック 

　区別の農業戸数をみると、農家の最も多い区は宮前区で３４５戸（農家戸数総数 
の２６.０％）、次いで麻生区で３３３戸（同２５.１％）、多摩区で２９５戸（同２２.２％）の順と 

なっています。 
　販売農家の経営耕地面積でも、宮前区が１３３ha（総面積の３２.０％）で最も多く、次いで麻生区
の１２８ha（同３０.８％）、多摩区の７５ha（同１８.１％）の順となっており、川崎市の農業は宮前区、麻
生区、多摩区の市域北部で８１.０％を占めています。 
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事業所数と製造品出荷額等の推移 

（事業所） （億円） 

平成14年 平成15年 平成16年 平成18年 平成17年 
30,000

32,000

34,000

36,000

38,000

40,000

42,000

46,000

44,000

事業所数 

製造品出荷額等 

（単位：百万円）（各年12月末日）  

年　　　次 

平成１４年 

１５年 

１６年 

１７年 

１８年 

事業所数 

１,９５３ 

１,９０４ 

１,７７６ 

１,８３９ 

１,７００ 

従業者数 

６１,５５７ 

５９,８６６ 

５５,６２７ 

５６,２３２ 

５３,５４０ 

製造品出荷額等 

３,５５０,４７９ 

３,８３５,３９３ 

３,８５８,３８７ 

４,２２９,７７６ 

４,４７５,６６２ 

付加価値額 

１,０５９,１０１ 

１,１４３,５７３ 

１,１０８,１４８ 

１,０９８,１７９ 

１,２１５,７０７ 

　（工業統計調査） 

14

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

● 製造品出荷額等、付加価値額ともに増加 
工業の推移（従業者4人以上の事業所） 

データ  
チェック 

　平成１８年の事業所数は１,７００事業所で、前年に比べ１３９事業所（対前年比７．６％） 

減少し、従業者数は５万３,５４０人で､前年に比べ２,６９２人（同４.８％）減少しました。 

　製造品出荷額等は４兆４,７５７億円で、前年に比べ､２,４５９億円（同５.８％）増加し、平成１５年から引き

続き増加しています。付加価値額は１兆２,１５７億円で、前年より１,１７５億円（同１０.７％）増加しました。 

　事業所数及び従業者数は減少していますが、製造品出荷額等及び付加価値額は増加してい 

ます。 
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データ  
チェック 

　事業所数は、川崎区が５１６事業所（事業所総数の３０．４％）で最も多く、次いで高津

区、中原区の順となっています。従業者数は、川崎区が２万４，０７２人（従業者総数の 

４５．０％）で最も多く、次いで中原区、高津区の順となっています。また、製造品出荷額等でも、 

川崎区が３兆３，９０４億円（製造品出荷額等総額の７５．８％）で最も多く、次いで中原区、高津区の 

順となっており、これら３区で製造品出荷額等総額の９４．７％を占めています。 

　従業者１人当たり製造品出荷額等は８，３５９万円となっており、区別では川崎区が１億４，０８４万円

で最も多く、次いで中原区６，３０４万円、幸区２，９４０万円の順となっています。 

15 ● 製造品出荷額等は川崎区で75.8％ 
区別の工業概況（従業者4人以上の事業所） 

川崎区 
75.8%

麻生区 0.8%

幸区  
2.9%

中原区  
14.6%

高津区 
4.3%

多摩区 0.8%

宮前区 0.8%

区別製造品出荷額等の構成比（平成１８年） 

区　別 

総 　 数  

川 崎 区  

幸 　 区  

中 原 区  

高 津 区  

宮 前 区  

多 摩 区  

麻 生 区  

事業所数 

１，７００ 

５１６ 

１８２ 

２８２ 

４０３ 

１２９ 

１２３ 

６５ 

従業者数 

５３，５４０ 

２４，０７２ 

４，４５２ 

１０，３８２ 

８，３７８ 

２，０２０ 

２，３８９ 

１，８４７ 

製造品出荷額等 

４，４７５，６６２ 

３，３９０，３８６ 

１３０，８７２ 

６５４，４５１ 

１９３，４４１ 

３４，２３９ 

３５，２９５ 

３６，９７８ 

付加価値額 

１，２１５，７０７ 

８９２，６１３ 

４５，３１１ 

１３０，００７ 

９７，９６７ 

１６，４６９ 

１５，３３７ 

１８，００４ 

従業者１人当たり 
製造品出荷額等 

８３．５９ 

１４０．８４ 

２９．４０ 

６３．０４ 

２３．０９ 

１６．９５ 

１４．７７ 

２０．０２ 

（単位：百万円）（平成18年12月末日） 

　（工業統計調査） 
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データ  
チェック 

　業種別の事業所数は、一般機械器具製造業が３７２事業所で最も多く、次いで金属

製品製造業が２９６事業所、電気機械器具製造業が２０２事業所の順となっており、 

この３業種で全体の５１．２％を占めています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　従業者数では、一般機械器具製造業が７，８１０人で最も多く、次いで輸送機械器具製造業が６，３４９

人、化学工業が６，２５２人、鉄鋼業が５，５３７人の順となっており、この４業種で全体の４８．５％を占めて

います。 

　製造品出荷額等では、石油製品・石炭製品製造業が１兆２，７２７億円で最も多く、次いで化学工

業が１兆６７８億円、鉄鋼業が５，９０５億円の順となっており、この３業種で全体の６５．５％を占めて

います。  

16 ● 製造品出荷額等は石油製品･石炭製品製造業が第1位 
業種別の概況（従業者4人以上の事業所） 

業　　　種 

食 料 品  

飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料  

繊 維 工 業  

衣 服 ・ そ の 他 繊 維 製 品  

木 材 ・ 木 製 品  

家 具 ・ 装 備 品  

パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品  

印 刷 ・ 同 関 連 産 業  

化 学 工 業  

石 油 製 品 ･ 石 炭 製 品  

プ ラ ス チ ッ ク 製 品  

ゴ ム 製 品  

な め し 革 ・同 製 品・毛 皮  

窯 業 ・ 土 石 製 品  

鉄 鋼 業  

非 鉄 金 属  

金 属 製 品  

一 般 機 械 器 具  

電 気 機 械 器 具  

情 報 通 信 機 械 器 具  

電 子 部 品 ・ デ バ イ ス  

輸 送 機 械 器 具  

精 密 機 械 器 具  

そ の 他  

事業所数 

９２ 

４ 

２ 

１２ 

５ 

２０ 

２９ 

７２ 

４３ 

１５ 

１２２ 

６ 

１ 

４０ 

４４ 

２１ 

２９６ 

３７２ 

２０２ 

６６ 

１０８ 

４６ 

４６ 

３６ 

従業者数 

３，４３８ 

８５ 

９０ 

１２１ 

８０ 

２４０ 

６６０ 

１，４６２ 

６，２５２ 

１，２１２ 

２，４１０ 

６３ 

７ 

１，１２４ 

５，５３７ 

３４５ 

４，４８９ 

７，８１０ 

３，８８７ 

３，２９１ 

２，５８５ 

６，３４９ 

１，１１７ 

８８６ 

製造品出荷額等 

２２２，９５８ 

５，３０５ 

ｘ 

１，２１６ 

１，３３９ 

９，０９２ 

１６，８２０ 

２９，９５５ 

１，０６７，８１２ 

１，２７２，７４２ 

６２，８２６ 

５９８ 

ｘ 

４１，２８９ 

５９０，５３３ 

１６，８２９ 

７９，２６４ 

２０４，３４９ 

９９，７２５ 

９２，５０４ 

３８，６４７ 

５７７，９１１ 

１９，１６６ 

２４，４２８ 

付加価値額 

１１８，８５３ 

１，２３９ 

ｘ 

５４０ 

７５１ 

５，０７４ 

６，９９５ 

１７，３２５ 

３５５，３５２ 

１３９，１３７ 

２６，５５３ 

３３０ 

ｘ 

１６，８０４ 

２０１，５８５ 

３，７４５ 

３７，３７３ 

８２，６１３ 

３６，７５４ 

３１，４１０ 

１６，５７６ 

９３，１８８ 

８，０２４ 

１５，２４７ 

（単位：百万円）（平成1８年12月末日） 

（工業統計調査） 
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17 ● 大規模事業所ほど高い労働生産性 
従業者規模別の概況（従業者４人以上の事業所） 

データ  
チェック 

　平成１８年の全事業所数で全体の８５．１％を占める小規模事業所（４～２９人）は、 

製造品出荷額等では２，８７４億円と全体の６．４％に過ぎません。また、全事業所数の 

１３．４％を占める中規模事業所（３０～２９９人）は、製造品出荷額等では１兆６８４億円と全体の２３．９％

を占めています。なお、全事業数の１．６％に過ぎない大規模事業所（３００人以上）は、製造品出荷

額等では３兆１，１９９億円と全体の６９．７％を占めています。 

　従業者１人当たりの製造品出荷額等は、小規模事業所で１,９５９万円、中規模事業所で５,８８６万円、

大規模事業所で１億５,０５９万円となり、事業所の規模が大きいほど、労働生産性が高くなることが

うかがえます。 

（百万円） 

小規模（4～29人） 中規模（30～299人） 大規模（300人以上） 

平成17年 

平成18年 

従業者規模別製造品出荷額等の推移 

　　（単位：百万円）（各年12月末日） 

年　　　次 

 

平成１７年 
 

 

 

 

 

 

 

 

１８年 

従業者1人当たりの 
製造品出荷額等 

７５．２２　 

１８．７７　 

５９．２８　 

１２６．９８　 

８３．５９　 

１９．５９　 

１３．０５　 

２０．０５　 

２７．６１　 

５８．８６　 

３８．８６　 

３０．１０　 

４５．３３　 

１５１．８６　 

１５０．５９　 

１２７．０６　 

２０１．６９　 

１０９．１４　 

製造品出荷額等 

４，２２９，７７６ 

２８７，５６３ 

１，０９６，７６８ 

２，８４５，４４６ 

４，４７５，６６２ 

２８７，４１９ 

６９，１２１ 

１０７，６５５ 

１１０，６４３ 

１，０６８，３８０ 

１５４，７３６ 

１５０，８３９ 

２６７，１２０ 

４９５，６８５ 

３，１１９，８６４ 

４１９，１８２ 

１，７４２，７９８ 

９５７，８８４ 

従業者数 

５６，２３２ 

１５，３２１ 

１８，５０２ 

２２，４０９ 

５３，５４０ 

１４，６７２ 

５，２９５ 

５，３６９ 

４，００８ 

１８，１５１ 

３，９８２ 

５，０１２ 

５，８９３ 

３，２６４ 

２０，７１７ 

３，２９９ 

８，６４１ 

８，７７７ 

事業所数 

１，８３９ 

１，５８２ 

２３２ 

２５ 

１，７００ 

１，４４６ 

８９３ 

３９０ 

１６３ 

２２７ 

９９ 

７３ 

４２ 

１３ 

２７ 

１０ 

１３ 

４ 

従業者規模 

総数 

小規模（４～２９人） 

中規模（３０～２９９人） 

大規模（３００人以上） 

総数 

小規模事業所計 

４～９人 

１０～１９人 

２０～２９人 

中規模事業所計 

３０～４９人 

５０～９９人 

１００～１９９人 

２００～２９９人 

大規模事業所計 

３００～４９９人 

５００～９９９人 

１,０００人以上 

（工業統計調査） 
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データ  
チェック 
　　　　　　平成１９年商業統計調査の速報値をみると、商業事業所数（卸売業及び小売業）は 
　　　　　９，１０１事業所で、前回調査である平成１６年調査の１万３２７事業所と比べ１，２２６ 
事業所（対前回比１１．９％）の減少となっています。また、従業者数は８万５，７６４人で、平成１６年 
調査の８万５，９９８人と比べ２３４人（同比０．３％）の減少となっています。 
　年間商品販売額は３兆６，３９３億円で、平成１６年調査の３兆３９６億円と比べ５，９９７億円（同比 
１９．７％）の増加となっており、平成１１年の調査から増加が続いています。 

18 ● 卸売業の年間商品販売額は増加傾向 
商業の推移 

平成9年 平成11年 平成14年 平成16年 平成19年 

卸売業 小売業 

0
250,000
500,000
750,000
1,000,000
1,250,000
1,500,000
1,750,000
2,000,000
2,250,000
2,500,000
2,750,000
（百万円） 

卸売業・小売業別年間商品販売額の推移 

項　目 

 

事業所数 

卸売業 

小売業 

 

従業者数 

卸売業 

小売業 

 

年間商品販売額 

卸売業 

小売業 

平成９年 

（事業所） 

１０,９２９ 

１,８２５ 

９,１０４ 

（人） 

７３,６３０ 

１６,９１８ 

５６,７１２ 

（百万円） 

２,４８７,０５９ 

１,３８５,２４５ 

１,１０１,８１４ 

平成１１年 

 

１１,３４１ 

２,０６７ 

９,２７４ 

 

８５,３６１ 

２０,３８４ 

６４,９７７ 

 

２,７８４,１４５ 

１,６０８,７６２ 

１,１７５,３８３ 

平成１４年 

 

１０,３２４ 

１,８６６ 

８,４５８ 

 

８４,３９６ 

１９,３９６ 

６５,０００ 

 

２,８２７,６７８ 

１,６８７,４９１ 

１,１４０,１８７ 

平成１６年 

 

１０,３２７ 

１,９５５ 

８,３７２ 

 

８５,９９８ 

１９,６４１ 

６６,３５７ 

 

３,０３９,５６７ 

１,８９９,５４８ 

１,１４０,０１９ 

平成１９年 

 

９，１０１ 

１，６０９ 

７，４９２ 

 

８５，７６４ 

２２，０９８ 

６３，６６６ 

 

３，６３９，２５８ 

２，４７０，３４１ 

１，１６８，９１８ 

（商業統計調査） 

（平成11年は7月1日、平成9年・14年・16年・19年は6月1日） 

＊平成１９年数値は速報値。 
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● 年間商品販売額は「自動車卸売業」が第1位 
卸売業の概況 19

自動車 他に分類されない 
卸売業 

電気機械器具 農畜産物・水産物 食料・飲料 
0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000
（百万円） 

卸売業上位5業種の年間販売額（平成１９年） 

産業（小分類）別 年間商品販売額 

卸 売 業 計  
 
各 種 商 品  
繊 維 品  
衣 服 ・ 身 の 回 り 品  
農 畜 産 物 ・ 水 産 物  
食 料 ・ 飲 料  
建 築 材 料  
化 学 製 品  
鉱 物 ・ 金 属 材 料  
再 生 資 源  
一 般 機 械 器 具  
自 動 車  
電 気 機 械 器 具  
そ の 他 の 機 械 器 具  
家 具・建 具・じ ゅう 器 等  
医 薬 品 ・ 化 粧 品  
他 に分 類され ない 卸 売 業  

２，４７０，３４１ 
 

３，３３１ 
１６３ 
５，５１８ 

２８８，４５９ 
１３７，６３３ 
８９，２６１ 
４１，３１０ 
１１０，９１４ 
４７，３６９ 
９０，７２５ 
６６９，４１８ 
３８５，１１５ 
４５，６８３ 
１１，０３０ 
４５，５１０ 
４９８，９０１ 

（商業統計調査速報） 

（単位：百万円）（平成19年6月1日） 

従業者数 

２２，０９８ 
 

７７ 
１０ 
２３８ 
３，０３２ 
１，９５２ 
１，２７５ 
７２４ 
９６９ 
５４１ 
９７７ 
７，０７６ 
１，５９９ 
６７２ 
３１４ 
４４９ 
２，１９３ 

事業所数 

１，６０９ 
 
６ 
３ 
５２ 
２６４ 
１９４ 
１７３ 
６０ 
９５ 
８３ 
１３１ 
８５ 
１０８ 
４８ 
５４ 
５０ 
２０３ 

データ  
チェック 

　卸売業は事業所数１，６０９事業所、従業者数２万２，０９８人、年間商品販売額２兆４，７０３

億円となっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　産業（小分類）別をみると、事業所数が最も多いのは「農畜産物・水産物卸売業」で２６４事業所、

次いで「他に分類されない卸売業」２０３事業所、「食料・飲料卸売業」１９４事業所の順となってい

ます。 

　従業者数が最も多いのは「自動車卸売業」で７，０７６人、次いで「農畜産物・水産物卸売業」 

３，０３２人、「他に分類されない卸売業」２，１９３人の順となっています。　 

　年間商品販売額は「自動車卸売業」が６，６９４億円で最も多く、次いで「他に分類されない卸売業」

４，９８９億円、「電気機械器具卸売業」３，８５１億円の順となっており、この３業種で全体の６２．９％を 

占めています。 
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● 年間商品販売額は「飲食料品小売業」が第1位 
小売業の概況 20

データ  
チェック 　小売業は事業所数７，４９２事業所、従業者数６万３，６６６人、年間商品販売額１兆 

１，６８９億円となっています。　　　　　　　　　　    

　産業（中分類）別をみると、事業所数が最も多いのは「飲食料品小売業」で２，８２４事業所、次い

で医薬品・化粧品小売業や書籍・文房具小売業などの「その他の小売業」２，５５３事業所、「織物・

衣服・身の回り品小売業」１，１１４事業所の順となっています。 

　従業者数が最も多いのは「飲食料品小売業」で３万４５５人、次いで「その他の小売業」が１万 

７，３９７人、「織物・衣服・身の回り品小売業」が６，０６３人の順となっています。　　　　　　　　　

　年間商品販売額は「飲食料品小売業」が４，０６８億円で最も多く、次いで「その他の小売業」 

３，０４３億円、「織物・衣服・身の回り品小売業」１，２８２億円の順となっており、この３業種で全体の 

７１．８％を占めています。 

0
50,000
100,000
150,000
200,000
250,000
300,000
350,000
400,000
450,000
500,000
（百万円） 

小売業の業種別年間商品販売額（平成１９年） 

各種商品 織物・衣服・ 
身の回り品 

飲食料品 自動車・ 
自転車 

家具・ 
じゅう器・ 
機械器具 

その他の 
小売業 

産業（中分類）別 年間商品販売額 

小 売 業 計  

 

各 種 商 品  

織 物・衣 服・身 の 回 り 品  

飲 食 料 品  

自 動 車 ・ 自 転 車  

家 具・じゅう器・機 械 器 具  

そ の 他 の 小 売 業  

１，１６８，９１８ 

 

９６，０１５ 

１２８，１８０ 

４０６，８００ 

１０５，４２１ 

１２８，１６７ 

３０４，３３４ 

（商業統計調査速報） 

（単位：百万円）（平成19年6月1日） 

従　業　者　数 

６３，６６６ 

 

３，４４４ 

６，０６３ 

３０，４５５ 

３，３８４ 

２，９２３ 

１７，３９７ 

事　業　所　数 

７，４９２ 

 

２４ 

１，１１４ 

２，８２４ 

４０９ 

５６８ 

２，５５３ 
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　卸売業の事業所数は、川崎区が最も多く４８７事業所、次いで宮前区３２１事業所、 

幸区２３０事業所の順となっています。年間商品販売額は幸区が最も多く１兆１，６３２ 

億円、次いで川崎区５，０８７億円、中原区３，２８１億円の順となっています。       

　小売業の事業所数は、川崎区が最も多く１，９８１事業所、次いで中原区１，３５４事業所、幸区１，０２６

事業所の順となっています。年間商品販売額は、川崎区が最も多く３，３２９億円、次いで高津区 

１，７２３億円、宮前区１，６３８億円の順となっています。       

　卸売業と小売業を合せた年間商品販売額は、幸区が最も多く１兆２，９２０億円、次いで川崎区 

８，４１６億円、中原区４，７４２億円の順となっており、この３区で全体の７１．７％を占めています。 

● 卸売業と小売業を合せた年間商品販売額は幸区が第1位 
区別の卸売業・小売業 21

データ  
チェック 

区　　別 

川 崎 市  

 

川 崎 区  

幸 　 区  

中 原 区  

高 津 区  

宮 前 区  

多 摩 区  

麻 生 区  

（商業統計調査速報） 

（単位：百万円）（平成19年6月1日） 

事業所数 従業者数 年間商品販売額 

２２，０９８ 

 

５，４２２ 

８，７４５ 

１，７９１ 

１，７７０ 

３，１５５ 

７９５ 

４２０ 

２，４７０，３４１ 

 

５０８，６５４ 

１，１６３，１７４ 

３２８，１４２ 

９７，４１８ 

３０８，８２４ 

３８，０８９ 

２６，０４０ 

卸　売　業 小　売　業 

１，６０９ 

 

４８７ 

２３０ 

２０１ 

１７７ 

３２１ 

１２２ 

７１ 

事業所数 従業者数 年間商品販売額 

６３，６６６ 

 

１５，０１５ 

８，３０７ 

９，８７８ 

８，２９３ 

７，２８７ 

８，３５７ 

６，５２９ 

１，１６８，９１８ 

 

３３２，９０９ 

１２８，８２９ 

１４６，０７２ 

１７２，２８０ 

１６３，８１６ 

１２１，９７１ 

１０３，０４１ 

７，４９２ 

 

１，９８１ 

１，０２６ 

１，３５４ 

８６４ 

６７３ 

９７８ 

６１６ 

（百万円） 

麻生区 多摩区 宮前区 高津区 中原区 幸区 川崎区 
0

200,000

400,000

600,000

800,000

10,00,000

1,200,000

1,400,000

区別の卸売業・小売業別年間商品販売額（平成１９年） 

卸売業 小売業 
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データ  
チェック 

　平成１８年の大型小売店の概況は、店舗数８８店舗、売場面積３３万８，５０６平方メー 
トル、従業者数７，９１７人、年間商品販売額２，９７３億円となっています。平成１７年の 

調査と比べ店舗数が２店舗、売場面積が１万９，１３５平方メートル、年間商品販売額は約１８０億円 
増加しています。 
　年間商品販売額をみると、「食料品」が１，４３７億円（年間商品販売総額の４８．３％）で最も多く、
次いで医薬品や書籍等の「その他の商品」４１９億円（同１４．１％）、「家庭用電気製品」３３４億円 
（同１１．２％）の順となっています。 

平成16年 平成17年 平成18年 

（店） （億円） 

年間商品販売額 店舗数 

店舗数と販売額の推移 

76

78

80

82

84

86

88

90

2,600

2,700

2,800

2,900

3,000

項　　目 平成１８年 

店 舗 数   

売 場 面 積   

従 業 者 数   

年 間 商 品 販 売 額   

紳 士 服 ・ 洋 品  

婦 人 ・ 子 供 服 ・ 洋 品  

そ の 他 の 衣 料 品  

身 の 回 り 品  

食 料 品  

家 具  

家 庭 用 電 気 製 品  

家 庭 用 品  

そ の 他 の 商 品  

食 堂 ・ 喫 茶  

サ ー ビ ス 料 金 収 入  

８８ 

３３８，５０６ 

７，９１７ 

２９７，２７８ 

１２，２３６ 

３２，４６６ 

５，７１９ 

１０，２２９ 

１４３，６９１ 

６，３５２ 

３３，４０１ 

６，９７７ 

４１，９０９ 

３，００９ 

１，２９０ 

（神奈川県大型小売店統計調査） ＊店舗数、売場面積、従業者数は１２月末現在の数値。　     
＊大型小売店とは個々の店舗の売場面積が１，０００㎡を超える小売店である。     
 

（単位：平方メートル、百万円） 

平成１７年 

８６ 

３１９,３７１ 

７,９６０ 

２７９,２３９ 

１２,４３３ 

３３,８７８ 

５,５６２ 

１０,６０４ 

１３８,５５４ 

６,７０９ 

２２,３９６ 

６,４７８ 

３８,４６６ 

２,８８９ 

１,２７１ 

平成１６年 

８０ 

３０８,３１８ 

７,５６０ 

２７９,３２７ 

１１,９１０ 

３４,２１１ 

５,４１８ 

１１,１１６ 

１３６,１３２ 

７,０９９ 

２３,０８２ 

６,８８９ 

３９,４３１ 

２,６８１ 

１,３５８ 

内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
訳 

22 ● 年間商品販売額が約1８０億円増加 
大型小売店の概況 
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　事業所数では、一般飲食店が３，４２２事業所（総数の２３．８％）で最も多く、次いで、
洗濯・理容・美容・浴場業が２，９６２事業所（同２０．６％）、不動産賃貸業・管理業が 

２，４９５事業所（同１７．３％）の順となっています。また、従業者数でも一般飲食店が２万９，０１３人 
（総数の２４．４％）と最も多く、次いでビルメンテナンス業、労働者派遣業等のその他の事業 
サービス業が１万６，３９２人（同１３．８％）となっています。 
　事業収入金額をみると、１，０００億円を超える業種は娯楽業の３，１６９億円、一般飲食店１，７４３億円、
学術・開発研究機関１，５８２億円、不動産賃貸業・管理業１，４８６億円、その他の事業サービス業 
１，３４６億円で、この５業種で全体の６５．１％を占めています。 
　また、１事業所当たりの収入に対する経費の比率は、調査対象産業全体で９１．２％となって 
います。業種別では学術・開発研究機関が１６４．６％で最も高く、宿泊業が７３．３％と最も低く 
なっています。 

23 ［個人及び会社］ 
● 事業所数は一般飲食店が第1位 

産業別サービス業の概況 

データ  
チェック 

産業（中分類）別 

調 査 対 象 産 業  

 

映像・音声・文字情報制作業 

不 動 産 賃 貸 業・管 理 業  

一 般 飲 食 店  

宿 泊 業  

医 療 業  

保 健 衛 生  

社会保険・社会福祉・介護事業 

その他の教育、学習支援業 

協同組合（他に分類されないもの） 

専門サービス業（他に分類されないもの） 

学 術 ・ 開 発 研 究 機 関  

洗 濯 ･ 理 容・美 容・浴 場 業  

その他の生活関連サービス業 

娯 楽 業  

廃 棄 物 処 理 業  

自 動 車 整 備 業  

機 械 等 修 理 業  

物 品 賃 貸 業  

広 告 業  

そ の 他の事業サ ービス業  

政 治・経 済・文 化 団 体  

宗 教  

そ の 他 の サ ー ビ ス 業  

事業所数 

１４,４０４ 

 

２１ 

２,４９５ 

３,４２２ 

３６０ 

５５３ 

１ 

１７４ 

９７９ 

－ 

１,０３１ 

３７ 

２,９６２ 

３９５ 

５２７ 

９９ 

３２１ 

２６８ 

２１９ 

３６ 

４９８ 

－ 

１ 

５ 

従業者数 

１１８,７９５ 

 

３４４ 

５,６８６ 

２９,０１３ 

２,７１７ 

１,９１７ 

３ 

３,７２４ 

８,０４０ 

－ 

８,２８９ 

１１,８８１ 

１１,２３０ 

２,３４２ 

６,８９０ 

１,３１２ 

１,５３９ 

４,１８４ 

２,６９６ 

５８１ 

１６,３９２ 

－ 

２ 

１３ 

収入金額  
（百万円） 

１,４３２,６８９ 

 

２,３８３ 

１４８,５８６ 

１７４,２７１ 

２３,６６２ 

X 

X 

１５,９１２ 

４８,８９４ 

－ 

８８,７９６ 

１５８,１７２ 

８５,１７４ 

２７,１８７ 

３１６,９００ 

３７,６１２ 

１５,２１７ 

８５,２７１ 

５０,１７５ 

１２,１１１ 

１３４,５６７ 

－ 

X 

X

経費総額  
（百万円） 

１,３０６,０３２ 

 

X 

１１２,７９２ 

１３４,９６４ 

１７,３４８ 

X 

X 

X 

３７,３９６ 

－ 

７２,５２５ 

２６０,３６９ 

６２,７９０ 

２２,４７９ 

２９５,３２６ 

X 

１２,５７６ 

６４,９０１ 

３８,２５１ 

９,７９１ 

１１１,４４８ 

－ 

X 

１６ 

収入金額 
（万円） 

９,９０４ 

 

１１,３４８ 

５,９５５ 

５,０６２ 

６,５７３ 

X 

X 

９,２８８ 

４,９９４ 

－ 

８,６１３ 

４２７,４９２ 

２,８７６ 

６,８８３ 

５９,７１２ 

３８,２５３ 

４,７４１ 

３１,８１８ 

２２,９１１ 

２８,８３６ 

２７,０２２ 

－ 

X 

X

経費総額 
（万円） 

1事業所当たり 

９,０３３ 

 

X 

４,５２１ 

３,９１０ 

４,８１９ 

X 

X 

X 

３,８２０ 

－ 

７,０３４ 

７０３,７００ 

２,１２０ 

５,６９１ 

５５,６１６ 

X 

３,９１８ 

２４,２１７ 

１７,４６６ 

２４,３８７ 

２２,３７９ 

－ 

X 

３１７ 

収入に対する  
経費の比率 

９１.２% 

 

X 

７５.９% 

７７.２% 

７３.３% 

X 

X 

X 

７６.５% 

－ 

８１.７% 

１６４.６% 

７３.７% 

８２.７% 

９３.１% 

X 

８２.６% 

７６.１% 

７６.２% 

８４.６% 

８２.８% 

－ 

X 

X

（平成16年6月1日） 

（サービス業基本調査） ＊社団法人、財団法人等の「会社以外の法人」、後援会、学会等の「法人でない団体」は除く。 
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● 輸移出、輸移入ともに減少 
海上出入貨物 24

 

データ  
チェック 

　川崎港における平成１８年中の海上出入貨物の取扱い量は輸移出総量は２，７４５万

トン、輸移入総量は６，３９１万トンとなっています。       

　品目別にみると、輸移出では、化学工業品が１，７９６万トン（構成比６５．４％）で最も多く、次いで

金属機械工業品５２２万トン（同１９．０％）、特殊品２６２万トン（同９．５％）の順となっています。       

　また、輸移入では、原油を扱う鉱産物が３，８４４万トン（同６０．２％）と最も多く、次いで化学工業品

２，１４４万トン（同３３．５％）、金属機械工業品１９４万トン（同３．０％）の順となっています。  

　前年と比べると、総量は輸移出、輸移入ともに減少していますが、輸移出では農水産品及び 

鉱産物、雑工業品、特殊品で増加しており、輸移入では林産品及び化学工業品で増加しています。 

特殊品 農水産品 鉱産物 金属機械工業品 化学工業品 

（トン） 

輸移出 

輸移入 

主な輸移出・輸移入貨物（平成１８年） 

品　名　別 

総 量  

農 水 産 品  

林 産 品  

鉱 産 物  

金 属 機 械 工 業 品  

化 学 工 業 品  

軽 工 業 品  

雑 工 業 品  

特 殊 品  

分 類 不 能 の も の 

（単位：トン） 

平成１７年 

輸移出 

２７,８９０,７２２ 

１０４,３２７ 

６０,１８２ 

１,１２１,９４７ 

５,４９３,９７０ 

１８,５３６,８４５ 

６５,７０１ 

６,６５２ 

２,５０１,０９８ 

－ 

輸移入 

６５,３２７,５４７ 

１,１７２,８８３ 

４５５,６７１ 

３９,３５９,３０２ 

２,４８２,０１６ 

２１,３２５,３６２ 

２８５,９０５ 

６６,８４７ 

１７９,５６１ 

－ 

平成１８年 

輸移出 

２７，４４９，７５６ 

１２０，７３９ 

５４，３１７ 

１，４０７，１６８ 

５，２２４，３８４ 

１７，９６３，６０５ 

５２，４９３ 

１１，００２ 

２，６１６，０４８ 

－ 

輸移入 

６３，９１０，０４３ 

１，１４５，０８１ 

５２２，９４９ 

３８，４４２，７５０ 

１，９４０，１６４ 

２１，４３７，０２６ 

２４５，４０７ 

１８，２９２ 

１５８，３７４ 

－ 

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

35,000,000

40,000,000

45,000,000
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　川崎市では、中央卸売市場北部市場と地方卸売市場南部市場が設置・運営され、

それぞれ、青果、水産物、花きの３部門を取り扱っています。        

　平成１９年の取扱数量は、両市場合わせて青果が９．６万トン、水産物が６．３万トンとなっており、 

青果と水産物を合わせた総量は、１５．９万トンで前年とほぼ同じとなっています。        

　種類別では、野菜が７．８万トンで最も多く、次いで加工水産物２．６万トン、生鮮水産物２．３万トン、 

果実１．８万トン、冷凍水産物１．３万トンの順となっています。        

　花きの取扱金額は、４２億２，７０５万円となっており、前年より６億１，９４８万円の増加となっています。 

25 ● 花きの取扱数量、金額ともに増加 
卸売市場 

データ  
チェック 

平成17年 平成18年 平成19年 

（トン） （億円） 

金額 数量 

140,000

150,000

160,000

170,000

180,000

600

650

750

総取扱量と金額の推移 

700

（単位：トン、千円） 

種　類　別 

総数 

青果 

野菜 

果実 

水産物 

生鮮水産物 

冷凍水産物 

加工水産物 

 

花き 

数　量 

平成１７年 平成１８年 

１６５,３７７ 

９４,４６９ 

７４,３４１ 

２０,１２８ 

７０,９０８ 

２４,２０１ 

１４,９４７ 

３１,７６０ 

 

５４,９０２ 

金　額 

６９,８４９,６５０ 

１９,５７０,３２７ 

１４,３０３,２７１ 

５,２６７,０５６ 

５０,２７９,３２３ 

１６,１６２,２４５ 

１４,０９８,２４７ 

２０,０１８,８３０ 

 

３,５４２,４４０ 

数　量 

１５８,６５３ 

９１,５９０ 

７４,３４７ 

１７,２４２ 

６７,０６４ 

２３,８３６ 

１４,０３６ 

２９,１９１ 

 

５６,５１２ 

金　額 

平成１９年 

６８,７５０,６１１ 

１９,６７３,８６９ 

１４,６９０,７８８ 

４,９８３,０８１ 

４９,０７６,７４２ 

１６,４９４,６１２ 

１３,５２５,１８３ 

１９,０５６,９４６ 

 

３,６０７,５６２ 

数　量 

１５８，５９８ 

９６，０１４ 

７８，１６２ 

１７，８５１ 

６２，５８５ 

２３，２８９ 

１３，２８７ 

２６，００９ 

 

６４，２３０ 

金　額 

６７，２２７，７０１ 

２０，４５０，４８４ 

１５，０９８，１４５ 

５，３５２，３３９ 

４６，７７７，２１７ 

１５，９８０，５４５ 

１３，２７２，６８４ 

１７，５２３，９８９ 

 

４，２２７，０４５ 

＊川崎市中央卸売市場北部市場及び地方卸売市場南部市場における取扱高。 
＊花きの数量の単位は１０００（本・束・個）である。 
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データ  
チェック 

　神奈川県下の常用５人以上の事業所で働く常用労働者の現金給与総額は、平成１
９年調査産業平均で３６万５，０４６円となっています。現金給与総額が最も多いのは「電

気・ガス・熱供給・水道業」、次いで「情報通信業」、「金融・保険業」の順となっています。        
　また、総実労働時間は、平成１９年調査産業平均で１４６．０時間となっています。総実労働時間が
最も多いのは「運輸業」、次いで「建設業」、「情報通信業」の順となっています。       

26 ● 現金給与総額は「電気・ガス・熱供給・水道業」が第１位 
賃金・労働時間 

（単位：円、時間） 

平
成
19
年 

調
査
産
業
平
均 

建
設
業 

電
気
・
ガ
ス
・ 

熱
供
給
・
水
道
業 

情
報
通
信
業 

運
輸
業 

卸
売
・
小
売
業 

金
融
・
保
険
業 

不
動
産
業 

飲
食
店
、宿
泊
業 

医
療
、福
祉 

教
育
、学
習
支
援
業 

複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業 

サ
ー
ビ
ス
業 

（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
） 

製
造
業 

産業別1人1か月当たりの現金給与総額及び総実労働時間（平成１９年） 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

0

40

80

120

160

200

240

280

現金給与 
総額 

総実労働 
時間 

（円） （時間） 

産　業　別 
総実労働時間 所定内 

労働時間 
所定外 
労働時間 定期給与 うち所定内 給与 特別給与 

労　働　時　間 労　働　賃　金 

平成１９年調査産業平均 

建設業 

製造業 

電気・ガス・熱供給･水道業 

情報通信業 

運輸業 

卸売・小売業 

金融・保険業 

不動産業 

飲食店、宿泊業 

医療、福祉 

教育、学習支援業 

複合サービス事業 

サービス業（他に分類されないもの） 

１３４．１　 

１６１．１　 

１４５．８　 

１４４．３　 

１４８．４　 

１５５．０　 

１２４．１　 

１４３．４　 

１５０．３　 

９９．５　 

１１６．４　 

１１７．１　 

１３７．１　 

１３７．９　 

１１．９　 

１０．９　 

１８．８　 

１８．８　 

１６．３　 

２６．８　 

６．６　 

１４．１　 

１３．５　 

５．４　 

６．９　 

３．４　 

１５．０　 

１１．０　 

２９４，７１７ 

３６７，７２２ 

３５４，９４９ 

４６４，４１２ 

４０８，６０８ 

３２２，７７１ 

２０８，１６０ 

３４７，５２７ 

３３２，３０８ 

１３１，２５７ 

２６３，３６１ 

３３０，０３３ 

３２４，０４２ 

３０５，６０４ 

２７０，５６９ 

３５０，１７９ 

３１３，１４６ 

３９２，１０３ 

３７２，４５１ 

２６６，９０４ 

１９９，５６８ 

３１６，１７６ 

３０６，９８７ 

１２３，５６６ 

２４４，５２９ 

３２３，０９３ 

３０２，８４５ 

２８３，５５９ 

７０，３２９ 

４３，８５９ 

９６，３４３ 

１４２，９４７ 

１３２，８８９ 

６０，０４９ 

３４，６１７ 

１１７，９２５ 

７５，８９０ 

１４，６８０ 

５５，７３０ 

１０３，４３３ 

１０６，２５４ 

８１，００９ 

１４６．０　 

１７２．０　 

１６４．６　 

１６３．１　 

１６４．７　 

１８１．８　 

１３０．７　 

１５７．５　 

１６３．８　 

１０４．９　 

１２３．３　 

１２０．５　 

１５２．１　 

１４８．９　 

（神奈川県毎月勤労統計調査平成19年平均速報） ＊神奈川県下の常用労働者5人以上の事業所。 

現金給与総額 

３６５，０４６ 

４１１，５８１ 

４５１，２９２ 

６０７，３５９ 

５４１，４９７ 

３８２，８２０ 

２４２，７７７ 

４６５，４５２ 

４０８，１９８ 

１４５，９３７ 

３１９，０９１ 

４３３，４６６ 

４３０，２９６ 

３８６，６１３ 
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データ  
チェック 

　平成１８年度中の市内の一般雇用保険の給付状況は、受給資格決定件数は１万 

７，８３５件（前年度比３．３％減）、給付実人員は５万９，９６６人（同５．０％減）でした。       

　雇用保険金支給額は、８３億４，５５５万円（前年度比６．２％減）で、１人平均支給額は１３万９，１７１円

（同１．２％減）、初回受給者は１万４，２９８人（同３．５％減）となり、すべての項目で４年連続で減少し

ています。 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

（人） 

一般雇用保険給付実人員の推移 

平成17年度 平成16年度 平成14年度 平成15年度 平成18年度 

年　度 

 

平成１４年度 

１５年度 

１６年度 

１７年度 

１８年度 

受給資格 
決定件数 

（件） 

２５，１７９ 

２１，９７９ 

１９，７９０ 

１８，４５１ 

１７，８３５ 

初回 
受給者数 

（人） 

２２，１８０ 

１８，９７２ 

１６，１０９ 

１４，８１８ 

１４，２９８ 

雇用保険金 
支給額 

（千円） 

２０，３２０，３２０ 

１５，２６６，９０９ 

１０，３５３，２３０ 

８，８９４，４８３ 

８，３４５，５５１ 

給付実人員 

（人） 

１１５，１３８ 

９２，８８５ 

７１，８５７ 

６３，１４８ 

５９，９６６ 

1人平均 
支給額 

（円） 

１７６，４８７　 

１６４，３６４　 

１４４，０８１　 

１４０，８５１　 

１３９，１７１　 

＊神奈川労働局職業安定部職業安定課 

● すべての項目で引き続き減少傾向 
一般雇用保険 27
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（倍） 

新規求人倍率 年間求人倍率 

平成14年 15年 16年 17年 18年 

一般職業紹介状況の推移 

年　次 
 

平成１４年 

１５年 

１６年 

１７年 

１８年 

新規求職 
申込件数 

５１，７１１ 

５０，０５４ 

４７，８２２ 

４３，１２５ 

４２，６２２ 

新規求人数 

４６，９２６ 

４９，５６７ 

５３，５３９ 

６０，９６０ 

６４，１２６ 

新規求人倍率 

０．９１　 

０．９９　 

１．１２　 

１．４１　 

１．５０　 

年間求職者数 

２５７，６８９ 

２３３，８８８ 

２１２，１６９ 

１９６，１６９ 

１８６，６９０ 

年間求人数 

１２６，０３０ 

１３５，１５２ 

１４６，２８５ 

１６７，５６６ 

１８１，３２９ 

年間求人倍率 

０．４９　 

０．５８　 

０．６９　 

０．８５　 

０．９７　 

＊神奈川労働局職業安定部職業安定課 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.8

1.6

● 年間求人倍率は０．９７と上昇傾向続く 
一般職業紹介状況 

データ  
チェック 

　平成１８年中の市内の職業紹介状況は、新規求職申込件数が前年と比べ５０３人 
（１．２％）減少し４万２，６２２人となりましたが、新規求人数は前年と比べ３，１６６人 

（５．２％）増加し６万４，１２６人となりました。そのため、新規求人倍率は、前年より０．０９ポイント 
増加し１．５０倍となりました。       
　年間求職者数は、前年と比べ９，４７９人（４．８％）減少し１８万６，６９０人となりましたが、年間求 
人数は前年と比べ１３，７６３人（８．２％）増加し１８万１，３２９人となりました。そのため、年間求人 
倍率は、前年より０．１２ポイント増加し０．９７倍となりました。  

　新規求人倍率、年間求人倍率ともに４年連続で増加しています。       

 

28
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　平成１７年度の市内総生産は４兆６，４５６億円で、対前年度比は０．９％増とプラス成長

となりました。産業別に対前年度増加率をみると「建設業」（前年度比１２．７％増）が

最も高く、次いで「金融・保険業」（同５．７％増）、「不動産業」（同３．０％増）の順となっています。       

　また、産業別の構成比では、「製造業」が２６．８％で最も高く、次いで「サービス業」が２２．１％、 

「不動産業」が１８．５％の順となっています。      

主な産業別構成比 

0

5

10

15

20

25

30
（%） 

製造業 卸売・小売業 不動産業 運輸・通信業 サービス業 

平成16年度 

平成17年度 

（単位：百万円、％） 

項　　　　　目 

１ 産　　　業 
農林水産業 

鉱業 
製造業 
建設業 

電気・ガス・水道業 
卸売・小売業 
金融・保険業 
不動産業 

運輸・通信業 
サービス業 

２  政府サービス生産者 
電気・ガス・水道業 

サービス業 
公務 

３ 対家計民間非営利 
サービス生産者 

小　　計 
輸入品に課される税・関税 
（控除）総資本形成に係る消費税 
（控除）帰属利子 

市　内　総  生  産 

平成１６年度 

金　　　額 対前年度増加率 

４，３６２，７６７ 
２，１７９ 
２５４ 

１，２５３，８９２ 
２３４，７１９ 
１３３，６６９ 
３５８，４４８ 
１９２，２４４ 
８３５，５５７ 
３３３，８７０ 
１，０１７，９３３ 

２９５，０７５ 
５７，２７９ 
８４，６５６ 
１５３，１４０ 

 
７１，６０３ 

 
４，７２９，４４４ 
４０，５６１ 
２４，５０５ 
１４０，０９０ 
４，６０５，４１０ 

平成１７年度 

４，４０２，２８３ 
２，１０１ 
２５９ 

１，２４３，７０８ 
２６４，４１５ 
１１９，９６４ 
３５１，７９６ 
２０３，１２２ 
８６０，４３２ 
３３１，６５９ 
１，０２４，８２７ 

２９２，８０９ 
５６，８６７ 
８５，６０３ 
１５０，３３９ 

 
７２，９５０ 

 
４，７６８，０４３ 
４５，２８９ 
２４，７６２ 
１４３，０１６ 
４，６４５，５５４ 

平成１６年度 

▲　１．４ 
１０．１ 

▲　１１．６ 
▲　４．１ 
２．１ 

▲　１１．４ 
▲　３．４ 
▲　１．６ 
１．５ 

▲　２．１ 
１．５ 

▲　３．１ 
▲　２．０ 
▲　５．５ 
▲　２．１ 

 
３．７ 
 

▲　１．４ 
３．１ 
６．３ 

▲   ２．７ 
▲　１．４ 

平成１７年度 

構　成　比 

０．９ 
▲　３．６ 
２．１ 

▲　０．８ 
１２．７ 

▲　１０．３ 
▲　１．９ 
５．７ 
３．０ 

▲　０．７ 
０．７ 

▲　０．８ 
▲　０．７ 
１．１ 

▲　１．８ 
 

１．９ 
 

０．８ 
１１．７ 
１．０ 
２．１ 
０．９ 

平成１６年度 

９４．７ 
０．０ 
０．０ 
２７．２ 
５．１ 
２．９ 
７．８ 
４．２ 
１８．１ 
７．２ 
２２．１ 

６．４ 
１．２ 
１．８ 
３．３ 
 

１．６ 
 

１０２．７ 
０．９ 
０．５ 
３．０ 

１００．０ 

平成１７年度 

９４．８ 
０．０ 
０．０ 
２６．８ 
５．７ 
２．６ 
７．６ 
４．４ 
１８．５ 
７．１ 
２２．１ 

６．３ 
１．２ 
１．８ 
３．２ 
 

１．６ 
　 

１０２．６ 
１．０ 
０．５ 
３．１ 

１００．０ 

● 市内総生産は前年度比０．９％増のプラス成長 
経済活動別市内総生産 29
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活
基
盤

　平成１９年度の給水世帯数は６３万３，８８２世帯（対前年度比２．８％増）で、給水人口

は１３７万９，５４５人（同比１．８％増）となっています。また、給水栓数は７４万６，６０３栓 

（同比１．１％増）で、年間総配水量は１億７，６９４万立方メートル（同比１．４％増）となっています。 

　年間総配水量は平成１５年度以降をみると徐々に減少していましたが、平成１９年度は増加に 

転じました。 

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 

（千立方メートル） 

年間総配水量の推移 

173,000

173,500

174,000

174,500

175,000

175,500

176,000

176,500

177,000

177,500

年　度 

 

平成１５年度 

１６年度 

１７年度 

１８年度 

１９年度 

給水世帯数 

（世帯） 

５８２，０６０ 

５９０，４５５ 

５９９，９６４ 

６１６，４１４ 

６３３，８８２ 

給水人口 

（人） 

１，２９７，７５７ 

１，３０８，１８６ 

１，３３１，９２０ 

１，３５４，８１６ 

１，３７９，５４５ 

給水栓数 

（栓） 

６９１，９８７ 

７０６，９０６ 

７２１，２７３ 

７３８，５８０ 

７４６，６０３ 

総　量 

配　水　量 

（千立方メートル） 

１７６，７９０ 

１７６，２９４ 

１７５，１４９ 

１７４，４７５ 

１７６，９３８ 

１日最大 

（千立方メートル） 

５３１ 

５３６ 

５２３ 

５２６ 

５２７ 

1日最小 

（千立方メートル） 

３９４ 

４０９ 

３８５ 

３９３ 

４０１ 

● 給水栓数、年間総配水量ともに増加 
水道 30

データ  
チェック 
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　平成１９年度中の下水道処理区域面積は１０,６１７haで、下水管延長２,９８６km、４か

所の処理場での処理水量は１億９,８８６万立方メートルとなっています。また、水洗化

件数は、６２万１,５２１件で、平成１９年度末の水洗普及率は９８.７％でした。 

（件） （%） 

水洗化件数と水洗普及率の推移 

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 
500,000

520,000

540,000

560,000

580,000

600,000

620,000

640,000

平成19年度 
96.5

97.0

97.5

98.0

98.5

99.0

水洗普及率 水洗化件数 

年　　度 

平成１５年度 

１６年度 

１７年度 

１８年度 

１９年度 

処理区域 
面積 

１０，４３９ 

１０，４７２ 

１０，５００ 

１０，５９６ 

１０，６１７ 

水洗化件数 

５６２，９６０ 

５７３，６２０ 

５８５，３８０ 

６０３，４０２ 

６２１，５２１ 

水洗普及率 

９８．１ 

９８．３ 

９８．４ 

９８．６ 

９８．７ 

下水道 
使用件数 

６０１，０８２ 

６１３，５０４ 

６２５，２３３ 

６５０，９６１ 

６７０，２１９ 

下水処理場 

４ 

４ 

４ 

４ 

４ 

２，８２９ 

２，８５９ 

２，８９４ 

２，９４４ 

２，９８６ 

２０２，０７７ 

２０４，８２４ 

２０１，５６８ 

２０３，６１４ 

１９８，８６１ 

（件） （％） （件） 

処理場 
流入総量 
（千立方メートル） （箇所） 

下水管延長 

（㎞） （ha） 

水洗化 
可能件数 

５７３，６２０ 

５８３，６６０ 

５９４，９９０ 

６１１，８６１ 

６２９，３８９ 

（件） 

● 水洗普及率は98.7%
下水道 31

データ  
チェック 
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　平成１９年度の乗車人員は、前年度に比べて約９３万５,８７９人（２.０％）増加し、４,８１１

万人となりました。平成１６年度以降の４年間で最も増加しています。 

　そのうち、定期で乗車した人は１７万３７９人（１.２％）増加し、定期外で乗車した人は７６万５,５００人

（２.３％）増加しました。 

平成19年度 平成18年度 平成16年度 平成17年度 

（人） 

市バス1日平均乗車人員の推移 

90,000

100,000

110,000

120,000

140,000

130,000

年　　度 

平成１６年度 

１７年度 

１８年度 

１９年度 

営業キロ 

２０１．４９　 

２０２．２６　 

１９６．７３　 

１９８．９９　 

在籍車数 

３２８ 

３２８ 

３１９ 

３１９ 

総　数 

乗   車   人   員 （人） 

４６，０６５，１７３ 

４６，６２３，１７６ 

４７，１７０，０８４ 

４８，１０５，９６３ 

定　期 

１４，３４４，５０３ 

１４，３７９，５６６ 

１４，３９１，０７４ 

１４，５６１，４５３ 

定期外 

３１，７２０，６７０ 

３２，２４３，６１０ 

３２，７７９，０１０ 

３３，５４４，５１０ 

1日平均 

１２６，２０６ 

１２７，７３５ 

１２９，２３３ 

１３１，４３７ 

＊営業キロ、在籍車数は各年度末現在。乗車人員は、年度間の累計。 

（km） （台） 

 

32 ● １日平均乗車人員は１３万１，４３７人 
市バスの運輸状況 

データ  
チェック 
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　平成１８年の市内のＪＲ・私鉄の駅は１７年と同数で５４駅となっています。そのうち、

ＪＲ川崎駅と東急武蔵小杉駅で１日の平均乗車人員が１０万人を超えています。       

　駅別に乗車人員をみると、ＪＲ川崎駅が１７万４，６５０人と最も多く、次いで東急武蔵小杉駅が１１万

４，８３３人、東急田園都市線の溝の口駅が８万１，１７９人の順となっています。 

　また、平成１７年と１８年を比較して、最も乗車人数が増加した駅はＪＲ川崎駅で１万１，１５５人 

（対前年比６．８％増）で、次いで東急武蔵小杉駅で２，３２６人（同２．１％増）、ＪＲ武蔵小杉駅の２，１６１人

（同３．１％増）の順となっています。 

Ｊ
Ｒ
川
崎 

Ｊ
Ｒ
武
蔵
小
杉 

東
急
武
蔵
小
杉 

Ｊ
Ｒ
武
蔵
溝
ノ
口 

東
急
溝
の
口 

Ｊ
Ｒ
登
戸 

小
田
急
登
戸 

0
20,000
40,000
60,000
80,000
100,000
120,000
140,000

180,000
160,000

200,000
（人） 

主要駅の1日平均乗車人員（平成１８年） 

駅　　名 平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年 

京急川崎 

川崎 

武蔵小杉 

武蔵溝ノ口 

登戸 

新川崎 

登戸 

新百合ヶ丘 

向ヶ丘遊園 

武蔵小杉 

溝の口 

　　鷺沼 

　宮前平 

京浜急行 

ＪＲ全線 

ＪＲ南武線 

 

 

ＪＲ横須賀線 

小田急 

 

 

東急全線 

東急田園都市線 

 

 

５２，５０４ 

１５７，８７７ 

６７，３７１ 

６８，４１４ 

６７，１８８ 

２３，５６３ 

６５，９２９ 

５１，８７２ 

３１，２３２ 

１０６，５６５ 

７７，０３２ 

３０，４４４ 

２１，８０７ 

５２，８４１ 

１５８，３８６ 

６８，８２０ 

６８，８５４ 

６７，４４２ 

２４，４４３ 

６６，２１９ 

４７，６０８ 

３０，９８８ 

１０８，６３５ 

７８，３２６ 

３０，１２７ 

２２，１４３ 

５３，６９０ 

１６０，２２７ 

６９，６２１ 

６８，６４２ 

６７，４３９ 

２４，５９８ 

６６，２６８ 

４５，２９５ 

３０，７６３ 

１１０，２４４ 

７７，９８４ 

３０，２２６ 

２２，６３５ 

５４，０１８ 

１６３，４９５ 

７０，６８５ 

６９，１７５ 

６７，２８４ 

２５，５４４ 

６６，８２１ 

４８，４７３ 

３０，６０３ 

１１２，５０７ 

７９，９５７ 

３０，１４３ 

２２，８３５ 

５５，６５８ 

１７４，６５０ 

７２，８４６ 

７０，７０４ 

６８，５８２ 

２６，０８７ 

６７，７５５ 

４９，２８２ 

３０，３３７ 

１１４，８３３ 

８１，１７９ 

３０，４１１ 

２３，０３２ 

＊ＪＲ東日本については各年度の１日平均乗車人員を表したものである。 

（単位：人） 

● 最も乗車人員が多いのはＪＲ川崎駅、次いで東急武蔵小杉駅 
主要駅の1日平均乗車人員 33

データ  
チェック 
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平成19年度 平成18年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 
460,000

470,000

480,000

490,000

500,000

510,000

520,000

530,000

540,000

（トン） 

ごみの収集総量の推移 

年　　度 

平成１５年度 

１６年度 

１７年度 

１８年度 

１９年度 

収集総量 

５３１，６２７ 

４９７，５２２ 

４８８，２１１ 

４９０，２７８ 

４７８，０８６ 

資源化率 

５．７７％ 

５．２３％ 

５．４８％ 

５．５４％ 

５．９２％ 

焼　却 

処理・処分量 

５００，９５４ 

４７１，４８６ 

４６１，４３５ 

４６３，１３１ 

４４９，７７６ 

埋め立て 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

資源化 

３０，６７３ 

２６，０３６ 

２６，７７６ 

２７，１４７ 

２８，３１０ 

＊資源化量に乾電池保管を含む。 

（単位：トン） 

34 ● 資源化率は昨年度に引き続き増加 
ごみの処理状況 

データ  
チェック 

　平成１９年度のごみの収集総量は、４７万８，０８６トンで前年度に比べて１万２，１９２トン

（２．５％）減少しました。収集総量のうち、４４万９，７７６トン（処理・処分量の９４．１％）を

焼却処分し、空き瓶、空き缶、粗大ごみから出る金属類を中心に２万８，３１０トン（同５．９％）を資源

化しました。       
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　平成１８年中の市内での刑法犯の認知件数は１万９，０２６件で、前年と比べ３，０８８件

（１４．０％）減少しており、平成１５年から４年連続で減少しています。 

　犯罪別にみると、窃盗犯が１万３,６７２件（総数の７１．９％）と最も多く、次いで粗暴犯１,０８８件 

（同５.７％）、知能犯６８５件（同３．６％）の順となっています。 

　前年と比べると、窃盗犯が２,３５８件と最も減少しており、凶悪犯が５６件の減少、知能犯が２２４

件の減少、風俗犯が１１件の減少となっています。唯一、粗暴犯が６３件増加しています。  

35 ● 犯罪認知件数が14.0％減少 
犯罪認知件数 

データ  
チェック 

18年 17年 平成14年 15年 16年 

（件数） 

犯罪認知件数の推移 

年　　次 

平成１４年 

１５年 

１６年 

１７年 

１８年 

総　数 

３０，１０２ 

２９，０２５ 

２７，４３７ 

２２，１１４ 

１９，０２６ 

＊神奈川県警察本部 

（単位：件） 

凶悪犯 

放火 

８ 

９ 

１０ 

１９ 

９ 

強姦 

５６ 

４６ 

３３ 

２７ 

２５ 

殺人 

１９ 

１５ 

１２ 

１５ 

１１ 

強盗 

１２１ 

１３９ 

９０ 

７０ 

３０ 

粗暴犯 

１，１２１ 

１，１８５ 

１，１７０ 

１，０２５ 

１，０８８ 

窃盗犯 

２４，５６３ 

２２，４７５ 

２０，２７１ 

１６，０３０ 

１３，６７２ 

知能犯 

３５９ 

６０１ 

８９３ 

９０９ 

６８５ 

風俗犯 

１７６ 

１８５ 

１５１ 

１２９ 

１１８ 

その他 

３，６７９ 

４，３７０ 

４，８０７ 

３，８９０ 

３，３８８ 

15,000

17,000

19,000

21,000

23,000

25,000

27,000

29,000

31,000
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（件） 

400

420

440

460

480

500

520

540

560

火災発生件数の推移 

19年 平成15年 16年 17年 18年 

年　次 

 

平成１５年 

１６年 

１７年 

１８年 

１９年 

傷　者 

（人） 

８１ 

１０４ 

１０９ 

８０ 

８３ 

死　者 

（人） 

１４ 

１８ 

１４ 

１７ 

１５ 

損害額 

（千円） 

４２１，９７６ 

７８７，８０７ 

４，７０４，６７９ 

５９９，３５１ 

５８８，９０１ 

焼損面積 

（㎡） 

１０，６２６ 

８，５６５ 

８，４９２ 

５，９８９ 

７，２２４ 

総　数 

火災件数  

（件） 

４３２ 

５４７ 

４６９ 

４５０ 

４３４ 

建　物 

（件） 

２５５ 

２９０ 

２７９ 

２７６ 

２８４ 

車両他 

（件） 

１７７ 

２５７ 

１９０ 

１７４ 

１５０ 

36 ● 火災発生件数は昨年に引き続き減少 
火災発生件数 

データ  
チェック 　平成１９年の火災発生件数は４３４件（前年比３．６％減）、焼損面積７，２２４㎡（同２０．６％

増）、損害額５億８，８９０万円（同１．７％減）となっています。また、死者は１５人（前年比 

１１．８％減）、負傷者は８３人（同３．８％増）となっています。 
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37 ● 死傷者は引き続き減少 
交通事故発生状況 

データ  
チェック 

　平成１８年中の市内の交通事故発生件数は６，２５７件で、前年の７，０９７件と比べ８４０
件（１１．８％）減少しています。また、平成１８年中の死傷者は７，３２９人で、前年の８，２１９

人と比べ８９０人（１０．８％）減少しています。        
 　区別の死傷者数が最も多いのは、川崎区で１，４０６人、次いで高津区１，３８３人、宮前区１，０８２人の
順となっています。また、前年と比べて死傷者数が最も減少したのは宮前区となっています。 

平成18年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 

（件） 

0

1,000

1,200

600

800

200

400

1,400

1,600

1,800 川崎区 

幸区 

中原区 

高津区 

宮前区 

多摩区 

麻生区 

区別交通事故発生件数の推移 

交通事故発生件数と 
それによる死傷者数 

平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年 

件　数 
死　者 
負傷者 
件　数 
死　者 
負傷者 
件　数 
死　者 
負傷者 
件　数 
死　者 
負傷者 
件　数 
死　者 
負傷者 
件　数 
死　者 
負傷者 
件　数 
死　者 
負傷者 
件　数 
死　者 
負傷者 

 
川崎市 

 
川崎区  

 

幸　区  

 

中原区  

 

高津区  

 

宮前区  

 

多摩区  

 

麻生区  

８，１２３ 
５３ 

９，４４５ 
１，５７０ 
１３ 

１，７７５ 
８７４ 
９ 

１，０４３ 
１，１４７ 

７ 
１，３１６ 
１，４７８ 

９ 
１，７５２ 
１，２９１ 
７ 

１，５０５ 
１，０１９ 
７ 

１，１８９ 
７４４ 
１ 

８６５ 

７，９４５ 
４２ 

９，３０５ 
１，５０８ 
１２ 

１，７３９ 
８７０ 
１０ 

１，００２ 
１，０９１ 
５ 

１，２２２ 
１，４１６ 

６ 
１，６７９ 
１，３１３ 

４ 
１，５５９ 
１，０５１ 

４ 
１，２４４ 
６９６ 
１ 

８６０ 

７，３９０ 
３５ 

８，５９９ 
１，３５６ 
１２ 

１，６０１ 
８４８ 
３ 

１，０１６ 
１，０６４ 

７ 
１，２０１ 
１，３６９ 
１ 

１，６０２ 
１，１３６ 
１０ 

１，２９６ 
９６０ 
ー 

１，１０８ 
６５７ 
２ 

７７５ 

７，０９７ 
３２ 

８，１８７ 
１，２２２ 

６ 
１，４３５ 
８１８ 
５ 

９４１ 
９８４ 
４ 

１，０８８ 
１，３２３ 

６ 
１，５５６ 
１，１６２ 

６ 
１，３７０ 
９３９ 
２ 

１，０６０ 
６４９ 
３ 

７３７ 

６，２５７ 
３９ 

７，２９０ 
１，２０２ 
１５ 

１，３９１ 
７７４ 
１ 

９２０ 
７３８ 
４ 

８５４ 
１，１７６ 

３ 
１，３８０ 
９３０ 
６ 

１，０７６ 
８２６ 
５ 

９６４ 
６１１ 
５ 

７０５ 

＊　市内において踏切を含む一般路上の法規違反による交通事故（人身事故）数を表した。       
＊　神奈川県警察本部  

（単位：件、人） 
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38 ● 在籍児童数・待機児童数ともに増加 
保育所の概況 

データ  
チェック 

　平成２０年４月１日現在の保育所数は１３５か所で、このうち公営は７９か所、民営は 

５６か所となっています。        

　在籍児童数は、１万３，２６３人で、前年度の１万２，６０３人より６６０人（５．２％）増加しました。また、待

機児童数について、３歳未満児は４２６人で前年度と比べ１２９人（４３．４％）増加し、３歳以上児は１５７

人で前年度と比べ１１人（６．５％）減少しましたが、全体として１１８人（２５．４％）増加しました。 

平成20年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 

（人） 

保育所在籍児童数の推移 

9,600

10,100

13,100

13,600

11,100

10,600

11,600

12,100

12,600

14,100

年　　度 

平成１６年度 

１７年度 

１８年度 

１９年度 

２０年度 

保育所数 

１１５ 

１１５ 

１１７ 

１２３ 

１３５ 

総　数 

在籍児童数  

１１，３１２ 

１１，５８６ 

１１，９００ 

１２，６０３ 

１３，２６３ 

３歳未満児 

４，３５６ 

４，５４９ 

４，６７０ 

５，０３２ 

５，４１１ 

３歳以上児 

６，９５６ 

７，０３７ 

７，２３０ 

７，５７１ 

７，８５２ 

（単位:所、人）（各年度4月1日）  

３歳未満児 

待機児童数  

５０２ 

３７９ 

２９５ 

２９７ 

４２６ 

３歳以上児 

２５３ 

２１８ 

１８５ 

１６８ 

１５７ 
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● 児童数・生徒数ともに増加 
小学校・中学校の概況 39

データ  
チェック 

〔小学校〕 

　平成１９年度の小学校数は１１８校で前年度と変わらず、市立１１４校、私立４校となっ
ています。児童数は、６万９，７１０人で前年度と比べ８１９人（１．２％）増加しており、平成１３年度から７
年連続で増加しています。公私別では市立は６万８，０６２人で前年度より８１７人（１．２％）増加してお
り、私立は１，６４８人で前年度より２人（０．１％）増加しています。 

〔中学校〕 
　平成１９年度の中学校数は５７校で、市立５１校、私立６校と前年度と変わりません。生徒数は２万
９，８０１人で前年度と比べ７０６人（２．４％）増加しており、３年連続で増加しています。公私別では、
市立は２万５，９７０人で前年度より７５４人（３．０％）増加していますが、私立は３，８３１人で前年度より 
４８人（１．２％）減少しています。 

児童数 

生徒数 

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000
（人） 

平成19年度 

平成15年度 

平成16年度 

平成17年度 

平成18年度 

小・中学校の児童･生徒数の推移 

年　　度 

平成１５年度 

１６年度 

１７年度 

１８年度 

１９年度 

総　数 

学　校　数 

１１８ 

１１８ 

１１８ 

１１８ 

１１８ 

（学校基本調査） 

（単位：校、学級、人）（各年5月1日） 

市　立 

１１４ 

１１４ 

１１４ 

１１４ 

１１４ 

私　立 

４ 

４ 

４ 

４ 

４ 

総　数 

学　級　数 

２，３２５ 

２，３６４ 

２，３９７ 

２，４３１ 

２，４８０ 

市　立 

２，２７６ 

２，３１６ 

２，３４９ 

２，３８３ 

２，４３２ 

私　立 

４９ 

４８ 

４８ 

４８ 

４８ 

総　数 

児　童　数 

６６，３６９ 

６７，１６１ 

６８，０６１ 

６８，８９１ 

６９，７１０ 

市　立 

６４，７４９ 

６５，５４５ 

６６，４２０ 

６７，２４５ 

６８，０６２ 

私　立 

１，６２０ 

１，６１６ 

１，６４１ 

１，６４６ 

１，６４８ 

年　　度 

平成１５年度 

１６年度 

１７年度 

１８年度 

１９年度 

総　数 

学　校　数 

５７ 

５７ 

５７ 

５７ 

５７ 

（学校基本調査） 

（単位：校、学級、人）（各年5月1日） 

市　立 

５１ 

５１ 

５１ 

５１ 

５１ 

私　立 

６ 

６ 

６ 

６ 

６ 

総　数 

学　級　数 

９０６ 

８９７ 

９２３ 

９３９ 

９６５ 

市　立 

８１２ 

８０３ 

８２８ 

８４２ 

８６９ 

私　立 

９４ 

９４ 

９５ 

９７ 

９６ 

総　数 

生　徒　数 

２８，４１２ 

２８，３５１ 

２８，８５８ 

２９，０９５ 

２９，８０１ 

市　立 

２４，５６６ 

２４，４８８ 

２４，９４７ 

２５，２１６ 

２５，９７０ 

私　立 

３，８４６ 

３，８６３ 

３，９１１ 

３，８７９ 

３，８３１ 

小学校の概況 

中学校の概況 
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（人） （億円） 

平成16年度 平成17年度 平成18年度 

生活保護被保護人員及び保護費の推移 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

350
360
370

380
390
400
410
420

430
440
450

保護費 人員 

（単位:人、千円） 

扶助別 
 

現に保護を受けている者 

総 　 　 額  

生 活 扶 助  

住 宅 扶 助  

教 育 扶 助  

介 護 扶 助  

医 療 扶 助  

出 産 扶 助  

生 業 扶 助  

葬 祭 扶 助  

施 設 事 務 費  

人員 

平成１６年度 平成１７年度 

２２，８４９ 

－ 

２０，８７４ 

２０，３２１ 

２，３８９ 

１，４８３ 

１７，３５２ 

０ 

１２ 

５５ 

－ 

保護費 

－ 

４１，９８３，５７４ 

１４，９９４，１５４ 

８，１８３，９４８ 

１８６，４１１ 

５１２，０９８ 

１７，８０７，１２４ 

４１６ 

７，０４１ 

１０８，３５８ 

１８４，０２４ 

人員 

２３，５６３ 

－ 

２１，５３５ 

２１，０２４ 

２，４６３ 

１，６５６ 

１８，１００ 

０ 

５０６ 

４５ 

－ 

保護費 

平成１８年度 

－ 

４２，８４４，７９９ 

１５，０１４，５１６ 

８，５５６，３６７ 

１９９，９５６ 

５６９，７８７ 

１８，０８７，９７５ 

１５０ 

１００，１３８ 

１１５，３９３ 

２００，５１７ 

人員 

２４，０１２ 

－ 

２１，８４２ 

２１，５３４ 

２，５４０ 

１，７９５ 

１８，０１２ 

０ 

５４４ 

５１ 

－ 

保護費 

－ 

４３，４１１，０５３ 

１５，１１７，０９８ 

８，８４１，３７０ 

２００，２４０ 

６２２，４０９ 

１８，２２３，９８０ 

５３１ 

９６，４１４ 

１１９，３２６ 

１８９，６８５ 

＊人員は各年度月平均、保護費は年間総額。 
＊現に保護を受けている者には保護停止中の者を含まない。 

● 生活保護費の増加傾向続く 
生活保護の概況 40

データ  
チェック 

　平成１８年度の生活保護被保護人員は、月平均で２万４，０１２人で１７年度と比べ 
４４９人（１．９％）増加しました。        

　平成１８年度の保護費総額は４３４億１，１０５万円で、１７年度と比べ５億６，６２５万円（１．３％）増加し
ました。扶助別にみると医療扶助が１８２億２，３９８万円（総額の４２．０％）と最も多く、次いで生活扶
助の１５１億１，７１０万円（同３４．８％）の順となっており、この２つの扶助で総額の７６．８％を占めてい
ます。 
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平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 
0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0
（‰） 

川崎市 

全国 

出生率の推移 

川崎市 

死　産　率  

２６.１ 

２５.６ 

２３.７ 

２４.５ 

２０.３ 

全　国 

３１.１ 

３０.５ 

３０.０ 

２９.１ 

２７.５ 

川崎市 

死　亡　率  

５.７ 

５.８ 

５.８ 

６.２ 

６.１ 

全　国 

７.８ 

８.０ 

８.２ 

８.６ 

８.６ 

年　次 

平成１４年 

１５年 

１６年 

１７年 

１８年 

出　生 

１３,６４６ 

１３,１７５ 

１３,３３１ 

１２,８４５ 

１３,６４８ 

川崎市 

出　生　率 

１０.９ 

１０.４ 

１０.４ 

１０.０ 

１０.５ 

全　国 

９.２ 

８.９ 

８.８ 

８.４ 

８.７ 

死　亡 

７,１５９ 

７,３９８ 

７,４２２ 

８,０３４ 

８,０１７ 

死　産 

３６５ 

３４６ 

３２４ 

３２３ 

２８３ 

（単位：人、胎、‰） 

＊出生率、死亡率は各年10月1日現在の日本人人口1,000人に対する割合。 （人口動態調査） 

● 出生率は10.5と全国の8.7を上回る 
出生と死亡 41

データ  
チェック 

　平成１８年の人口動態調査では、出生数が１万３，６４８人と前年に比べて８０３人 

（６．３％）増加しており、出生率は１０．５‰と全国の８．７‰を上回っています。          

　死亡数は８，０１７人で、前年に比べて１７人（０．２％）減少しており、死亡率は６．１‰と全国の８．６‰

を下回っています。          

　死産数は２８３胎で、前年に比べ４０胎（１２．４％）減少しており、出産数１，０００人当たりの死産率は

２０．３‰と全国の２７．５‰を下回っています。 
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　平成１８年中の市内の着工新設住宅戸数は２万８１４戸で、前年の２万７，２１２戸に 

比べ６，３９８戸（２３．５％）減少しました。        

　利用関係別にみると、貸家が９，４６１戸（戸数総数の４５．５％）で前年に比べ２９７戸（３．２％）増加 

していますが、分譲住宅が９，６７０戸（戸数総数の４６．５％）で前年に比べ６，６７８戸（４０．８％）減少 

しました。        

　延べ床面積は１４８万８，３９８㎡で前年に比べ７４万１０７㎡（３３．２％）減少しており、１戸当たりの 

延べ床面積も７１．５㎡で前年に比べ１０．４㎡（１２．７％）減少しました。       

平成17年 平成14年 平成15年 平成16年 

（戸） 

新設住宅戸数の推移 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平成18年 

年　次 

平成１４年 

１５年 

１６年 

１７年 

１８年 

総　数 

戸　　　数 延べ床面積 

１６,１１５ 

１９,５４８ 

１８,５１２ 

２７,２１２ 

２０,８１４ 

持　家 

１,５９２ 

１,６３３ 

１,６７９ 

１,５８２ 

１,５８４ 

貸　家 

７,６９８ 

８,６３８ 

７,６７８ 

９,１６４ 

９,４６１ 

給与住宅 

６２ 

８ 

９４ 

１１８ 

９９ 

分譲住宅 

６,７６３ 

９,２６９ 

９,０６１ 

１６,３４８ 

９,６７０ 

総　数 

１,１８０,５７７ 

１,４７９,００５ 

１,４４０,８８８ 

２,２２８,５０５ 

１,４８８,３９８ 

1戸当たり 

７３.３ 

７５.７ 

７７.８ 

８１.９ 

７１.５ 

（単位：戸、平方メートル） 

＊国土交通省総合政策局建設調査統計課 

● 着工新設住宅戸数は減少 
着工新設住宅戸数 42

データ  
チェック 
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　平成１５年の住宅・土地統計調査結果で、市内の居住世帯のある住宅５３万６,５２０ 

戸を建て方別にみると、共同住宅が３８万２,２９０戸（総数戸数の７１.３％）で最も多く、 

次いで一戸建が１４万３,０３０戸（同２６.７％）、長屋建が９,２４０戸（同１.７％）、その他が１,９６０戸 

（同０.４％）の順となっています。 

　前回調査の平成１０年と比べると、総数で５万５,８８０戸（前回比１１.６％）、共同住宅が４万４,０８０戸

（同比１３.０％）、一戸建が１万２,８５０戸（同比９.９％）増加しています。 

昭和58年 昭和63年 平成5年 平成10年 平成15年 
0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000
（戸） 

総数 
共同住宅 
一戸建 
長屋建他 

住宅の建て方別住宅数の推移 

年　次 

 昭和５８年 

  　  ６３年 

  平成５年 

   　 １０年 

   　 １５年 

総　数 

戸　　　　　数 

３３９,５００ 

３８８,３６０ 

４４３,５７０ 

４８０,６４０ 

５３６,５２０ 

（単位：戸）（各年10月1日） 

一戸建 

１２６,５１０ 

１２２,５８０ 

１２５,３７０ 

１３０,１８０ 

１４３,０３０ 

長屋建 

１２,５３０ 

１０,８６０ 

９,４００ 

９,０２０ 

９,２４０ 

共同住宅 

１９８,２５０ 

２５２,５７０ 

３０５,８１０ 

３３８,２１０ 

３８２,２９０ 

その他 

２,２２０ 

２,３６０ 

２,９９０ 

３,２３０ 

１,９６０ 

（住宅･土地統計調査） 

● 住宅総数の7割は共同住宅 
建て方別住宅の概況 43

データ  
チェック 
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総　数 

投　票　者　数 

４６０,３３３ 

４６０,３６６ 

４６０,３４８ 

５７８,９６１ 

５７９,３４５ 

５５７,９７５ 

５５８,４４１ 

３６６,６０２ 

５１,７８９ 

４９５,０３２ 

４９４,９５３ 

４９５,００１ 

５８３,６０９ 

５８３,８９３ 

５６４,６２４ 

５６５,１０７ 

６９３,６６５ 

６９４,０８２ 

３７９,３９２ 

３７８,７５７ 

５６,４１８ 

５１３,１２６ 

４３７,０１６ 

５１２,８５１ 

６１１,４２０ 

６１１,３８２ 

男 

２２７,６９３ 

２２７,７１３ 

２２７,６９０ 

２９４,３２８ 

２９４,５５６ 

２８０,９９６ 

２８１,２７９ 

１７９,４０７ 

２５,６７４ 

２４３,０１２ 

２４２,９７６ 

２４２,９９９ 

２９７,４７２ 

２９７,６１５ 

２８８,８４５ 

２８９,１０３ 

３５０,６５３ 

３５０,８９１ 

１９０,８４８ 

１９０,４９４ 

２８,０２６ 

２５４,７５６ 

２１６,８１２ 

２５４,６００ 

３１２,７０４ 

３１２,６７７ 

女 
 

２３２,６４０ 

２３２,６５３ 

２３２,６５８ 

２８４,６３３ 

２８４,７８９ 

２７６,９７９ 

２７７,１６２ 

１８７,１９５ 

２６,１１５ 

２５２,０２０ 

２５１,９７７ 

２５２,００２ 

２８６,１３７ 

２８６,２７８ 

２７５,７７９ 

２７６,００４ 

３４３,０１２ 

３４３,１９１ 

１８８,５４４ 

１８８,２６３ 

２８,３９２ 

２５８,３７０ 

２２０,２０４ 

２５８,２５１ 

２９８,７１６ 

２９８,７０５ 

総　数 

投　票　率 

４８.０７ 

４８.０７ 

４８.０７ 

５８.３０ 

５８.２６ 

５５.２４ 

５５.２０ 

３６.７６ 

３２.４９ 

４９.１７ 

４９.１７ 

４９.１７ 

５６.２５ 

５６.２０ 

５４.１６ 

５４.１２ 

６５.５５ 

６５.４８ 

３６.３８ 

３６.３２ 

３５.０７ 

４８.５５ 

４８.５７ 

４８.５２ 

５５.９５ 

５５.９５ 

男 

４５.６４ 

４５.６４ 

４５.６３ 

５６.８３ 

５６.７８ 

５３.３７ 

５３.３２ 

３４.５９ 

３１.７２ 

４６.５５ 

４６.５４ 

４６.５５ 

５５.１９ 

５５.１３ 

５３.４３ 

５３.３８ 

６４.００ 

６３.９２ 

３５.４０ 

３５.３３ 

３４.５９ 

４６.７２ 

４６.８２ 

４６.６９ 

５５.３３ 

５５.３２ 

女 
 
５０.７１ 

５０.７１ 

５０.７１ 

５９.９０ 

５９.８８ 

５７.２８ 

５７.２５ 

３９.１２ 

３３.２８ 

５２.００ 

５１.９９ 

５２.００ 

５７.４０ 

５７.３６ 

５４.９４ 

５４.９１ 

６７.２２ 

６７.１６ 

３７.４３ 

３７.３７ 

３５.５６ 

５０.４９ 

５０.４４ 

５０.４７ 

５６.６２ 

５６.６２ 

種　　　別 

県　知　事 

県議会議員 

市議会議員 

衆議院議員・小選挙区 

衆議院議員・比例代表 

参議院議員・選挙区 

参議院議員・比例代表 

市　　　長 

衆議院議員・小選挙区（*１） 

県　知　事 

県議会議員 

市議会議員 

衆議院議員・小選挙区 

衆議院議員・比例代表 

参議院議員・選挙区 

参議院議員・比例代表 

衆議院議員・小選挙区 

衆議院議員・比例代表 

参議院議員・選挙区（*２） 

市　　　長 

市議会議員（*３） 

県　知　事 

県議会議員 

市議会議員 

参議院議員・選挙区 

参議院議員・比例代表 

執行年月日 

平成１１年４月１１日 

平成１１年４月１１日 

平成１１年４月１１日 

平成１２年６月２５日 

平成１２年６月２５日 

平成１３年７月２９日 

平成１３年７月２９日 

平成１３年１０月２１日 

平成１４年１０月２７日 

平成１５年４月１３日 

平成１５年４月１３日 

平成１５年４月１３日 

平成１５年１１月９日 

平成１５年１１月９日 

平成１６年７月１１日 

平成１６年７月１１日 

平成１７年９月１１日 

平成１７年９月１１日 

平成１７年１０月２３日 

平成１７年１０月２３日 

平成１７年１０月２３日 

平成１９年４月８日 

平成１９年４月８日 

平成１９年４月８日 

平成１９年７月２９日 

平成１９年７月２９日 

（*1）神奈川県第８区選出議員補欠選挙　　（*2）神奈川県選出議員補欠選挙　　（*3）宮前区選挙区補欠選挙 

　平成１１年からの各選挙の投票率をみると、平成１７年９月１１日に行われた衆議院

議員･小選挙区選挙の６５.５５％が最も高くなっています。 

44 ● 平成11年以降の最も高い投票率は平成17年の衆議院議員・小選挙区選挙の65.55％ 

選挙 

市長選挙の投票状況（平成17年10月23日） 

総　　　数 
　川崎区　 
幸　区 
中原区 
高津区 
宮前区 
多摩区 
麻生区 

当日有権者数 

１,０４２,８８４ 
１６２,９９７ 
１１６,７１６ 
１６７,００４ 
１５８,２２１ 
１６０,８７８ 
１５７,２０７ 
１１９,８６１ 

投票者数 

３７８,７５７ 
５９,７３８ 
４５,５９３ 
６１,３７５ 
５２,７３５ 
５６,６３９ 
５７,３３４ 
４５,３４３ 

投票率 

３６.３２ 
３６.６５ 
３９.０６ 
３６.７５ 
３３.３３ 
３５.２１ 
３６.４７ 
３７.８３ 

市議会議員選挙の投票状況（平成１９年４月８日） 

総　　　数 
川崎区 
幸　区 
中原区 
高津区 
宮前区 
多摩区 
麻生区 

当日有権者数 

１，０５６，９４５ 
１６４，８５４ 
１１６，９７７ 
１７０，６１７ 
１６１，７４２ 
１６１，６３９ 
１５７，２６３ 
１２３，８５３ 

投票者数 

５１２，８５１ 
８０，７６９ 
６０，８９３ 
８３，６８０ 
７４，４２５ 
７４，５９１ 
７５，８４７ 
６２，６４６ 

投票率 

４８．５２ 
４８．９９ 
５２．０６ 
４９．０５ 
４６．０１ 
４６．１５ 
４８．２３ 
５０．５８ 

 

データ  
チェック 
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（億円） 

平成15年度 平成16年度 平成17年度 

市税収入の推移 

2,400

2,450

2,500

2,550

2,600

2,750

2,700

2,650

平成18年度 

（単位：千円） 

税　　　　目 

総　額 

市民税 

法人 

個人 

固定資産税 

軽自動車税 

市たばこ税 

特別土地保有税 

事業所税 

都市計画税 

平成１５年度 

２５５,１２６,４４４ 

１０４,６９７,３４６ 

１８,７２６,６２５ 

８５,９７０,７２１ 

１１０,０２８,８３６ 

４１８,０１２ 

８,３７４,１１０ 

２４,９９８ 

８,２３７,５５８ 

２３,３４５,５８４ 

平成１６年度 

２５４,７５９,２１１ 

１０５,６２６,３９０ 

２１,３２２,６７０ 

８４,３０３,７２０ 

１０９,５５２,７１３ 

４３４,１２３ 

８,５０３,７９９ 

２５,４７６ 

７,４７３,７５５ 

２３,１４２,９５５ 

平成１７年度 

２６２,７７８,８８９ 

１１３,６９９,９４７ 

２４,６９８,４２１ 

８９,００１,５２６ 

１０９,５８２,３３３ 

４５３,７２５ 

８,３０３,４１０ 

４７,８３５ 

７,６４４,７２９ 

２３,０４６,９１０ 

平成１８年度 

２７０，２６２，９３７ 

１２６，６２９，４３５ 

２９，４０８，２５７ 

９７，２２１，１７８ 

１０４，９１７，２３３ 

４７３，６５３ 

８，５５１，３５４ 

７５，４７３ 

７，６１７，２０８ 

２１，９９８，５８１ 

45 ● 市税収入総額、2年連続の増収 
市税収入額 

データ  
チェック 

　平成１８年度の市税収入は２，７０２億６，２９４万円で前年度に比べ７４億８，４０５万円 

（前年度比２．８％）の増加となっており、引き続き増収となりました。     

　税目別にみると、市民税が１，２６６億２，９４４万円（総額の４６．９％）で最も多く、次いで固定資産

税が１，０４９億１，７２３万円（同３８．８％）となっており、市民税と固定資産税の２税で総額の８５．７％

を占めています。     

　市民税を前年度と比べると、法人市民税は４７億９８４万円（前年度比１９．１％）の増加となって

おり、個人市民税は８２億１，９６５万円（同９．２％）の増加となっています。              



57

市
民
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識

46 市民要望・評価と定住状況 

防犯対策 

医療体制の整備 

高齢者のための施策 

公害防止対策 

自転車対策 

道路、公園、広場の美化・清掃 

自然や緑の保全 

交通安全対策 

健康づくりのための施策 

子どものための施策 

 
（%） 

ごみ収集やリサイクル 

文化施設の整備 

駅周辺の再開発 

バスなどの交通網の整備 

飲料水の安定供給 

道路、公園、広場の美化・清掃 

下水道の整備 

自転車対策 

公園の整備や維持管理 

健康づくりのための施策 

7.8%

13.4%

9.6%

18.3%16.3%

26.2%

6.6%

1.8%

3.7%

69.8%

13.4%

8.6%

4.4%

1年未満 

1～3年未満 

3～5年未満 

5～10年未満 

10～20年未満 

20年以上 

生まれてからずっと住んでいる 

無回答 

これからも住んでいたい 

できれば市内の他の区へ移りたい 

できれば市外へ移りたい 

わからない 

無回答 

0 10 20 30 40 50 60

（%） 
0 10 20 30 40 50

項　　　　　目 

市政に対する要望ベスト１０ 

防 犯 対 策  
医 療 体 制 の 整 備  
高 齢 者 の た め の 施 策  
公 害 防 止 対 策  
自 転 車 対 策  
道路、公園、広場の美化・清掃 
自 然 や 緑 の 保 全  
交 通 安 全 対 策  
健康づくりのための施策 
子 ど も の た め の 施 策  

％ 

５３．５　 
４９．７　 
４４．５　 
４３．６　 
４１．８　 
４０．９　 
４０．１　 
３９．６　 
３６．９　 
３６．４　 

（平成19年度かわさき市民アンケート） 

項　　　　　目 

市政に対する評価ベスト１０ 

ごみ収集やリサイクル  
文 化 施 設 の 整 備  
駅 周 辺 の 再 開 発  
バスなどの交通網の整備 
飲 料 水 の 安 定 供 給  
道路、公園、広場の美化・清掃 
下 水 道 の 整 備  
自 転 車 対 策  
公園の整備や維持管理 
健康づくりのための施策 

％ 

４４．９　 
２８．５　 
２７．３　 
２７．０　 
２６．３　 
２５．１　 
２４．７　 
２２．１　 
２１．６　 
２０．６　 

市民の定住状況 

１ 年 未 満  
１ ～ ３ 年 未 満  
３ ～ ５ 年 未 満  
５ ～ １ ０ 年 未 満  
１ ０ ～ ２ ０ 年 未 満  
２ 年 以 上  
生まれてからずっと住んでいる 
無 回 答  

７．８％ 
１３．４％ 
９．６％ 
１８．３％ 
１６．３％ 
２６．２％ 
６．６％ 
１．８％ 

（１）居住年数 
（今のところにお住まいになって何年になりますか。） 

これからも住 んでい た い  
できれば市内の他の区へ移りたい 
で きれば市 外 へ 移りた い  
わ か ら な い  
無 回 答  

６９．８％ 
４．４％ 
８．６％ 
１３．４％ 
３．７％ 

（２）定住意向 
（これからも今のところにお住まいになりたいですか。） 

０ 
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映画・演劇等入場料 

 

1 

2 

3

全 国  

東京区部 

川 崎 市  

横 浜 市  

６，２４３円 

１２，４２５円 

１０，５８３円 

９，７１６円 

文化施設入場料 

 

1 

2 

3

全 国  

岡 山 市  

川 崎 市  

さいたま

２，１３７円 

３，５２６円 

３，２５０円 

３，２１１円 

読　書 

 

1 

2 

3

全 国  

千 葉 市  

さいたま市 

川 崎 市  

５２，０１５円 

６３，９０３円 

６３，８３１円 

６１，８１７円 

スポーツ月謝 

 

1 

2 

3

１０，３１６円 

２３，７０４円 

１９，２６４円 

１８，５５１円 

外　食 

 

1 

2 

3

全 国  

東京区部 

川 崎 市  

金 沢 市  

１６４，８６０円 

２２８，０１０円 

２１２，５０２円 

２１０，６１０円 

全 国  

さいたま市 

高 松 市  

川 崎 市  

ハンバーガー 
 

しゅうまい 
 

いちご 
 

干しのり 洋　服 
 

 

1 

2 

3

３，７８５円 

５，７２４円 

５，４９０円 

５，４５６円 

全 国  

川崎市  

那覇市  

甲府市  

１，０１３円 

２，８５６円 

２，４５８円 

１，７１０円 

全 国  

佐賀市  

横浜市  

川崎市  

３，７３６円 

５，１６３円 

５，０４３円 

５，０２５円 

全 国  

川崎市  

仙台市  

前橋市  

２，７５１円 

４，４４０円 

３，８２４円 

３，６６４円 

全 国  

佐賀市  

川崎市  

横浜市  

６５，１２６円 

１０４，４６６円 

９２，６１０円 

９１，７７９円 

全 国  

さいたま市 

川 崎 市  

高 松 市  

＊平成１９年家計調査結果（二人以上の世帯）から、１世帯あたりの年間の品目別購入金額について、川崎
　市が上位３位以内となっている品目を抜粋した。対象市は都道府県庁所在市（東京都は区部）に川崎市
　及び北九州市を加えた４９市。 

＊家計調査は、全国から約９，０００世帯を抽出した標本調査であり、結果は調査の度に大きく変動することが
　ある。 

　家計調査の結果をみると、その都市に住んでいる世帯で、どのような品物を多く購入している
か、地域ごとの好みやライフスタイルの違いが読みとれます。ここでは、川崎市に住んでいる世
帯が特に多く購入（支出）している項目をあげてみました。 
　こうしてみると、川崎市では「映画・演劇等入場料」、「文化施設入場料」、「読書」、「スポーツ
月謝」など、音楽をはじめとする文化やスポーツへの市民の関心がうかがえます。 

平成19年家計調査　都道府県庁所在市別ランキング
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 データ  チェック 
　人口及び世帯数が最も多いのは東京都区部で、次いで横浜市、大阪市の順となっており、 
川崎市は人口、世帯数ともに第９位となっています。また、面積が最も広いのは静岡市で、 
次いで札幌市、広島市の順となっており、川崎市は最も狭く第１６位です。人口密度では東京

都区部が最も高く、次いで大阪市、川崎市の順となっています。 
　昼夜間人口比率をみると、大阪市が最も高く、次いで東京都区部、名古屋市の順となっています。一方、 
昼夜間人口比率が最も低いのは川崎市で、次いで横浜市、さいたま市の順となっています。 

都　市　名 

東京都区部 
大 阪 市  
川 崎 市  
横 浜 市  
名 古 屋 市  
堺 市  
さいたま市 
福 岡 市  
千 葉 市  
神 戸 市  
北 九 州 市  
京 都 市  
札 幌 市  
仙 台 市  
広 島 市  
静 岡 市  

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
１３ 
１４ 
１５ 
１６ 

政令指定都市 
への移行 
年月日 

＊人口・世帯数は平成１８年１０月１日現在。＊区数・面積は平成１８年１０月１日時点。 
＊昼夜間人口比率は平成１７年国勢調査。＊平成１９年度当初予算額の東京都区部は、「都」の数値。 

昼夜間 
人口比率 

（常住人口＝１００） 

平成19年度 
当初予算額 
（百万円） 

 １３５．１　 
１３８．０　 
８７．１　 
９０．４　 
１１４．７　 
９３．５　 
９１．９　 
１１３．４　 
９７．２　 
１０１．８　 
１０２．８　 
１０８．４　 
１００．９　 
１０７．７　 
１０２．６　 
１０３．８　 

人口密度 
（人／㎞２） 

 
１３，７８６ 
１１，８６５ 
９，２９９ 
８，２８１ 
６，８１０ 
５，５４８ 
５，４３８ 
４，１５３ 
３，４２０ 
２，７６６ 
２，０３１ 
１，７７９ 
１，６８５ 
１，３０４ 
１，２７９ 
５１３ 

６，６０２，０００　
１，６２６，１７８　
５５２，３９４　
１，３３１，０２９　
９７８，９９０　
２９９，８００　
３７８，１３０　
６７４，０４１　
３５７，３００　
７２９，７０１　
５０５，４１２　
６９０，８５０　
７８０，２３４　
４０３，９１１　
５２４，２３３　
２６７，９００　

面積 
（㎞２） 

６２１．５０　 
２２２．１１　 
１４４．３５　 
４３４．９８　 
３２６．４５　 
１４９．９９　 
２１７．４９　 
３４０．６０　 
２７２．０８　 
５５２．７２　 
４８７．６９　 
８２７．９０　 
１，１２１．１２　 
７８８．０９　 
９０５．０８　 
１，３８８．７８　 

世帯数 
（世帯） 

 
４，２２０，９８９ 
１，２６０，９９１ 
６０７，７２９ 
１，５０３，８３１ 
９６９，５２８ 
３２８，４４９ 
４７９，４９０ 
６６２，１１２ 
３８０，２９６ 
６５１，９９２ 
４１８，２０５ 
６６０，６３８ 
８５３，５５８ 
４４４，２４４ 
４９４，４３０ 
２７０，９９６ 

人　口 
（人） 
 

８，５６８，０２７ 
２，６３５，４２０ 
１，３４２，２６２ 
３，６０２，２６３ 
２，２２３，１４８ 
８３２，１４２ 
１，１８２，７４４ 
１，４１４，４１７ 
９３０，３８８ 
１，５２８，６８７ 
９９０，５８５ 
１，４７２，５１１ 
１，８８８，６８７ 
１，０２７，３２９ 
１，１５７，８４６ 
７１２，１７０ 

区数 

２３ 
２４ 
７ 
１８ 
１６ 
７ 
１０ 
７ 
６ 
９ 
７ 
１１ 
１０ 
５ 
８ 
３ 

ー 
昭和３１．９．１ 
昭和４７．４．１ 
昭和３１．９．１ 
昭和３１．９．１ 
平成１８．４．１ 
平成１５．４．１ 
昭和４７．４．１ 
平成 ４．４．１ 
昭和３１．９．１ 
昭和３８．４．１ 
昭和３１．９．１ 
昭和４７．４．１ 
平成元 ．４．１ 
昭和５５．４．１ 
平成１７．４．１ 

1

2

● 人口密度は高く大都市で第３位 
人口・世帯数及び面積 

データ  
チェック 

都　市　名 

東 京 都 区 部  
横 浜 市  
川 崎 市  
福 岡 市  
名 古 屋 市  
札 幌 市  
大 阪 市  
さ い た ま 市  
千 葉 市  
広 島 市  
神 戸 市  
仙 台 市  
堺 市  
静 岡 市  
京 都 市  
北 九 州 市  

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
１３ 
１４ 
１５ 
１６ 

（単位：人）（平成18年中） 
人口増加 

（自然増加＋ 
    社会増加） 市（都）内移動その他 

１３，８６１ 
１４４ 
２１４ 
３３ 
９７６ 
１１８ 
・・・ 
４４７ 
２１６ 

▲　８５６ 
９８ 
５６ 
４１５ 
６３ 

▲　１１ 
２４８ 

社　会　動　態 

市（都）外との移動 

６０，１６３ 
１１，８８６ 
１０，８３５ 
７，１６３ 
７，０３４ 
６，４２３ 
７，７３８ 
２，４１９ 
３，２６５ 
１，２７４ 
２，７４１ 
▲　８３２ 
▲　３２０ 
▲　１，２４７ 
▲　２，２９０ 
▲　２，１９４ 

社会増加 

７４，０２４ 
１２，６２８ 
１１，０４９ 
９，１８８ 
８，０１０ 
６，５４１ 
７，７３８ 
２，８６６ 
３，４８１ 
４１８ 
２，８３９ 
▲　６６７ 

９５ 
▲　１，１８４ 
▲　１，６５２ 
▲　１，９４６ 

死　亡 

６５，５３４ 
２３，７７７ 
８，０８７ 
８，９６５ 
１７，６２３ 
１３，２２９ 
２４，６３１ 
７，５８５ 
５，９５１ 
８，１２８ 
１２，７４８ 
６，５３５ 
６，５１６ 
６，１４３ 
１２，７０３ 
９，６６２ 

自　然　動　態 

出　生 

６８，１９６ 
３３，０２３ 
１３，８４９ 
１３，３７２ 
２０，１６９ 
１４，６６３ 
２３，４８０ 
１０，９５０ 
８，１８４ 
１１，２３０ 
１２，９８４ 
９，４９１ 
７，８９９ 
５，８１３ 
１２，０９５ 
８，５２６ 

自然増加 

２，６６２ 
９，２４６ 
５，７６２ 
４，４０７ 
２，５４６ 
１，４３４ 

▲　１，１５１ 
３，３６５ 
２，２３３ 
３，１０２ 
２３６ 
２，９５６ 
１，３８３ 
▲　３３０ 
▲　６０８ 
▲　１，１３６ 

７６，６８６ 
２１，８７４ 
１６，８１１ 
１３，５９５ 
１０，５５６ 
７，９７５ 
６，５８７ 
６，２３１ 
５，７１４ 
３，８０１ 
３，０７５ 
２，２８９ 
１，４７８ 

▲　１，５１４ 
▲　２，２６０ 
▲　３，０８２ 

● 人口増加数は昨年に引き続き大都市で第3位 
人口増加数 

　平成１８年１年間の川崎市の人口増加数は１万６，８１１人となっており、前年の増加数
１万４，１８５人を２，６２６人上回りました。人口増加数が２万人を超えているのは、東京都

区部、横浜市となっています。 
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3

4

データ  
チェック 

データ  
チェック 

　１５歳未満（年少）人口の構成比が最も高いのは広島市で、次いでさいたま市、１５～６４歳 
（生産年齢）人口の構成比が最も高いのは川崎市で、次いで福岡市となっています。また、 

６５歳以上（老年）人口の構成比が最も高いのは北九州市で、最も低いのは川崎市となっています。 
　平均年齢は、川崎市と福岡市が最も低く４０．３歳で、最も高いのは北九州市の４４．５歳となっています。 

都　市　名 

川 崎 市  
福 岡 市  
仙 台 市  
さいたま市 
広 島 市  
千 葉 市  
横 浜 市  
札 幌 市  
名 古 屋 市  
堺 市  
京 都 市  
東京都区部 
神 戸 市  
大 阪 市  
静 岡 市  
北 九 州 市  

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
１３ 
１４ 
１５ 
１６ 

　（国勢調査） 

総  数 

＊総数には年齢不詳を含む。 

平均年齢 

１３．１％ 
１３．４％ 
１３．７％ 
１４．５％ 
１４．７％ 
１３．８％ 
１３．５％ 
１２．４％ 
１３．２％ 
１４．１％ 
１２．０％ 
１０．６％ 
１３．１％ 
１２．０％ 
１３．４％ 
１３．３％ 

７２．２％ 
７０．２％ 
７０．１％ 
６９．３％ 
６７．６％ 
６９．２％ 
６８．７％ 
７０．１％ 
６７．４％ 
６６．６％ 
６７．２％ 
６９．３％ 
６６．６％ 
６６．６％ 
６５．６％ 
６４．４％ 

１４．６％ 
１５．２％ 
１５．８％ 
１５．９％ 
１６．９％ 
１６．５％ 
１６．９％ 
１７．３％ 
１８．４％ 
１８．６％ 
１９．９％ 
１８．５％ 
２０．０％ 
２０．１％ 
２１．０％ 
２２．２％ 

１５歳未満 

年齢階級別 

１，３２７，０１１ 
１，４０１，２７９ 
１，０２５，０９８ 
１，１７６，３１４ 
１，１５４，３９１ 
９２４，３１９ 
３，５７９，６２８ 
１，８８０，８６３ 
２，２１５，０６２ 
８３０，９６６ 
１，４７４，８１１ 
８，４８９，６５３ 
１，５２５，３９３ 
２，６２８，８１１ 
７００，８８６ 
９９３，５２５ 

１７４，２６４ 
１８７，９６０ 
１４０，０５１ 
１７０，２３９ 
１６９，１３３ 
１２７，６０８ 
４８１，９６０ 
２３４，０８６ 
２９３，４０５ 
１１７，３２１ 
１７７，３１５ 
９０１，０８７ 
１９９，６０８ 
３１５，１４３ 
９３，８４９ 
１３１，８９３ 

９５７，７１２ 
９８３，５８５ 
７１８，３１４ 
８１５，６５９ 
７８０，７６７ 
６３９，７１１ 
２，４５９，６４８ 
１，３１８，４７８ 
１，４９２，０１０ 
５５３，４６０ 
９９０，４４６ 
５，８８２，２５１ 
１，０１５，６４２ 
１，７４９，８５１ 
４５９，４６４ 
６３９，７７６ 

１９４，１７６ 
２１３，３８０ 
１６１，７９５ 
１８６，７７９ 
１９４，５９８ 
１５２，２３１ 
６０３，８３９ 
３２５，４０１ 
４０８，５５８ 
１５４，８５７ 
２９２，９２７ 
１，５６８，６１７ 
３０５，５０１ 
５２９，６９２ 
１４７，２６２ 
２２０，９８５ 

４０．３　 
４０．３　 
４０．５　 
４１．２　 
４１．６　 
４１．７　 
４１．９　 
４２．３　 
４２．４　 
４２．８　 
４３．０　 
４３．２　 
４３．４　 
４３．６　 
４４．１　 
４４．５　 

構成比 １５～６４歳 
 

構成比 ６５歳以上 
 

構成比 

　（国勢調査） 

都　市　名 

川 崎 市  
東 京 都 区 部  
静 岡 市  
広 島 市  
名 古 屋 市  
さ い た ま 市  
横 浜 市  
福 岡 市  
千 葉 市  
京 都 市  
仙 台 市  
札 幌 市  
堺 市  
大 阪 市  
神 戸 市  
北 九 州 市  

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
１３ 
１４ 
１５ 
１６ 

（単位：人）（平成１７年１０月１日） 

就業率 
B/A

６２．５％ 
６０．８％ 
６０．３％ 
５９．９％ 
５９．６％ 
５９．２％ 
５８．７％ 
５８．６％ 
５７．５％ 
５６．９％ 
５５．９％ 
５４．８％ 
５４．５％ 
５４．１％ 
５２．７％ 
５２．４％ 

労　働　力　人　口 
非労働力人口 

３７７，８３３ 
２，３４６，４７５ 
２１７，９６３ 
３４８，２４６ 
６７２，９３７ 
３６５，４８６ 
１，１２２，５８３ 
４１０，９３０ 
２９１，９０２ 
４７４，０９８ 
３３０，００５ 
６２７，１８５ 
２８０，４０４ 
８３０，５９６ 
５４２，４５１ 
３６０，１９５ 

完全失業者  
 ４０，２０１ 

２４３，４５６ 
１９，４０４ 
２９，７８８ 
６４，８７９ 
３２，５９８ 
９７，４６４ 
４８，１４４ 
２６，５９９ 
４６，６１３ 
３５，６３８ 
６６，２５８ 
２９，０７９ 
１５４，００４ 
５７，２００ 
３６，５７６ 

就業者（Ｂ） 

６９７，００９ 
４，０１１，５５４
３６０，８１２ 
５６３，７０１ 
１，０９０，３８０
５７６，５７５ 
１，７３６，８５９
６４８，８３２ 
４３１，７７９ 
６８８，２６８ 
４６３，４６６ 
８４０，６３２ 
３７０，１４７ 
１，１５９，８４８
６６７，３０１ 
４３６，８４２ 

１５歳以上人口 

総　数 

７３７，２１０ 
４，２５５，０１０
３８０，２１６ 
５９３，４８９ 
１，１５５，２５９
６０９，１７３ 
１，８３４，３２３
６９６，９７６ 
４５８，３７８ 
７３４，８８１ 
４９９，１０４ 
９０６，８９０ 
３９９，２２６ 
１，３１３，８５２
７２４，５０１ 
４７３，４１８ 

総数 

１，１１５，０４３
６，６０１，４８５
５９８，１７９ 
９４１，７３５ 
１，８２８，１９６
９７４，６５９ 
２，９５６，９０６
１，１０７，９０６
７５０，２８０ 
１，２０８，９７９
８２９，１０９ 
１，５３４，０７５
６７９，６３０ 
２，１４４，４４８
１，２６６，９５２
８３３，６１３ 

１，１５１，８８８ 
７，４５０，８６８ 
６０６，７２６ 
９７５，３６５ 
１，９００，５６８ 
１，００２，４３８ 
３，０６３，４８７ 
１，１９６，９６５ 
７９１，９４２ 
１，２８３，３７３ 
８８０，１０９ 
１，６４３，８７９ 
７０８，３１７ 
２，２７９，５４３ 
１，３２０，９４３ 
８６０，７６１ 

● 就業率は大都市で第１位 
就業者数 

　就業者数が最も多いのは東京都区部で、次いで横浜市、大阪市の順で、川崎市は
第６位となっています。         

　就業率が最も高いのは川崎市で、次いで東京都区部、静岡市の順となっています。 

（単位：人）（平成１７年１０月１日） 

うち労働力 
状態不詳を除く 
（Ａ） 

● 生産年齢人口構成比は大都市で最も高く、平均年齢は低い 
年齢別人口 
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● ３００人以上の事業所の構成比は大都市で第4位 
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5 事業所（民営） 

（平成１８年１０月１日） 

都　市　名 

東 京 都 区 部  
横 浜 市  
千 葉 市  
川 崎 市  
大 阪 市  
名 古 屋 市  
さ い た ま 市  
札 幌 市  
京 都 市  
福 岡 市  
仙 台 市  
堺 市  
神 戸 市  
北 九 州 市  
広 島 市  
静 岡 市  

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
１３ 
１４ 
１５ 
１６ 

３００人以上 

０．３８０％ 
０．３１５％ 
０．３１４％ 
０．３１３％ 
０．２８３％ 
０．２２８％ 
０．２２８％ 
０．２１９％ 
０．２０９％ 
０．２０８％ 
０．２０５％ 
０．１９０％ 
０．１７８％ 
０．１６７％ 
０．１５５％ 
０．１３９％ 

５４９，１９９ 
１０７，５５７ 
２７，３５３ 
３９，２６０ 
１９９，８５３ 
１２８，４１９ 
３９，５５５ 
７２，９００ 
７７，１０８ 
６９，１６４ 
４５，９４３ 
２９，４４５ 
７１，４６９ 
４６，２１９ 
５４，０５１ 
３８，１６６ 

事業所数 

（事業所・企業統計調査） 

従業者規模別 

２，０８８ 
３３９ 
８６ 
１２３ 
５６６ 
２９３ 
９０ 
１６０ 
１６１ 
１４４ 
９４ 
５６ 
１２７ 
７７ 
８４ 
５３ 

３０人～２９９人 

３４，１６８ 
７，０１６ 
１，９８２ 
２，３２９ 
１１，２０７ 
７，５９９ 
２，５９３ 
４，４７３ 
３，３５２ 
４，４５６ 
２，８８６ 
１，６１６ 
３，６２８ 
２，１９６ 
３，０５１ 
１，７３２ 

１人～２９人 

５１２，４１４ 
１００，１０１ 
２５，２５６ 
３６，７７６ 
１８７，７１３ 
１２０，２７９ 
３６，８２０ 
６８，１８７ 
７３，５２５ 
６４，４５５ 
４２，９１７ 
２７，７２０ 
６７，５３６ 
４３，９１１ 
５０，８４６ 
３６，３４７ 

派遣下請従業者のみ 

５２９ 
１０１ 
２９ 
３２ 
３６７ 
２４８ 
５２ 
８０ 
７０ 
１０９ 
４６ 
５３ 
１７８ 
３５ 
７０ 
３４ 

３００人以上 
の構成比 

都　市　名 

川 崎 市  
仙 台 市  
堺 市  
千 葉 市  
横 浜 市  
広 島 市  
神 戸 市  
北 九 州 市  
静 岡 市  
名 古 屋 市  
京 都 市  
大 阪 市  
さ い た ま 市  
福 岡 市  
東 京 都 区 部  
札 幌 市  

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
１３ 
１４ 
１５ 
１６ 

（単位：百万円、人）（平成１８年１２月３１日） 

（工業統計調査） 

従業者１人 
当たり製造品 
出荷額等 

８３．５９ 
５４．７２ 
５３．１１ 
５０．２３ 
４４．８１ 
４２．１９ 
３９．２５ 
３８．５８ 
３３．７４ 
３２．７０ 
３１．１６ 
２８．２３ 
２８．１５ 
２５．１０ 
２１．３８ 
１７．４０ 

従業者数 製造品出荷額等 

５３，５４０ 
１８，２１３ 
５１，４８０ 
２１，７１２ 
１０９，１０２ 
５２，７１５ 
６７，７９２ 
５０，１４０ 
４８，７２９ 
１１８，６０７ 
７２，２４０ 
１４２，１７３ 
３１，７４７ 
２３，５５０ 
２２０，０３１ 
２９，２９１ 

３０人以上 

２５４ 
１１１ 
３０４ 
１１２ 
５４２ 
２５５ 
３２８ 
２８３ 
２５２ 
５７７ 
３６０ 
８０９ 
１７４ 
１５０ 
１，０４８ 
２０８ 

事　業　所　数 

４～２９人 

１，４４６ 
５０４ 
１，５２２ 
３９４ 
２，７３２ 
１，２２４ 
１，７８４ 
８８９ 
１，５９４ 
５，２５８ 
２，８００ 
７，２８９ 
１，１２２ 
８２７ 

１４，２７３ 
９５９ 

総　数 

１，７００ 
６１５ 
１，８２６ 
５０６ 
３，２７４ 
１，４７９ 
２，１１２ 
１，１７２ 
１，８４６ 
５，８３５ 
３，１６０ 
８，０９８ 
１，２９６ 
９７７ 

１５，３２１ 
１，１６７ 

４，４７５，６６２ 
９９６，５８６ 
２，７３４，２４２ 
１，０９０，６９５ 
４，８８９，１４１ 
２，２２４，２００ 
２，６６０，８４１ 
１，９３４，５０８ 
１，６４４，３０５ 
３，８７７，９８３ 
２，２５０，７５４ 
４，０１３，０１０ 
８９３，７６４ 
５９１，１０１ 
４，７０４，３５９ 
５０９，７５５ 

● 従業者１人当たり製造品出荷額等は大都市で第１位 
工業（従業者４人以上の事業所） 

　事業所数は東京都区部が最も多く、次いで大阪市、名古屋市の順となっています。    

　また、事業所の従業者規模別をみると、３００人以上の事業所の構成比は東京都区

部が最も高く、次いで横浜市、千葉市の順になっており、川崎市は第４位となっています。        

　製造品出荷額等が最も多いのは横浜市で、次いで東京都区部、川崎市の順とな
っています。また、従業者１人当たりの製造品出荷額等では、川崎市は第１位と高い

労働生産性を示しています。        
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7

● 外国貿易海上輸出入額の総額は大都市で第７位 
貿易 8

（単位：事業所、人、億円）（平成１６年６月１日） 

都　市　名 

東 京 都 区 部  
名 古 屋 市  
大 阪 市  
福 岡 市  
仙 台 市  
札 幌 市  
広 島 市  
さ い た ま 市  
千 葉 市  
横 浜 市  
川 崎 市  
静 岡 市  
神 戸 市  
京 都 市  
北 九 州 市  
堺 市  

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
１３ 
１４ 
１５ 
１６ 

５０，７５２ 
１４，５５０ 
２５，２２８ 
７，９５６ 
５，２３３ 
６，５６７ 
５，１４５ 
２，４５０ 
１，９１８ 
６，５２３ 
１，９５５ 
３，１８３ 
４，８３０ 
６，２００ 
２，９４２ 
１，６１０ 

卸　売　業 １事業所当たり 
年間商品販売額 

１２．３１ 
７．６９ 
７．６２ 
６．１６ 
５．７４ 
５．３９ 
５．３６ 
４．５１ 
４．２３ 
３．２６ 
２．９４ 
２．９１ 
２．８６ 
２．３４ 
２．０８ 
２．０３ 

従業者数 年間商品販売額 

１２８，６４６ 
３０，６６７ 
４５，４２０ 
１８，２０２ 
１２，４６４ 
２３，２２６ 
１３，７２５ 
１０，５２０ 
９，６３０ 
３６，２１６ 
１１，４００ 
８，０２３ 
１７，４５３ 
２０，３３３ 
１１，４６５ 
６，８３２ 

事業所数 

５８１，８７０ 
１５０，９７７ 
２０４，３３８ 
１０１，６３９ 
６７，１２８ 
１２０，２０６ 
７３，７２１ 
５５，３７２ 
５２，９０２ 
１８２，５４６ 
６６，３５７ 
４７，５４９ 
９８，７２３ 
１１１，２５２ 
６８，４０３ 
４１，５５６ 

年間商品販売額 

８６，６８２ 
２１，６６３ 
３４，７０７ 
１３，９８７ 
８，４１７ 
１２，０４８ 
９，８４８ 
６，０８４ 
５，８７０ 
２２，００４ 
８，３７２ 
８，０９５ 
１５，１６２ 
１７，９５６ 
１１，８４６ 
６，０３９ 

従業者数 

１，５６２，５００ 
２４７，９６７ 
４１１，１００ 
１１７，０２１ 
６５，９０４ 
７７，０３９ 
６６，５７４ 
２７，９７３ 
２３，２８１ 
５６，８８９ 
１８，９９５ 
２４，７７２ 
３９，６７５ 
３６，１１８ 
１９，３２４ 
８，６７７ 

事業所数 

８０８，１５１ 
１７２，１３４ 
３１８，３９５ 
９６，３５４ 
５５，５４５ 
７３，２９５ 
５６，６００ 
２９，３８８ 
２２，８１５ 
７０，４８０ 
１９，６４１ 
２８，６７８ 
４７，１９７ 
６０，２８７ 
２７，８５４ 
１３，９８５ 

小　売　業 

● 1事業所当たり年間商品販売額は大都市で第11位 
商業 

（単位：億円、千トン）（平成１８年） 

都　市　名 

名 古 屋 市  
東 京 都 区 部  
横 浜 市  
神 戸 市  
大 阪 市  
千 葉 市  
川 崎 市  
静 岡 市  
福 岡 市  
北 九 州 市  
広 島 市  
仙 台 市  
京 都 市  
堺 市  
さ い た ま 市  
札 幌 市  

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
１３ 
ー 
ー 
ー 

１４８，６７７ 
１２０，１２９ 
１１６，６６８ 
８４，２０３ 
６８，２３５ 
５０，７９６ 
３５，３９９ 
３０，４４６ 
１９，５４２ 
１７，３２９ 
１１，１６６ 
８，２３９ 
４，８９３ 
ー 
ー 
ー 

（商業統計調査） 

外国貿易海上輸出入額 

移　入 

３５，８２５ 
２８，６１８ 
２９，６７３ 
２８，６３７ 
３３，４２８ 
８，０６４ 
１３，３０１ 
５，０８６ 
１２，４５２ 
３８，３１３ 
３，５４７ 
１０，４０８ 

ー 
８，９５５ 
ー 
ー 

輸　入 移　出 

４０，５０５ 
１６，３３５ 
２１，１８１ 
１８，１７８ 
２５，０６２ 
３，６２７ 
２０，４６９ 
２，２２４ 
３，３９５ 
３９，６２８ 
３，２９２ 
７，９１５ 
ー 

７，７５５ 
ー 
ー 

輸　出  

８０，１０３ 
２８，３６６ 
４４，９６０ 
２６，７５５ 
２５，９６０ 
１６，６３０ 
５０，６０９ 
６，２９０ 
８，６１１ 
２４，４５４ 
２，１１７ 
７，５８４ 
ー 

１７，７６８ 
ー 
ー 

輸　入 

５１，６０９ 
１７，４９２ 
４２，３７９ 
２１，９２９ 
１１，０８５ 
１，８６０ 
６，９８０ 
４，３２６ 
４，７３４ 
７，３３０ 
３，２４３ 
１，１７７ 
ー 
７９５ 
ー 
ー 

輸　出 

４５，６８６ 
６９，８５８ 
３８，６８８ 
２６，７４７ 
３８，８１０ 
３８，０９０ 
２２，８２５ 
７，８９９ 
８，２３３ 
８，３１４ 
２，４３９ 
４，８４９ 
４３２ 
ー 
ー 
ー 

総　額 

１０２，９９１ 
５０，２７２ 
７７，９８０ 
５７，４５７ 
２９，４２５ 
１２，７０６ 
１２，５７４ 
２２，５４７ 
１１，３１０ 
９，０１５ 
８，７２６ 
３，３９０ 
４，４６１ 
ー 
ー 
ー 

海上輸（移）出入貨物数量 

データ  
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　外国貿易海上輸出入額の総額をみると、最も多いのは名古屋市で、次いで東京都区部、横浜
市の順となっています。川崎市は第７位となっており、輸出額に比べて輸入額が多くなっています。

 また、外国貿易を示す海上輸出入数量では、輸出入量ともに名古屋市が最も多くなっています。川崎市 
は輸出量に比べて輸入量が多く、輸入量は名古屋市に次いで第２位となっています。         
　内国貿易を示す海上移出入数量では、名古屋市の移出量が最も多くなっており、移入量では北九州市が 

最も多くなっています。 

　卸売業では、事業所数、従業者数、年間商品販売額の３項目とも東京都区部が最も多く、 
次いで大阪市、名古屋市の順となっています。         

　                小売業では、事業所数、従業者数、年間商品販売額の３項目とも東京都区部が最も多く、
次いで大阪市、横浜市の順となっています。         
　また、卸売業と小売業の年間商品販売額を合せて算出した１事業所当たり年間商品販売額は、東京都

区部が最も多く、次いで名古屋市、大阪市の順になっており、川崎市は第１１位となっています。 
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　平成１９年の消費者物価地域差指数（全国を１００とした場合の地域ごとの年平均指数）を
みると、総合及び食料でも東京都区部が最も高く、次いで横浜市、川崎市の順となっています。

　また、平成１９年平均の総合で全国を下回っているのは、仙台市、北九州市の２市のみとなっており、食料
では仙台市のみとなっています。 

消費者物価地域差指数 10

● 民営借家に住む世帯の割合は大都市で高い 
住宅 9

● 消費者物価地域差指数の総合は大都市で３番目に高い 

食料 

（全国＝１００） 

都　市　名 

東 京 都 区 部  
横 浜 市  
川 崎 市  
大 阪 市  
京 都 市  
静 岡 市  
名 古 屋 市  
さ い た ま 市  
神 戸 市  
札 幌 市  
千 葉 市  
広 島 市  
福 岡 市  
仙 台 市  
北 九 州 市  
堺 市  

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
１３ 
１４ 
１５ 
ー 

１１０．４ 
１０９．６ 
１０７．２ 
１０６．９ 
１０５．１ 
１０４．１ 
１０４．５ 
１０３．７ 
１０３．１ 
１０３．０ 
１０１．８ 
１００．５ 
１００．２ 
１００．１ 
９８．９ 
… 

平成16年平均 

１０８．７ 
１０７．５ 
１０６．３ 
１０５．５ 
１０７．２ 
１０１．３ 
１０３．６ 
１０３．６ 
１０３．４ 
１０１．３ 
１０１．３ 
９９．８ 
１００．１ 
９７．１ 
１００．３ 
… 

１１０．９ 
１１０．１ 
１０８．２ 
１０７．０ 
１０５．６ 
１０４．５ 
１０４．３ 
１０４．８ 
１０３．８ 
１０３．３ 
１０２．０ 
１０１．５ 
１００．４ 
９９．３ 
９９．２ 
… 

１０８．２ 
１０７．３ 
１０７．２ 
１０５．７ 
１０６．８ 
１０２．０ 
１０５．０ 
１０５．３ 
１０４．１ 
１００．７ 
１０２．０ 
１０１．１ 
１００．１ 
９７．７ 
９９．９ 
… 

１１１．０ 
１１０．１ 
１０８．３ 
１０７．０ 
１０５．７ 
１０４．４ 
１０４．５ 
１０４．６ 
１０３．９ 
１０３．１ 
１０２．１ 
１０１．６ 
１００．４ 
９９．４ 
９９．２ 
… 

１０８．２ 
１０７．９ 
１０７．９ 
１０６．３ 
１０７．２ 
１０２．２ 
１０５．０ 
１０４．９ 
１０４．８ 
１００．４ 
１０２．４ 
１００．２ 
１００．０ 
９７．５ 
１００．２ 
… 

１１０．９ 
１１０．４ 
１０８．５ 
１０７．２ 
１０６．０ 
１０５．１ 
１０４．８ 
１０４．６ 
１０３．９ 
１０３．１ 
１０２．２ 
１０１．９ 
１００．７ 
９９．８ 
９９．５ 
… 

１０８．４ 
１０８．２ 
１０８．１ 
１０６．１ 
１０７．３ 
１０３．０ 
１０５．４ 
１０４．８ 
１０４．６ 
１００．３ 
１０２．１ 
１０１．１ 
１００．６ 
９７．５ 
１００．４ 
… 

持ち家 間借り 

（単位：戸、㎡）（平成17年10月1日） 

都　市　名 

福 岡 市  
川 崎 市  
大 阪 市  
札 幌 市  
仙 台 市  
東 京 都 区 部  
広 島 市  
京 都 市  
名 古 屋 市  
静 岡 市  
北 九 州 市  
さ い た ま 市  
横 浜 市  
神 戸 市  
千 葉 市  

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
１３ 
１４ 
１５ 

６２０，４６６ 
５７３，２５７ 
１，１８８，２９０ 
８２６，４７９ 
４２８，６１２ 
３，９３６，６２５ 
４６７，７９３ 
６３１，７８０ 
９１７，０２４ 
２６１，３８４ 
４０６，０８９ 
４４８，１１５ 
１，４０４，０３９ 
６３０，５９４ 
３６１，９４１ 

住宅に住む 
一般世帯 

３４，５９３ 
２０，３１８ 
１０８，２０８ 
３０，６４５ 
１２，８７１ 
１６９，９７１ 
２０，７０４ 
２５，３３０ 
７３，５５６ 
１０，４６３ 
３４，６４６ 
１０，２７６ 
４４，９６０ 
６１，７７４ 
１３，１９４ 

（国勢調査） 

借　　家 
都市機構・ 
公社借家 公営借家 

３２，８８９ 
１０，５０５ 
４２，１０３ 
９，０６２ 
４，５７４ 

１４７，２２３ 
２，５５３ 
１５，６５９ 
３４，４７１ 
１，４５０ 
１６，０８６ 
８，６２７ 
５４，３５０ 
３２，４４１ 
３１，４３２ 

給与住宅 

２６，８１３ 
２５，７１９ 
２２，４９９ 
２４，１２９ 
１９，４７６ 
１５１，６７７ 
２２，７７１ 
１２，９０９ 
４０，９１７ 
９，９２９ 
１４，１２８ 
２０，７７１ 
５５，５０４ 
１５，５８３ 
１４，４６８ 

２３８，４１７ 
２５８，８４９ 
４９６，２３７ 
３９７，８２４ 
２０９，６２６ 
１，８０２，５４５ 
２４７，４３１ 
３４３，９５２ 
４３５，７３４ 
１５７，９７１ 
２１５，５３２ 
２７３，３１７ 
８３１，９３２ 
３６０，９０９ 
２１３，６４４ 

６，４７１ 
８，８９４ 
１１，１７０ 
１４，５３８ 
３，８８５ 
７０，４９２ 
５，１７４ 
７，６６４ 
６，８６１ 
２，３０８ 
３，４８７ 
６，１２４ 
１９，１２１ 
６，０５６ 
２，６９０ 

持ち家 
割合 

３８．４％ 
４５．２％ 
４１．８％ 
４８．１％ 
４８．９％ 
４５．８％ 
５２．９％ 
５４．４％ 
４７．５％ 
６０．４％ 
５３．１％ 
６１．０％ 
５９．３％ 
５７．２％ 
５９．０％ 

民営借家 
割合 

４５．３％ 
４３．４％ 
４２．８％ 
４２．４％ 
４１．６％ 
４０．５％ 
３６．２％ 
３５．８％ 
３５．５％ 
３０．３％ 
３０．１％ 
２８．８％ 
２８．４％ 
２４．４％ 
２３．９％ 

１世帯当たり 
面  積 

６７．６
６１．７
５９．３
７６．４
７８．８
６１．５
８０．２
７２．１
７７．２
８９．７
７９．３
８０．０
７３．９
７６．４ 
７９．２ 

民営借家 

２８１，２８３ 
２４８，９７２ 
５０８，０７３ 
３５０，２８１ 
１７８，１８０ 
１，５９４，７１７ 
１６９，１６０ 
２２６，２６６ 
３２５，４８５ 
７９，２６３ 
１２２，２１０ 
１２９，０００ 
３９８，１７２ 
１５３，８３１ 
８６，５１３ 

データ  
チェック 

総合 食料 

平成17年平均 

総合 食料 

平成18年平均 

総合 食料 

平成19年平均 

総合 

　住宅に住む一般世帯のうち、持ち家に住む世帯の割合が最も高いのはさいたま市で、次い
で静岡市、横浜市となっており、川崎市は福岡市、大阪市に次いで３番目に低くなっています。    

　一方、民営借家に住む世帯の割合は、福岡市が最も高く、次いで川崎市、大阪市の順となっています。         
　１世帯当たり面積が最も広いのは静岡市で、次いで広島市、さいたま市の順となっており、川崎市は大阪
市、東京都区部に次いで３番目に狭くなっています。 
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データ  
チェック 

　人口１０万人当たりの交通事故発生件数は川崎市が最も少なく、次いで横浜市、東
京都区部の順となっています。また、人口１，０００人当たりの認知件数は横浜市が最

も少なく、次いで静岡市、川崎市の順となっています。 

データ  
チェック 

　市民所得総額をみると東京都が最も多く、次いで横浜市、大阪市の順となっており、
川崎市は第７位となっています。 

　また、雇用者報酬の割合をみると川崎市が最も高く、次いで横浜市、仙台市の順となっています。    
　１人当たりの市民所得は東京都が最も多く、次いで名古屋市、川崎市の順となっています。 
川崎市は３４１万７千円で大都市平均の３２４万６千円と比べ、１７万１千円上回っています。 

（単位：件）（平成１８年） 

都　市　名 

川 崎 市  
横 浜 市  
東 京 都 区 部  
千 葉 市  
札 幌 市  
仙 台 市  
さ い た ま 市  
神 戸 市  
大 阪 市  
堺 市  
広 島 市  
京 都 市  
名 古 屋 市  
北 九 州 市  
静 岡 市  
福 岡 市  

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
 １３ 
１４ 
１５ 
１６ 

交通事故発生件数 刑法犯認知件数び検挙件数 

認知件数 
 

検挙件数 
 

人口１０万人当たりの 
交通事故発生件数 

人口１，０００人当たりの 
認知件数 総　額 

６，２５７ 
２０，５５７ 
４９，３６１ 
５，４６２ 
１１，５１９ 
６，８９４ 
８，１５２ 
１０，７６４ 
１９，６４７ 
６，２９１ 
８，８４４ 
１１，４０５ 
１８，８３９ 
９，９４１ 
７，３５２ 
１５，６８７ 

４６６．２ 
５７０．７ 
５７６．１ 
５８７．１ 
６０９．９ 
６７１．１ 
６８９．２ 
７０４．１ 
７４５．５ 
７５６．０ 
７６３．８ 
７７４．５ 
８４７．４ 
１，００３．５ 
１，０３２．３ 
１，１０９．１ 

１９，０２６ 
４６，７６９ 
１７８，９２９ 
２１，８０４ 
３１，３１３ 
１６，８９２ 
２４，２７３ 
３４，５１１ 
９８，８７７ 
２２，００５ 
１７，８７９ 
３６，１０２ 
６３，６９１ 
２４，３１６ 
９，６５９ 
３４，８０１ 

８，４９６ 
１８，７６６ 
６０，１５１ 
７，７３１ 
１０，５５０ 
４，７８３ 
６，１９１ 
９，８５４ 
１８，９９３ 
３，１７３ 
５，３５５ 
９，１７８ 
１３，７３１ 
８，８０４ 
３，１８５ 
１２，４２２ 

１４．２ 
１３．０ 
２０．９ 
２３．４ 
１６．６ 
１６．４ 
２０．５ 
２２．６ 
３７．５ 
２６．４ 
１５．４ 
２４．５ 
２８．６ 
２４．５ 
１３．６ 
２４．６ 

＊交通事故発生件数は、道路交通法の「道路上」での法規違反による事故数を集計したものである。       
＊検挙件数は、発生地計上によるものである。       
＊平成１８年１０月１日現在の人口で算出。 

● 雇用者報酬割合は大都市で第１位 

 

市民経済計算 11
（単位：百万円）（平成17年度） 

都　市　名 

川 崎 市  
横 浜 市  
仙 台 市  
神 戸 市  
広 島 市  
大 阪 市  
札 幌 市  
北 九 州 市  
千 葉 市  
名 古 屋 市  
京 都 市  
福 岡 市  
東 京 都  
さ い た ま 市  
静 岡 市  
堺 市  

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
１３ 
ー 
ー 
ー 

企業所得 

７３６，６９１ 
２，０２６，１４２ 
８４２，１２３ 
１，０６２，９３０ 
９９１，５５２ 
２，１８１，４１２ 
１，３２３，９７３ 
７４０，５０４ 
９０３，２８４ 
２，２３７，９９６ 
１，５１０，６５８ 
１，７７９，４９１ 
２１，１２３，１００

… 
… 
… 

市　民　所　得 

財産所得 
 ９５，２６５ 

２６４，５５３ 
４３，１１９ 
１６５，６６８ 
８８，７４０ 
４０６，４５２ 
１９９，６４５ 
５５，６６２ 
８３，６９７ 
２４１，６５８ 
９６，５０２ 
１８９，７９５ 
５，５４８，６００

… 
… 
… 

雇用者報酬 

３，７０２，９７０ 
８，９９３，５１３ 
２，２１４，１４５ 
３，０２４，２８４ 
２，６０６，６０９ 
６，２２９，８００ 
３，６０１，１４６ 
１，８４１，３５３ 
２，１３５，６９８ 
５，１００，１４６ 
２，７４８，２１０ 
２，７３９，４１９ 
３３，４１５，０００ 

… 
… 
… 

総　額 

４，５３４，９２６ 
１１，２８４，２０８ 
３，０９９，３８７ 
４，２５２，８８２ 
３，６８６，９０１ 
８，８１７，６６４ 
５，１２４，７６４ 
２，６３７，５１９ 
３，１２２，６８０ 
７，５７９，８００ 
４，３５５，３７０ 
４，７０８，７０４ 
６０，０８６，６００ 

… 
… 
… 

１６．２％ 
１８．０％ 
２７．２％ 
２５．０％ 
２６．９％ 
２４．７％ 
２５．８％ 
２８．１％ 
２８．９％ 
２９．５％ 
３４．７％ 
３７．８％ 
３５．２％

… 
… 
… 

企業所得 
割　合 

２．１％ 
２．３％ 
１．４％ 
３．９％ 
２．４％ 
４．６％ 
３．９％ 
２．１％ 
２．７％ 
３．２％ 
２．２％ 
４．０％ 
９．２％ 
… 
… 
… 

財産所得 
割 　合 

８１．７％ 
７９．７％ 
７１．４％ 
７１．１％ 
７０．７％ 
７０．７％ 
７０．３％ 
６９．８％ 
６８．４％ 
６７．３％ 
６３．１％ 
５８．２％ 
５５．６％

… 
… 
… 

雇用者報酬 
割　合 

３，４１７ 
３，１５２ 
３，０２４ 
２，７８８ 
３，１９４ 
３，３５４ 
２，７２５ 
２，６５５ 
３，３７８ 
３，４２２ 
２，９５３ 
３，３６０ 
４，７７８
… 
… 
… 

１人当たり 
市民所得 
（千円） 

● 人口１０万人当たりの交通事故発生件数は大都市で１番少ない 

 

治安及び災害 12
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１９７０年 ２００５年 ２０００年 １９９５年 １９９０年 １９８５年 １９８０年 １９７５年 
６９．８４　 

７１．１１　 

７５．２３　 

７６．１６　 

７１．７９　 

７２．７５　 

７７．０１　 

７７．８０　 

７３．５７　 

７４．４１　 

７９．００　 

７９．５９　 

７４．９５　 

７５．５３　 

８０．７５　 

８１．２４　 

７６．０４　 

７６．３８　 

８２．０７　 

８２．０７　 

７６．７０　 

７６．６５　 

８３．２２　 

８３．０７　 

７７．７１　 

７７．６２　 

８４．６２　 

８４．４６　 

７８．７９　 

７９．０１　 

８５．７５　 

８６．２２　 

全 国  

川 崎 市  

全 国  

川 崎 市  

（男） 

（男） 

（女） 

（女） 

＊香港は中国の特別行政区です。 

１．川崎市の平均寿命 

75年 85年 95年 90年 80年 2000年 05年 1970年 

200,000

300,000

400,000

500,000

90.00 

85.00 

80.00 

75.00 

70.00 

65.00

（年） 

全　国（男） 
川崎市（男） 
全　国（女） 
川崎市（女） 

川崎市の平均寿命

　日本の場合、男性の平均寿命は世界第３位で、女性の平均寿命は世界一位です。 
　日本は人口１億人の大国ながら先進国の中でも抜け出しています。これについて厚生労働省は、「３大疾患の治
療が進歩していることが、寿命の順調な延びにつながった。」と分析しています。 
　川崎市は男女ともに全国平均よりも寿命は長く、２０００年から２００５年の間に、全国では男が１.０８年、女が１.１３年
の延びとなっていますが、川崎市では男が１.３９年、女が１.７６年と大きく延びています。 

　１９７０年（昭和４５年）以降の川崎市と全国の平均寿命を男女別に掲載しました。平均寿命とは、０歳に
おける平均余命を言います。 

２．各国の平均寿命 
　厚生労働省発表の「平成１９年簡易生命表」にある世界４１か国で、平均寿命の長い順に１２か国を掲載しました。

なお、国により作成基礎期間が異なります。 

（単位：年） 

（厚生労働省　都道府県別生命表） 

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
６ 
８ 
９ 
１０ 
１０ 
１２ 

ア イ ス ラ ン ド  
香 港  
日 本  
ス イ ス  
ス ウ ェ ー デ ン  
イ ス ラ エ ル  
オ ー ストラリア  
ノ ル ウ ェ ー  
シ ン ガ ポ ー ル  
オ ラ ン ダ  
ニュージーランド 
イ タ リ ア 

７９．４ 
７９．３ 
７９．１９ 
７９．１ 
７８．９４ 
７８．５ 
７８．５ 
７８．２４ 
７８．２ 
７８．１ 
７８．１ 
７７．９２ 

２００７ 
２００７ 
２００７ 
２００６ 
２００７ 
２００６ 

２００３-２００５ 
２００７ 
２００７ 
２００７ 

２００５-２００７ 
２００４ 

国　名 平均寿命 作成基礎期間 
（単位：年） 男 

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
６ 
８ 
９ 
９ 
９ 
９ 

日 本  
香 港  
フ ラ ン ス  
ス イ ス  
イ タ リ ア  
ス ペ イ ン  
オ ー ストラリア  
ス ウ ェ ー デ ン  
ア イ ス ラ ン ド  
シ ン ガ ポ ー ル  
オ ー ス ト リ ア  
フ ィ ン ラ ン ド 

８５．９９ 
８５．４ 
８４．１ 
８４．０ 
８３．７２ 
８３．４８ 
８３．３ 
８２．９９ 
８２．９ 
８２．９ 
８２．９ 
８２．９ 

２００７ 
２００７ 
２００６ 
２００６ 
２００４ 

２００４-２００５ 
２００３-２００５ 

２００７ 
２００７ 
２００７ 
２００７ 
２００７ 

国　名 平均寿命 作成基礎期間 
（単位：年） 女 
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68

川崎市 

東京都 

横浜市 

町田市 

青葉区 

都筑区 

港北区 

鶴見区 

1 川崎市近隣市区地図 

多摩市 

稲城市 

大田区 

目黒区 

世田谷区 

狛江市 

調布市 麻生区 

幸区 

中原区 

川崎区 

高津区 
宮前区 

多摩区 
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1

川崎市 

川崎区 

幸　区 

中原区 

高津区 

宮前区 

多摩区 

麻生区 

東京特別区 

目黒区 

大田区 

世田谷区 

調布市 

町田市 

狛江市 

多摩市 

稲城市 

横浜市 

鶴見区 

港北区 

青葉区 

都筑区 

調査時点又は期間 

単　位 

平成１７年１０月 

㎞
2

１４２．７０ 

３９．２１ 

１０．０５ 

１４．７０ 

１６．３６ 

１８．６１ 

２０．４９ 

２３．２８ 

６２１．３５ 

１４．７０ 

５９．４６ 

５８．０８ 

２１．５３ 

７１．６３ 

６．３９ 

２１．０８ 

１７．９７ 

４３７．３８ 

３３．２７ 

３１．３０ 

３５．１５ 

２７．９４ 

平成１７年１０月 

世帯数 

５９５，５１３ 

９４，０９９ 

６３，１７７ 

１０３，３２２ 

９１，４０９ 

８４，５５５ 

９６，８３７ 

６２，１１４ 

４，１４６，４８１ 

１３６，６２２ 

３１６，０１０ 

４２９，６８０ 

１０２，００６ 

１６４，１２６ 

３７，８０２ 

６２，９６４ 

３０，４５７ 

１，４７８，１０４ 

１１６，７０２ 

１４０，９１９ 

１１３，３０８ 

６５，４９３ 

１，３２７，０１１ 

２０３，８０４ 

１４４，４８７ 

２１０，５４３ 

２０１，７９２ 

２０７，８９５ 

２０５，３８９ 

１５３，１０１ 

８，４８９，６５３ 

２６４，０６４ 

６６５，６７４ 

８４１，１６５ 

２１６，１１９ 

４０５，５３４ 

７８，３１９ 

１４５，８７７ 

７６，４９２ 

３，５７９，６２８ 

２６４，５４８ 

３１１，７２２ 

２９５，６０３ 

１７９，００８ 

平成１７年１０月 

人 

９，２９９ 

５，１９８ 

１４，３７７ 

１４，３２３ 

１２，３３４ 

１１，１７１ 

１０，０２４ 

６，５７７ 

１３，６６３ 

１７，９６４ 

１１，１９５ 

１４，４８３ 

１０，０３８ 

５，６６２ 

１２，２５６ 

６，９２０ 

４，２５７ 

８，１８４ 

７，９５２ 

９，９５９ 

８，４１０ 

６，４０７ 

平成１７年１０月 

人 

１，１５４，４３６ 

２５７，５２１ 

１２８，２５５ 

１９０，３７２ 

１６３，５４１ 

１４５，６４７ 

１５４，９０１ 

１１４，１９９ 

１１，２８４，６９９ 

２７１，３２０ 

６５７，２０９ 

７３６，０４０ 

１８６，２７５ 

３６４，０９１ 

５７，３８６ 

１３７，６２２ 

５８，９１３ 

３，２０５，１４４ 

２４４，４９７ 

２８５，４６５ 

２１８，７９４ 

１７４，８３５ 

平成１７年１０月 

人 

８７．１　 

１２６．７　 

８８．８　 

９０．４　 

８１．１　 

７０．１　 

７５．４　 

７４．６　 

１３５．１　 

１０９．１　 

９９．０　 

８９．７　 

８６．３　 

９０．０　 

７３．３　 

９４．３　 

７７．１　 

９０．４　 

９３.０　 

９３.２　 

７５.１　 

９８.６　 

平成１７年１０月 

人 

８，０３４ 

１，７２８ 

１，１３３ 

１，２２９ 

１，１３５ 

９４７ 

１，０７０ 

７９２ 

６５，１５３ 

１，７８０ 

５，１６５ 

５，６４１ 

１，３５０ 

２，６７３ 

５１５ 

７８８ 

４２２ 

２３，３３３ 

１，８６４ 

１，６６７ 

１，２３８ 

６９７ 

１２，８４５ 

１，７０１ 

１，３７７ 

２，２４３ 

２，１８０ 

２，１９３ 

１，９２９ 

１，２２２ 

６４，１７１ 

１，７７４ 

５，１９８ 

６，１４７ 

１，８７３ 

３，２１４ 

６０２ 

１，０８３ 

７２８ 

３１，１４２ 

２，５０６ 

２，９５７ 

２，９１４ 

１，９８４ 

平成１７年 
 

平成１７年 
 

人 

区　分 面　積 世帯数 人　口 昼間人口 出生数 死亡数 昼 夜 間  
人口比率 

人口密度（面積
1ｋ㎡当たり） 

国土交通省 
国土地理院数値 

総人口÷総面積 
昼間人口÷常住 
人口（年齢不詳を除く） 

 

備　考 

川崎市 

川崎区 

幸　区 

中原区 

高津区 

宮前区 

多摩区 

麻生区 

東京特別区 

目黒区 

大田区 

世田谷区 

調布市 

町田市 

狛江市 

多摩市 

稲城市 

横浜市 

鶴見区 

港北区 

青葉区 

都筑区 

調査時点又は期間 

単　位 

平成１８年 

人 

１６，８１１ 

２，４１１ 

３８７ 

４，０１３ 

４，３０１ 

１，４１４ 

５７０ 

３，７１５ 

７６，６８６ 

３，１９９ 

４，７９３ 

９，９１９ 

７９１ 

４，１５９ 

▲　２１３ 

８２８ 

２，７７２ 

２１，８７４ 

１，８６４ 

５，００３ 

２，２５６ 

３，７４７ 

平成１７年１０月 

人 

２．２３　 

２．１７　 

２．２９　 

２．０４　 

２．２１　 

２．４６　 

２．１２　 

２．４６　 

２．０５　 

１．９３　 

２．１１　 

１．９６　 

２．１２　 

２．４７　 

２．０７　 

２．３２　 

２．５１　 

２．４２　 

２．２７　 

２．２１　 

２．６１　 

２．７３　 

１７４，２６４ 

２４，００２ 

１７，８０７ 

２６，４９０ 

２７，３６４ 

３２，１６１ 

２５，８１８ 

２０，６２２ 

９０１，０８７ 

２３，９９２ 

７４，１２２ 

８６，５４０ 

２５，６９１ 

５４，１７２ 

８，６０８ 

１７，１３６ 

１１，８２７ 

４８１，９６０ 

３４，５１７ 

３９，３０６ 

４７，６５４ 

３４，５８１ 

平成１７年１０月 

人 

１３．１　 

１１．８　 

１２．３　 

１２．６　 

１３．６　 

１５．５　 

１２．６　 

１３．５　 

１０．６　 

９．１　 

１１．１　 

１０．３　 

１１．９　 

１３．４　 

１１．０　 

１１．７　 

１５．５　 

１３．５　 

１３．０　 

１２．６　 

１６．１　 

１９．３　 

平成１７年１０月 

％ 

９５７，７１２ 

１４１，９３１ 

１０１，４４７ 

１５６，３５４ 

１４８，８２６ 

１４９，１６０ 

１５２，４０９ 

１０７，５８５ 

５，８８２，２５１ 

１７８，３９６ 

４６７，５６３ 

５９１，５８３ 

１５４，１１１ 

２７６，５７２ 

５５，４１８ 

１０５，７６１ 

５３，６７９ 

２，４５９，６４８ 

１８６，５１１ 

２２２，０７５ 

２０７，２６４ 

１２３，８９３ 

平成１７年１０月 

人 

７２．２　 

６９．６　 

７０．２　 

７４．３　 

７３．８　 

７１．７　 

７４．２　 

７０．３　 

６９．３　 

６７．６　 

７０．２　 

７０．３　 

７１．３　 

６８．２　 

７０．８　 

７２．５　 

７０．２　 

６８．７　 

７０．５　 

７１．２　 

７０．１　 

６９．２　 

平成１７年１０月 

人 ％ 

１４．６　 

１８．３　 

１７．４　 

１３．１　 

１２．７　 

１２．８　 

１３．２　 

１６．３　 

１８．５　 

１７．６　 

１８．４　 

１６．９　 

１６．７　 

１８．２　 

１８．２　 

１５．８　 

１４．２　 

１６．９　 

１５．８　 

１４．４　 

１２．３　 

１０．６　 

１９４，１７６ 

３７，３２３ 

２５，１０８ 

２７，６６２ 

２５，５６４ 

２６，５５１ 

２７，０７８ 

２４，８９０ 

１，５６８，６１７ 

４６，３６１ 

１２２，３４２ 

１４２，１９７ 

３６，００７ 

７３，７０５ 

１４，２８８ 

２２，９８０ 

１０，８８８ 

６０３，８３９ 

４１，８００ 

４４，７９５ 

３６，５０２ 

１８，９２１ 

平成１７年１０月 
 

平成１７年１０月 
 

％ 

区　分 人口増減 １世帯当たり 
人員 

１５歳未満 
人口 

１５～６４歳  
人 口  

６５歳以上 
人口 

６５歳以上 
人口割合 

１５～６４歳  
人口割合 

１５歳未満 
人口割合 

総人口÷世帯数 
１５～６４歳人口÷ 

総人口 
６５歳以上人口÷ 

総人口 
１５歳未満人口÷ 

総人口 
備　考 

2 データ一覧 
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川崎市 

川崎区 

幸　区 

中原区 

高津区 

宮前区 

多摩区 

麻生区 

東京特別区 

目黒区 

大田区 

世田谷区 

調布市 

町田市 

狛江市 

多摩市 

稲城市 

横浜市 

鶴見区 

港北区 

青葉区 

都筑区 

調査時点又は期間 

単　位 

平成１７年１０月 

世帯 

３２，８７７ 

７，６８５ 

４，６７４ 

５，０１９ 

４，３５４ 

３，６７３ 

４，１５６ 

３，３１６ 

３７１，６４１ 

１１，５２６ 

２７，６７６ 

３３，７６７ 

７，１４３ 

１２，０４３ 

２，８３２ 

３，７５１ 

１，５９０ 

９７，６２１ 

８，２０１ 

７，３１５ 

４，７５３ 

２，３３０ 

平成１７年１０月 

％ 

５．５ 

８．２ 

７．４ 

４．９ 

４．８ 

４．３ 

４．３ 

５．３ 

９．０ 

８．４ 

８．８ 

７．９ 

７．０ 

７．３ 

７．５ 

６．０ 

５．２ 

６．６ 

７．０ 

５．２ 

４．２ 

３．６ 

４，２２９，７７６ 

３，２６１，０４１ 

７６，４４２ 

５８２，２１５ 

２０６，４２１ 

３６，２５３ 

３５，３７５ 

３２，０３０ 

４，９２８，４０８ 

６３，９７５ 

７２３，１５８ 

６２，７９２ 

９６，６６９ 

７６，６５７ 

３１，９２６ 

２１，４６７ 

４１，９９４ 

４，４１６，３７６ 

６８９，８５７ 

３３１，６３５ 

４４，９３６ 

４１２，０５２ 

平成１７年１２月 

百万円 

５６，２３２ 

２４，１７６ 

６，１６５ 

１０，３６４ 

９，２５０ 

２，１５８ 

２，３５５ 

１，７６４ 

２３６，１１０ 

３，４２０ 

３２，７４１ 

３，６２９ 

３，８１４ 

５，２５２ 

１，２３５ 

７３９ 

２，１６３ 

１０９，９９５ 

１４，８２４ 

１５，０５４ 

１，６３９ 

１７，２４３ 

平成１７年１２月 

人 

７５．２２ 

１３４．８９ 

１２．４０ 

５６．１８ 

２２．３２ 

１６．８０ 

１５．０２ 

１８．１６ 

２０．８７ 

１８．７１ 

２２．０９ 

１７．３０ 

２５．３５ 

１４．６０ 

２５．８５ 

２９．０５ 

１９．４１ 

４０．１５ 

４６．５４ 

２２．０３ 

２７.４２ 

　２３.９０ 

平成１７年１２月 

百万円 

３，０３９，５６７ 

７５５，７５５ 

７６４，８０４ 

４８１，１４２ 

２７３，９８９ 

４６５，０４１ 

１５８，０００ 

１４０，８３７ 

１６９，１１４，６０８ 

１，１６６，９８１ 

５，４８０，７１７ 

１，７０５，６９６ 

４３１，９４９ 

７５０，１３９ 

６３，４７２ 

２２４，４７８ 

５１，５６６ 

９，３１０，５０９ 

４４２，７６０ 

１，２３５，４５３ 

３７２，６２０ 

６１９，９５５ 

平成１６年６月 
 

人 

３５．３４ 

３３．１３ 

７６．０２ 

３６．０５ 

２４．３６ 

３８．８４ 

１７．４４ 

１８．７８ 

１２１．６６ 

４６．１３ 

８１．８４ 

３０．２４ 

２７．５２ 

２６．２６ 

１８．２５ 

２２．５９ 

１６．９６ 

３６．８０ 

２７．２８ 

５１．３５ 

２５．３２ 

３９．１６ 

８５，９９８ 

２２，８１１ 

１０，０６０ 

１３，３４８ 

１１，２４６ 

１１，９７２ 

９，０６１ 

７，５００ 

１，３９０，０２１ 

２５，２９８ 

６６，９６６ 

５６，４００ 

１５，６９８ 

２８，５６５ 

３，４７７ 

９，９３７ 

３，０４１ 

２５３，０２６ 

１６，２２８ 

２４，０６０ 

１４，７１８ 

１５，８３２ 

平成１６年６月 平成１６年６月 
 

百万円 百万円 

区　分 高齢者単身 
世帯数 

高齢者単身 
世帯割合 

製造品 
出荷額等 

製造品出荷額等 
（従業者１人当たり） 

商業従業者数 商業年間商品販売額 
（従業者１人当たり） 

商業年間 
商品販売額 

製造業 
従業者数 

商業年間商品販売額 
÷商業従業者数 

製造品出荷額等 
÷製造業従業者数 

高齢者単身 
世帯数÷世帯数 備　考 

川崎市 

川崎区 

幸　区 

中原区 

高津区 

宮前区 

多摩区 

麻生区 

東京特別区 

目黒区 

大田区 

世田谷区 

調布市 

町田市 

狛江市 

多摩市 

稲城市 

横浜市 

鶴見区 

港北区 

青葉区 

都筑区 

調査時点又は期間 

単　位 

平成１８年５月 

人 

６８，８９１ 

９，２８４ 

６，３７１ 

１０，３８３ 

１１，１３１ 

１２，５７８ 

９，９６１ 

９，１８３ 

３６７，１６１ 

９，６５７ 

２９，１７８ 

３５，０５２ 

１０，６０４ 

２３，６４５ 

３，１８２ 

６，８４５ 

４，８７１ 

１９５，９８０ 

１３，３３１ 

１５，５０５ 

１９，５８９ 

１５，１８４ 

平成１８年５月 

人 

３，４７１ 

５２６ 

３３５ 

５２７ 

５２５ 

５８５ 

５００ 

４７３ 

１９，１４０ 

５３７ 

１，３９３ 

１，７０９ 

５１９ 

１，１２９ 

１６２ 

４０４ 

２４４ 

９，６１０ 

６４０ 

７４０ 

９０５ 

６８４ 

２９，０９５ 

４，０５３ 

２，３５９ 

４，３６１ 

３，８０３ 

５，０９３ 

５，１４１ 

４，２８５ 

１９３，２８６ 

４，６５７ 

１０，５９１ 

１８，５９５ 

４，８１５ 

１１，１２２ 

１，１７２ 

３，８０７ 

１，９００ 

８８，０３８ 

５，４７６ 

７，１３７ 

７，６４１ 

５，３７０ 

平成１８年５月 

人 

１，８１７ 

２８４ 

１５４ 

２９３ 

２１２ 

２９４ 

２９８ 

２８２ 

１１，７２０ 

２９８ 

６６８ 

１，１６４ 

２７８ 

６５８ 

８８ 

２３９ 

１４１ 

５，２２２ 

３４６ 

３９４ 

４４５ 

２９４ 

平成１８年５月 

人 

１１，７１６ 

１，８９３ 

１，４６６ 

２，０１７ 

１，６８７ 

１，５３０ 

２，０８５ 

１，０３８ 

１０３，４１８ 

２，４１３ 

８，１９９ 

６，７２８ 

２，４４３ 

４，５１９ 

８８３ 

２，２０８ 

１，５２６ 

３０，７９６ 

２，３４９ 

２，７０６ 

２，３０１ 

２，０００ 

平成１７年１０月 

人 

２７６ 

８１ 

１９ 

５０ 

４１ 

３０ 

３５ 

２０ 

２，８２２ 

７７ 

１７７ 

１９８ 

４２ 

９６ 

１６ 

３３ 

１６ 

６１３ 

４７ 

５７ 

３６ 

２６ 

平成１８年 

件 件 

 １８，９９２ 

５，８２２ 

１，７０１ 

２，９７３ 

２，４８８ 

１，６４１ 

２，５７７ 

１，７９０ 

１７８，９２９ 

３，７１２ 

１０，０３８ 

１３，３２８ 

… 
６，５９１ 

… 
… 
… 

４６，７５０ 

３，４３１ 

４，８３８ 

２，９５６ 

２，３８２ 

６，４００ 

１，２６２ 

７７４ 

７３８ 

１，２０３ 

９８２ 

８３０ 

６１１ 

５１，５７７ 

１，６９４ 

３，３８４ 

４，９８６ 

１，１７５ 

２，５８７ 

３６８ 

６８２ 

３５９ 

２１，２８４ 

１，３８５ 

１，７７２ 

１，５９８ 

１，３０３ 

平成１８年 平成１８年 

件 

区　分 
小学校 
児童数 

小学校 
教員数 

中学校 
生徒数 

保育所 
在所児数 

交通事故 
発生件数 

刑法犯 
認知件数 

建物火災 
出火件数 

中学校 
教員数 

備　考 

＊総務省統計局『統計でみる市区町村のすがた2008』 
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人　　口 電気・ガス・上下水道 

交通・運輸 

教育・文化 

住居・公園 

労働・社会保障 

衛生・生活環境 

財政（当初予算額） 

治安・災害 

人口動態 
 

事業所（民営） 

農　　業 
 

工　　業 
 

商　　業 
 

物　　価 

消費（家計） 

市民経済計算 

項　　目 データ 単位 調査期日 

世帯数 

人口 

男　性 

女　性 

性比（女性=１００） 

平均年齢 

１５歳未満人口割合 

１５～６４歳人口割合 

６５歳以上人口割合 

 

出　生 

死　亡 

転　入 

転　出 

外国人登録人口 

昼間人口 

昼夜間人口比率 

 

事業所数 

従業者数 

 

販売農家戸数（専業） 

販売農家戸数（兼業） 

自給的農家戸数 

 

事業所数 

従業者数 

製造品出荷額等 

 

卸売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

小売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

大型小売店 

店舗数 

従業者数 

　年間商品販売額 

 

消費者物価指数 

総　合 

食　料 

 

総世帯消費支出 

　うち勤労者世帯 

実収入 

消費支出 

 

市内総生産 

電力・電灯消費量 

　うち電灯消費量 

都市ガス消費量 

上水道給水量 

下水道処理区域面積 

 

ＪＲ乗車人員 

私鉄乗車人員 

市バス乗車人員 

自動車台数 

 

幼稚園 

園　数 

在園者数 

小学校 

学校数 

児童数 

中学校 

学校数 

生徒数 

高等学校 

学校数 

生徒数 

図書館蔵書数 

 

着工新設住宅 

公営住宅戸数 

都市公園面積 

道路総延長 

 

職業紹介状況 

有効求人数 

有効求職者数 

生活保護 

　  現に保護を受けている者 

　保護費 

国民健康保険被保険者数 

 

平均寿命 

男　性 

女　性 

ごみ収集量 

 

予算総額 

一般会計予算 

市税収入額 

市税／一般会計歳入 

 

交通事故発生件数 

刑法犯認知件数 

火災発生件数 

救急出場件数 

６３３，９２４ 

１，３７９，６３４ 

７１２，７３５ 

６６６，８９９ 

１０６．９ 

４０．７ 

１３．１ 

７１．３ 

１５．６ 

 

１４，２５２ 

８，４１０ 

１１９，０９７ 

９７，８８９ 

３１，０１４ 

１，１５４，４３６ 

８７．１ 

 

３９，２６０ 

４５９，７６８ 

 

２２３ 

５４５ 

５５８ 

 

１，７００ 

５３，５４０ 

４，４７５，６６２ 

 

 

１，６０９ 

２２，０９８ 

２，４７０，３４１ 

 

７，４９２ 

６３，６６６ 

１，１６８，９１８ 

 

８８ 

７，９１７ 

２９７，２７８ 

 

（平成１７年＝１００）  

１００．４ 

１０１．２ 

 

２６３，７６６ 

 

５０４，２２８ 

２８０，９９９ 

 

４，６４５，５５４ 

９，１６４，７４０ 

２，７４４，１０５ 

１，１８１，６２１ 

１５２，４８６ 

１０，５９６ 

 

２１，７５８ 

２６，２１７ 

４，７１７ 

４７１，３１８ 

 

 

８８ 

２３，４７５ 

 

１１８ 

６９，７１０ 

 

５７ 

２９，８０１ 

 

２５ 

２１，２５８ 

２，０８７，８６６ 

 

２０，８１４ 

２６，２６７ 

４９７ 

２，５１４ 

 

 

１８１，３２９ 

１８６，６９０ 

 

２４，０１２ 

４３，４１１ 

４４０，６０２ 

 

 

８０．０８ 

８８．７８ 

４７８，０８６ 

 

１，２７８，７５２ 

５５２，３９４ 

２８２，１９２ 

５１．１  

 

６，２５７ 

１９，０２６ 

４５０ 

５８，８６２ 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

 

平成１９年 

平成１９年 

平成１９年 

平成１９年 

平成２０年３月末日 

平成１７年１０月１日 

平成１７年１０月１日 

 

平成１８年１０月１日 

平成１８年１０月１日 

 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

 

平成１８年１２月３１日 

平成１８年１２月３１日 

平成１８年１２月３１日 

 

 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

 

平成１８年１２月３１日 

平成１８年１２月３１日 

平成１８年 

 

 

平成１９年平均 

平成１９年平均 

 

平成１９年平均１か月間 

 

平成１９年平均１か月間 

平成１９年平均１か月間 

 

平成１７年度 

平成１８年度 

平成１８年度 

平成１８年度 

平成１８年度 

平成１９年３月３１日 

 

平成１８年度 

平成１８年度 

平成１８年度 

平成１９年３月３１日 

 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

平成１９年３月３１日 

 

平成１８年 

平成１９年３月３１日 

平成１９年３月３１日 

平成１９年４月１日 

 

 

平成１８年 

平成１８年 

 

平成１８年度月平均 

平成１８年度 

平成１８年度月平均 

 

 

平成１８年 

平成１８年 

平成１９年度 

 

平成１９年度 

平成１９年度 

平成１９年度 

平成１９年度 

 

平成１８年 

平成１８年 

平成１８年 

平成１８年 

項　　目 データ 単位 調査期日 

世帯 

人 

人 

人 

 

歳 

％ 

％ 

％ 

 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

 

 

事業所 

人 

 

戸 

戸 

戸 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

事業所 

人 

百万円 

 

事業所 

人 

百万円 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

 

 

 

円 

 

円 

円 

 

百万円 

千kwh 

千kwh 

千立方　 

千立方　 

ha 

 

万人 

万人 

万人 

台 

 

 

園 

人 

 

校 

人 

 

校 

人 

 

校 

人 

冊 

 

戸 

戸 

ha 

㎞ 

 

 

人 

人 

 

人 

百万円 

人 

人 

 

年 

年 

ｔ 

 

百万円 

百万円 

百万円 

％ 

 

件 

件 

件 

件 

メー 
トル 

メー 
トル 

川崎市基礎データ 1
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人　　口 

人口動態 
 

事業所（民営） 

農　　業 
 

商　　業 
 

工　　業 
 

教育・文化 
 

治安・災害 
 

人　　口 

人口動態 
 

事業所（民営） 

農　　業 
 

商　　業 
 

工　　業 
 

教育・文化 
 

治安・災害 
 

項　　目 データ 単位 調査期日 

世帯数 

人口 

男　性 

女　性 

性比（女性=１００） 

平均年齢 

１５歳未満人口割合 

１５～６４歳人口割合 

６５歳以上人口割合 

 

出　生 

死　亡 

転　入 

転　出 

外国人登録人口 

昼間人口 

昼夜間人口比率 

 

事業所数 

従業者数 

 

販売農家戸数（専業） 

販売農家戸数（兼業） 

自給的農家戸数 

 

事業所数 

従業者数 

製造品出荷額等 

 

卸売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

小売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

 

幼稚園 

園　数 

在園者数 

小学校 

学校数 

児童数 

中学校 

学校数 

生徒数 

 

交通事故発生件数 

刑法犯認知件数 

火災発生件数 

１０１，４８０ 

２１２，１５０ 

１１３，８３７ 

９８，３１３ 

１１５．８ 

４３．２ 

１１．７ 

６８．９ 

１９．１ 

 

１，９５４ 

１，８９０ 

１７，６３２ 

１２，７７１ 

１１，４７３ 

２５７，５２１ 

１２６．７ 

 

１０，９９８ 

１４１，１５６ 

 

－ 

－ 

２ 

 

５１６ 

２４，０７２ 

３，３９０，３８６ 

 

 

４８７ 

５，４２２ 

５０８，６５４ 

 

１，９８１ 

１５，０１５ 

３３２，９０９ 

 

 

１９ 

３，０６５ 

　 

２１ 

９，３９１ 

 

１０ 

４，１０１ 

 

１，２０２ 

５，８２７ 

１３９ 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

 

平成１９年 

平成１９年 

平成１９年 

平成１９年 

平成２０年３月末日 

平成１７年１０月１日 

平成１７年１０月１日 

 

平成１８年１０月１日 

平成１８年１０月１日 

 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

 

平成１８年１２月３１日 

平成１８年１２月３１日 

平成１８年１２月３１日 

 

 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１８年 

平成１８年 

平成１８年 

世帯 

人 

人 

人 

 

歳 

％ 

％ 

％ 

 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

 

 

事業所 

人 

 

戸 

戸 

戸 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

事業所 

人 

百万円 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

園 

人 

 

校 

人 

 

校 

人 

 

件 

件 

件 

項　　目 データ 単位 調査期日 

世帯数 

人口 

男　性 

女　性 

性比（女性=１００） 

平均年齢 

１５歳未満人口割合 

１５～６４歳人口割合 

６５歳以上人口割合 

 

出　生 

死　亡 

転　入 

転　出 

外国人登録人口 

昼間人口 

昼夜間人口比率 

 

事業所数 

従業者数 

 

販売農家戸数（専業） 

販売農家戸数（兼業） 

自給的農家戸数 

 

事業所数 

従業者数 

製造品出荷額等 

 

卸売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

小売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

 

幼稚園 

園　数 

在園者数 

小学校 

学校数 

児童数 

中学校 

学校数 

生徒数 

 

交通事故発生件数 

刑法犯認知件数 

火災発生件数 

６６，８１２ 

１４８，８７８ 

７６，７７７ 

７２，１０１ 

１０６．５ 

４２．６ 

１２．４ 

６９．１ 

１８．４ 

 

１，４８９ 

１，１８４ 

１１，８８２ 

９，３３７ 

３，５１３ 

１２８，２５５ 

８８．８ 

 

４，８１８ 

５７，７９７ 

 

１ 

２ 

６ 

 

１８２ 

４，４５２ 

１３０，８７２ 

 

 

２３０ 

８，７４５ 

１，１６３，１７４ 

 

１，０２６ 

８，３０７ 

１２８，８２９ 

 

 

１２ 

３，０９６ 

 

１３ 

６，４７１ 

 

５ 

２，３４０ 

 

７７４ 

１，７０３ 

３１ 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

 

平成１９年 

平成１９年 

平成１９年 

平成１９年 

平成２０年３月末日 

平成１７年１０月１日 

平成１７年１０月１日 

 

平成１８年１０月１日 

平成１８年１０月１日 

 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

 

平成１８年１２月３１日 

平成１８年１２月３１日 

平成１８年１２月３１日 

 

 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１８年 

平成１８年 

平成１８年 

世帯 

人 

人 

人 

 

歳 

％ 

％ 

％ 

 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

 

 

事業所 

人 

 

戸 

戸 

戸 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

事業所 

人 

百万円 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

園 

人 

 

校 

人 

 

校 

人 

 

件 

件 

件 

2 3川崎区基礎データ 幸区基礎データ 



74

人　　口 

人口動態 
 

事業所（民営） 

農　　業 
 

商　　業 
 

工　　業 
 

教育・文化 
 

治安・災害 
 

人　　口 

人口動態 
 

事業所（民営） 

農　　業 
 

商　　業 
 

工　　業 
 

教育・文化 
 

治安・災害 
 

項　　目 データ 単位 調査期日 

世帯数 

人口 

男　性 

女　性 

性比（女性=１００） 

平均年齢 

１５歳未満人口割合 

１５～６４歳人口割合 

６５歳以上人口割合 

 

出　生 

死　亡 

転　入 

転　出 

外国人登録人口 

昼間人口 

昼夜間人口比率 

 

事業所数 

従業者数 

 

販売農家戸数（専業） 

販売農家戸数（兼業） 

自給的農家戸数 

 

事業所数 

従業者数 

製造品出荷額等 

 

卸売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

小売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

 

幼稚園 

園　数 

在園者数 

小学校 

学校数 

児童数 

中学校 

学校数 

生徒数 

 

交通事故発生件数 

刑法犯認知件数 

火災発生件数 

１１０，７５３ 

２２１，７５０ 

１１６，０９１ 

１０５，６５９ 

１０９．９ 

３９．５ 

１２．７ 

７３．８ 

１３．５ 

 

２，５３３ 

１，２４５ 

２２，０７６ 

１７，９７６ 

３，８６８ 

１９０，３７２ 

９０．４ 

 

６，７３２ 

８７，４４７ 

 

１１ 

４６ 

４７ 

 

２８２ 

１０，３８２ 

６５４，４５１ 

 

 

２０１ 

１，７９１ 

３２８，１４２ 

 

１，３５４ 

９，８７８ 

１４６，０７２ 

 

 

１４ 

３，２６３ 

 

１９ 

１０，６６９ 

 

１０ 

４，４５４ 

 

７３８ 

２，９７６ 

７８ 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

 

平成１９年 

平成１９年 

平成１９年 

平成１９年 

平成２０年３月末日 

平成１７年１０月１日 

平成１７年１０月１日 

 

平成１８年１０月１日 

平成１８年１０月１日 

 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

 

平成１８年１２月３１日 

平成１８年１２月３１日 

平成１８年１２月３１日 

 

 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１８年 

平成１８年 

平成１８年 

世帯 

人 

人 

人 

 

歳 

％ 

％ 

％ 

 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

 

 

事業所 

人 

 

戸 

戸 

戸 

 

事業所

人 

百万円 

 

 

事業所

人 

百万円 

 

事業所

人 

百万円 

 

 

園 

人 

 

校 

人 

 

校 

人 

 

件 

件 

件 

項　　目 データ 単位 調査期日 

世帯数 

人口 

男　性 

女　性 

性比（女性=１００） 

平均年齢 

１５歳未満人口割合 

１５～６４歳人口割合 

６５歳以上人口割合 

 

出　生 

死　亡 

転　入 

転　出 

外国人登録人口 

昼間人口 

昼夜間人口比率 

 

事業所数 

従業者数 

 

販売農家戸数（専業） 

販売農家戸数（兼業） 

自給的農家戸数 

 

事業所数 

従業者数 

製造品出荷額等 

 

卸売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

小売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

 

幼稚園 

園　数 

在園者数 

小学校 

学校数 

児童数 

中学校 

学校数 

生徒数 

 

交通事故発生件数 

刑法犯認知件数 

火災発生件数 

９７，５９５ 

２１１，３４８ 

１０７，９６０ 

１０３，３８８ 

１０４．４ 

３９．４ 

１３．６ 

７３．０ 

１３．４ 

 

２，３６８ 

１，１２２ 

１９，９４５ 

１６，２５８ 

３，６９８ 

１６３，５４１ 

８１．１ 

 

５，４２９ 

６１，０７６ 

 

３９ 

８６ 

１１３ 

 

４０３ 

８，３７８ 

１９３，４４１ 

 

 

１７７ 

１，７７０ 

９７，４１８ 

 

８６４ 

８，２９３ 

１７２，２８０ 

 

 

１０ 

４，１１８ 

 

１６ 

１１，３６０ 

 

６ 

３，９０９ 

 

１，１７６ 

２，４８５ 

６３ 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

 

平成１９年 

平成１９年 

平成１９年 

平成１９年 

平成２０年３月末日 

平成１７年１０月１日 

平成１７年１０月１日 

 

平成１８年１０月１日 

平成１８年１０月１日 

 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

 

平成１８年１２月３１日 

平成１８年１２月３１日 

平成１８年１２月３１日 

 

 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１８年 

平成１８年 

平成１８年 

世帯 

人 

人 

人 

 

歳 

％ 

％ 

％ 

 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

 

 

事業所 

人 

 

戸 

戸 

戸 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

事業所

人 

百万円 

 

事業所

人 

百万円 

 

 

園 

人 

 

校 

人 

 

校 

人 

 

件 

件 

件 

4 5中原区基礎データ 高津区基礎データ 



75

人　　口 

人口動態 
 

事業所（民営） 

農　　業 
 

商　　業 
 

工　　業 
 

教育・文化 
 

治安・災害 
 

人　　口 

人口動態 
 

事業所（民営） 

農　　業 
 

商　　業 
 

工　　業 
 

教育・文化 
 

治安・災害 
 

項　　目 データ 単位 調査期日 

世帯数 

人口 

男　性 

女　性 

性比（女性=１００） 

平均年齢 

１５歳未満人口割合 

１５～６４歳人口割合 

６５歳以上人口割合 

 

出　生 

死　亡 

転　入 

転　出 

外国人登録人口 

昼間人口 

昼夜間人口比率 

 

事業所数 

従業者数 

 

販売農家戸数（専業） 

販売農家戸数（兼業） 

自給的農家戸数 

 

事業所数 

従業者数 

製造品出荷額等 

 

卸売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

小売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

 

幼稚園 

園　数 

在園者数 

小学校 

学校数 

児童数 

中学校 

学校数 

生徒数 

 

交通事故発生件数 

刑法犯認知件数 

火災発生件数 

８８,８８９ 

２１３，５５７ 

１０７，６９６ 

１０５，８６１ 

１０１．７ 

３９．８ 

１５．４ 

７０．４ 

１４．２ 

 

２，２９０ 

１，０２５ 

１７，０６４ 

１５，４１４ 

２，９２６ 

１４５，６４７ 

７０．１ 

 

４，０１８ 

４０，６３３ 

 

６８ 

１３９ 

１３８ 

 

１２９ 

２，０２０ 

３４，２３９ 

 

 

３２１ 

３，１５５ 

３０８，８２４ 

 

６７３ 

７，２８７ 

１６３，８１６ 

 

 

１１ 

４，１６５ 

 

１７ 

１２，６３２ 

 

８ 

５，２９５ 

 

９３０ 

１，６６５ 

５３ 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

 

平成１９年 

平成１９年 

平成１９年 

平成１９年 

平成２０年３月末日 

平成１７年１０月１日 

平成１７年１０月１日 

 

平成１８年１０月１日 

平成１８年１０月１日 

 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

 

平成１８年１２月３１日 

平成１８年１２月３１日 

平成１８年１２月３１日 

 

 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１８年 

平成１８年 

平成１８年 

世帯 

人 

人 

人 

 

歳 

％ 

％ 

％ 

 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

 

 

事業所 

人 

 

戸 

戸 

戸 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

事業所 

人 

百万円 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

園 

人 

 

校 

人 

 

校 

人 

 

件 

件 

件 

項　　目 データ 単位 調査期日 

世帯数 

人口 

男　性 

女　性 

性比（女性=１００） 

平均年齢 

１５歳未満人口割合 

１５～６４歳人口割合 

６５歳以上人口割合 

 

出　生 

死　亡 

転　入 

転　出 

外国人登録人口 

昼間人口 

昼夜間人口比率 

 

事業所数 

従業者数 

 

販売農家戸数（専業） 

販売農家戸数（兼業） 

自給的農家戸数 

 

事業所数 

従業者数 

製造品出荷額等 

 

卸売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

小売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

 

幼稚園 

園　数 

在園者数 

小学校 

学校数 

児童数 

中学校 

学校数 

生徒数 

 

交通事故発生件数 

刑法犯認知件数 

火災発生件数 

１００，７８３ 

２０９，１０４ 

１０９，８８３ 

９９，２２１ 

１１０．７ 

３９．７ 

１２．３ 

７３．３ 

１４．４ 

 

２，１４０ 

１，０７３ 

１７，１３５ 

１６，１５１ 

３，７１１ 

１５４，９０１ 

７５．４ 

 

４，５４５ 

３８，９０４ 

 

５３ 

１３１ 

１１１ 

 

１２３ 

２，３８９ 

３５，２９５ 

 

 

１２２ 

７９５ 

３８，０８９ 

 

９７８ 

８，３５７ 

１２１，９７１ 

 

 

１４ 

３，２２９ 

 

１５ 

９，８９０ 

 

９ 

５，３１７ 

 

８２６ 

２，５７８ 

５５ 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

 

平成１９年 

平成１９年 

平成１９年 

平成１９年 

平成２０年３月末日 

平成１７年１０月１日 

平成１７年１０月１日 

 

平成１８年１０月１日 

平成１８年１０月１日 

 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

 

平成１８年１２月３１日 

平成１８年１２月３１日 

平成１８年１２月３１日 

 

 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１８年 

平成１８年 

平成１８年 

世帯 

人 

人 

人 

 

歳 

％ 

％ 

％ 

 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

 

 

事業所 

人 

 

戸 

戸 

戸 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

事業所 

人 

百万円 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

園 

人 

 

校 

人 

 

校 

人 

 

件 

件 

件 
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人　　口 

人口動態 
 

事業所（民営） 

農　　業 
 

商　　業 
 

工　　業 
 

教育・文化 
 

治安・災害 
 

項　　目 データ 単位 調査期日 

世帯数 

人口 

男　性 

女　性 

性比（女性=１００） 

平均年齢 

１５歳未満人口割合 

１５～６４歳人口割合 

６５歳以上人口割合 

 

出　生 

死　亡 

転　入 

転　出 

外国人登録人口 

昼間人口 

昼夜間人口比率 

 

事業所数 

従業者数 

 

販売農家戸数（専業） 

販売農家戸数（兼業） 

自給的農家戸数 

 

事業所数 

従業者数 

製造品出荷額等 

 

卸売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

小売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

 

幼稚園 

園　数 

在園者数 

小学校 

学校数 

児童数 

中学校 

学校数 

生徒数 

 

交通事故発生件数 

刑法犯認知件数 

火災発生件数 

６７，６１２ 

１６２，８４７ 

８０，４９１ 

８２，３５６ 

９７．７ 

４１．８ 

１３．６ 

６９．０ 

１７．４ 

 

１，４７８ 

８７１ 

１３，３６３ 

９，９８２ 

１，８２５ 

１１４，１９９ 

７４．６ 

 

２，７２０ 

３２，７５５ 

 

５１ 

１４１ 

１４１ 

 

６５ 

１，８４７ 

３６，９７８ 

 

 

７１ 

４２０ 

２６，０４０ 

 

６１６ 

６，５２９ 

１０３，０４１ 

 

 

８ 

２，５３９ 

 

１７ 

９，２９７ 

 

９ 

４，３８５ 

 

６１１ 

１，７９２ 

３１ 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成２０年４月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

平成１９年１０月１日 

 

平成１９年 

平成１９年 

平成１９年 

平成１９年 

平成２０年３月末日 

平成１７年１０月１日 

平成１７年１０月１日 

 

平成１８年１０月１日 

平成１８年１０月１日 

 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

 

平成１８年１２月３１日 

平成１８年１２月３１日 

平成１８年１２月３１日 

 

 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

平成１９年６月１日 

 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１９年５月１日 

平成１９年５月１日 

 

平成１８年 

平成１８年 

平成１８年 

世帯 

人 

人 

人 

 

歳 

％ 

％ 

％ 

 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

 

 

事業所 

人 

 

戸 

戸 

戸 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

事業所 

人 

百万円 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

園 

人 

 

校 

人 

 

校 

人 

 

件 

件 

件 
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